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門
真
市
第
６
次
総
合
計
画
の
体
系

子どもを真ん中に地域みんながつながる
健康で幸せな地域共生の「まち」に

働きながら、子育てしながら暮らしやすい
便利で快適な職住近接の「まち」に

出
産
・
子
育
て
が

し
や
す
く
、

子
ど
も
が

た
く
ま
し
く
育
つ

ま
ち
の
実
現

地
域
の
中
で

活
き
活
き
と
、

健
康
で
幸
せ
に

暮
ら
せ
る

ま
ち
の
実
現

安
全
・
安
心
で

快
適
な
住
ま
い
と

環
境
の
あ
る

ま
ち
の
実
現

誰
も
が
活
躍
で
き
る

賑
わ
い
と
活
気
あ
る

ま
ち
の
実
現

目標

２
目標

３

目標

４

目標

１

①

子
育
て

⑥

環
境

⑤

ま
ち
づ
く
り

③

健
康
管
理

②

教
育

④

福
祉

⑦

上
下
水
道

⑫

行
政
管
理

⑪

危
機
管
理

⑨

産
業
振
興

⑧

地
域
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興
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【
計
画
の
位
置
づ
け
】

基
本
計
画
は
、
基
本
構
想
で
掲
げ
た

市
の
将
来
像
を
実
現
す
る
た
め
の
方
針

で
あ
る
と
と
も
に
、
個
別
に
作
成
さ
れ

る
諸
計
画
の
基
本
と
な
る
も
の
で
す
。

【
計
画
の
コ
ン
セ
プ
ト
】

持
続
可
能
な
行
財
政
運
営

「成長」と「健全化」が
両立しうる財政基盤の構築

時代の変化と多様なニーズに
対応しうる組織文化の確立

～めざすべき姿～

スマートBiz★かどま

【
第
６
次
総
合
計
画
策
定
の
趣
旨
】

・
社
会
情
勢
の
変
化
に
的
確
に
適
応
し
、
10

年
、
20
年
先
を
見
据
え
た
、
誇
り
と
愛
着
が

持
て
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
、
新
た
な
指
針

と
し
て
策
定
し
ま
し
た
。

【
計
画
の
構
成
・
期
間
】

・
計
画
の
構
成
：
基
本
構
想
、
基
本
計
画
及

び
実
施
計
画
で
構
成

・
計
画
の
期
間
：
令
和
２
年
度
（
２
０
２
０

年
）
か
ら
令
和
11
年
度
（
２
０
２
９
年
）
ま

で

※

実
施
計
画
は
1
年
毎
の
見
直
し
に
よ
る
３

年
間
計
画

【
門
真
市
の
現
状
と
時
代
の
潮
流
】

⑴

人
口
減
少
時
代
へ
の
突
入

⑵

超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
と
健
康
づ
く
り

⑶

ま
ち
づ
く
り

⑷

子
ど
も
を
取
り
巻
く
状
況

⑸

市
民
の
定
住
意
向

⑹

情
報
技
術
の
革
新
と
活
用

⑺

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展

⑻

誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現

⑼

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
と
協
働
・
共
創
の
推
進

⑽

財
政
状
況

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ(

持
続
可
能
な
開
発
目
標)

に
つ
い
て

【
ま
ち
づ
く
り
の
将
来
展
望
と
ま
ち
づ
く
り
の
方
向
性
】

１
．
人
口
の
将
来
展
望

２
．
ま
ち
の
将
来
像

３
．
ま
ち
づ
く
り
の
方
向
性

【
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目
標
】

１
．
基
本
目
標

２
．
本
計
画
の
推
進
に
あ
た
っ
て
の
視
点

門真市第６次総合計画

【高齢化対策】
健康でいきいきと暮らせるまち

【少子化対策】
安心して子育てできるまち

２０２５年問題レポート

めざすまちの姿

①若い世代における出産・子
育ての希望の実現
②地域の魅力を向上し、選ば
れるまちへ
③産業の振興と女性が活躍で
きる場の創出
④住んで、幸せを実感できる
まちづくり

門真市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

基本目標

【
「
ス
マ
ー
ト
Ｂ
ｉ
ｚ
★
か
ど
ま
」
の
推
進
】

～本計画の推進体制～
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51 

 

 



6 

 

                            

                            

                            

門真市第６次総合計画 目次 

第
２
章 

基
本
計
画
各
論 ........................................................... 

54 

①
子
育
て
分
野 ....................................................................... 

55 

 
 
 

１ 

み
ん
な
で
支
え
合
う
子
育
て
環
境
づ
く
り ............................ 

55 

 

２ 

子
育
て
世
帯
へ
の
支
援 ..................................................... 

57 

 

３ 

就
学
前
教
育
・
保
育
環
境
の
充
実 ....................................... 

59 

②
教
育
分
野 ........................................................................... 

61 

 
 
 

１ 

学
校
教
育
の
推
進 ............................................................. 

61 

 
２ 
児
童
・
生
徒
の
健
全
育
成 .................................................. 

63 

 

３ 
学
校
施
設
と
教
育
環
境
の
充
実 .......................................... 

65 

③
健
康
管
理
分
野 ................................................................... 

67 

 
 
 

１ 

生
涯
を
通
じ
た
健
康
づ
く
り
と
病
気
の
予
防
対
策 ................. 

67 

 

２ 

母
子
保
健
の
充
実 ............................................................. 

69 

 

３ 

健
康
保
険
制
度
の
適
正
な
運
営 .......................................... 

71 

④
福
祉
分
野 ........................................................................... 

73 

 
 
 

１ 

地
域
福
祉
の
推
進 ............................................................. 

73 

 

２ 

高
齢
者
へ
の
支
援 ............................................................. 

75 

 

３ 

障
が
い
児
（
者
）
等
へ
の
支
援 .......................................... 

77 

４ 

生
活
保
障
と
自
立
支
援 ..................................................... 

79 

⑤
ま
ち
づ
く
り
分
野 ............................................................... 

81 

 
 
 

１ 

ま
ち
の
顔
づ
く
り ............................................................. 

81 

 

２ 

快
適
な
住
ま
い
環
境
の
充
実 .............................................. 

83 

 

３ 

憩
い
の
場
の
充
実 ............................................................. 
85 

４ 

公
共
交
通
の
充
実 ............................................................. 
87 

 

５ 

快
適
な
道
路
環
境
の
形
成 .................................................. 

89 

⑥
環
境
分
野 ........................................................................... 

91 

 
 
 

１ 

地
球
環
境
保
全 ................................................................ 

91 

 

２ 

生
活
環
境
保
全 ................................................................ 

93 

３ 

快
適
に
暮
ら
せ
る
生
活
基
盤
の
整
備 .................................... 

95 

⑦
上
下
水
道
分
野 .................................................................... 

97 

 
 
 

１ 

上
水
道
施
設
の
基
盤
強
化 ................................................... 

97 

 

２ 

下
水
道
施
設
の
基
盤
強
化 ................................................... 

99 

⑧
地
域
振
興
分
野 ..................................................................... 

101 

 
 
 

１ 

地
域
の
絆
づ
く
り
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化 ...................... 

101 

 

２ 

市
民
公
益
活
動
と
協
働
・
共
創
の
促
進 ................................. 

103 

 

３ 

安
全
・
安
心
な
暮
ら
し
を
支
え
る
体
制
づ
く
り ...................... 

105 

４ 

平
和
と
人
権
の
尊
重 ........................................................... 

107 

 

５ 

多
文
化
共
生
社
会
の
形
成 .................................................... 

109 

⑨
産
業
振
興
分
野 ..................................................................... 

111 

 
 
 

１ 

地
域
産
業
の
強
化
と
発
展 .................................................... 

111 

 

２ 

就
労
支
援
と
雇
用
促
進 ....................................................... 

113 

⑩
地
域
教
育
振
興
分
野............................................................. 

115 

 
 
 

１ 

地
域
教
育
環
境
の
充
実 ....................................................... 

115 

 

２ 

暮
ら
し
に
息
づ
く
文
化
芸
術
の
推
進 ..................................... 

117 

３ 

文
化
資
源
の
活
用
と
保
存
・
継
承 ......................................... 

119 

４ 

市
民
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興 ....................................................... 

121 

⑪
危
機
管
理
分
野 ..................................................................... 

123 

 
 
 

１ 

危
機
管
理
と
災
害
時
対
策 .................................................... 

123 

 

２ 

市
民
の
危
機
管
理
意
識
の
向
上 ............................................ 

125 

 

３ 

消
防
・
救
急
医
療
体
制
の
充
実 ............................................ 

127 

⑫
行
政
管
理
分
野 ..................................................................... 

129 

 
 
 

１ 

効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
運
営 ............................................ 

129 

 
２ 

広
報
・
情
報
発
信
の
充
実 .................................................... 

131 

 
３ 
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
定
住
促
進 .......................... 

133 
４ 
公
共
施
設
の
適
正
管
理 ....................................................... 

135 



7 

 

                            

                            

                         
 

計
画
の
概
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１
．
第
６
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総
合
計
画
策
定
の
趣
旨 

 
 
 
 

２
．
計
画
の
構
成
・
期
間 

 
 
 
 

３
．
門
真
市
の
概
要 

 
 

 
 
 

⑴ 
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の
歴
史
と
成
り
立
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門
真
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の
地
理
的
特
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門
真
市
の
魅
力 

 

写真はイメージです。 写真はイメージです。 
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第
６
次
総
合
計
画
を
策
定

す
る
に
あ
た
っ
て
、
基
本

的
な
考
え
方
や
、
門
真
市

の
概
要
に
つ
い
て
示
し
て

い
ま
す
。 
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⒈ 
計
画
策
定
の
趣
旨 

                      

                          

 

計
画
の
概
要 

本
市
は
昭
和
46(

1971)

年
11
月
に
『
門
真
市

総
合
計
画
』
を
策
定
し
、
時
代
の
変
化
に
伴
う

市
民
ニ
ー
ズ
や
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
５
次

に
わ
た
り
計
画
の
見
直
し
を
行
い
、
ま
ち
づ
く

り
を
推
進
し
て
き
ま
し
た
。 

平
成
22(

2010)

年
３
月
に
策
定
し
た
『
門
真

市
第
５
次
総
合
計
画
』
で
は
、
本
市
の
将
来
像

を
「
人
・
ま
ち
“
元
気
”
体
感
都
市 

門
真
」

と
し
、
自
律
的
・
持
続
的
に
発
展
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
市
民
と
市
役
所
と
の
協
働
に
よ

る
ま
ち
づ
く
り
の
取
組
を
進
め
、
平
成

25

(

2013)

年
に
は
、
門
真
市
の
自
治
の
最
高
規
範
性

を
有
す
る
も
の
と
し
て
、
市
民
み
ん
な
が
共
有

す
べ
き
門
真
市
自
治
基
本
条
例
を
制
定
し
ま
し

た
。 こ

の
間
、
人
口
減
少
社
会
の
到
来
、
未
曽
有

の
超
高
齢
社
会
へ
の
突
入
、
大
規
模
な
地
震
や

ゲ
リ
ラ
豪
雨
な
ど
の
自
然
災
害
へ
の
不
安
の
高

ま
り
な
ど
、
市
役
所
に
求
め
ら
れ
る
役
割
は
大

き
く
変
化
し
て
い
ま
す
。 

 

こ
れ
ら
社
会
情
勢
の
変
化
に
的
確
に
適
応

し
、
10
年
、
20
年
先
を
見
据
え
た
、
誇
り
と
愛

着
が
持
て
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
、
新
た
な
指

針
と
な
る
『
門
真
市
第
６
次
総
合
計
画
』(

以

下
、「
本
計
画
」
と
い
う
。)

を
策
定
し
ま
し
た
。 

策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
公
募
市
民
が
主
体
と

な
っ
て
議
論
す
る
「
市
民
会
議
」
や
「
事
業
者
・

地
域
団
体
ア
ン
ケ
ー
ト
」
か
ら
の
意
見
を
も
と

に
市
民
の
実
感
や
現
状
の
課
題
を
把
握
し
、
市

民
委
員
も
含
む
「
門
真
市
総
合
計
画
審
議
会
」

を
通
じ
た
意
見
も
本
計
画
に
反
映
し
て
い
ま

す
。 さ

ら
に
、
基
本
構
想
に
つ
い
て
は
、
門
真
市

議
会
の
議
決
を
経
る
な
ど
、
市
民
や
事
業
者
、

市
議
会
、
そ
し
て
市
役
所
み
ん
な
で
策
定
に
取

り
組
み
ま
し
た
。 

ま
た
、
平
成
27(

2015)

年
10
月
に
策
定
し
た

『
門
真
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦

略
』
の
考
え
方
を
取
り
入
れ
、
地
方
創
生
の
趣

旨
や
内
容
を
包
含
し
た
総
合
計
画
と
な
っ
て

い
ま
す
。 

⒈ 
第
６
次
総
合
計
画
策
定
の
趣
旨 



10 

 

⒉ 

計
画
の
構
成
・
期
間 

                       

 

 

                            

  

基
本
構
想
と
は 

基
本
構
想
は
、
計
画
期
間
を
令
和
２(

2020)

年

度
か
ら
令
和
11(

2029)

年
度
ま
で
と
し
た
将
来

を
展
望
し
、
ま
ち
づ
く
り
の
基
本
的
な
方
向
性

を
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
す
。 

 

基
本
計
画
と
は 

基
本
計
画
は
、
計
画
期
間
を
令
和
２(

2020)

年

度
か
ら
令
和
11(

2029)

年
度
ま
で
の
10
年
間
と

し
、
基
本
構
想
に
示
す
本
市
の
将
来
像
の
実
現

に
向
け
、
各
分
野
の
施
策
の
方
針
、
め
ざ
す
べ

き
指
標
な
ど
を
総
合
的
か
つ
体
系
的
に
明
ら

か
に
す
る
も
の
で
す
。 

ま
た
、
諸
情
勢
の
変
化
や
市
長
任
期
を
考
慮

し
、
必
要
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い
ま
す
。 

 

 

実
施
計
画
と
は 

実
施
計
画
は
、
基
本
計
画
に
お
け
る
諸
施
策

の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
の
指
針
で
あ
り
、
そ

の
基
礎
と
な
る
具
体
的
な
事
業
を
定
め
る
も

の
で
す
。
計
画
期
間
を
３
年
間
と
し
、
１
年
ご

と
に
財
政
的
な
裏
付
け
を
も
っ
た
見
直
し(

ロ

ー
リ
ン
グ
方
式)

を
行
い
ま
す
。 

まちづくりの展望や方向性、
基本目標など

施策の体系や方針

めざすべき指標など

基本計画を実現するため
の具体的な事業

本
計
画
は
、
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
市
政
の

運
営
を
図
る
た
め
、
ま
ち
づ
く
り
や
施
策
推
進

の
方
向
性
を
示
す
市
の
最
上
位
計
画
で
あ
り
、 

計画期間：10年間 

令和２(2020)年度から 

令和 11(2029)年度まで 

計画期間：10年間 

令和２(2020)年度から 

令和 11(2029)年度まで 

※諸情勢の変化等を考慮し、必要に 
応じて見直し 

計画期間：３年間 

令和２(2020)年度から 

毎年作成 

(ローリング方式による見直し) 

(１年ごと) 

「
基
本
構
想
」、「
基
本
計
画
」、「
実
施
計
画
」
の

３
階
層
で
構
成
し
て
い
ま
す
。 
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⒊ 

門
真
市
の
概
要 

                          

                            

                           

⑴ 

門
真
市
の
歴
史
と
成
り
立
ち 
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本
市
は
、
大
阪
府
の
北
東
部
に

位
置
し
、
周
囲
は
大
阪
市
・
守
口

市
・
寝
屋
川
市
・
大
東
市
と
隣
接

し
て
い
ま
す
。 

東
西
約

4.9

km

、
南
北
約

4.3

km
、
面
積
約
12.30
㎢
と
市
域
が
比

較
的
小
さ
く
ま
と
ま
り
、
大
き
な

起
伏
が
無
く
、
平
坦
な
地
形
で
あ

る
こ
と
が
本
市
の
特
徴
で
す
。 

こ
の
た
め
、
高
齢
者
、
障
が
い

の
あ
る
人
な
ど
に
と
っ
て
も
暮

ら
し
や
す
く
、
市
内
や
市
の
周
辺

に
行
く
場
合
も
、
車
を
利
用
せ
ず

に
、
徒
歩
や
自
転
車
、
公
共
交
通

機
関
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、

便
利
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち

を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

⑵ 

門
真
市
の
地
理
的
特
徴 

 

本市の地理的特徴を表す図を 

掲載予定 
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⑶ 

門
真
市
の
魅
力 

 
①抜群に優れた交通利便性 

 

② 確かな技術力のあるものづくり産業 

近
代
工
業
化
前
の
本
市
で

は
、
農
村
の
余
剰
労
働
に
依
存

す
る
農
村
工
業
、
特
に
戦
前
の

大
阪
周
辺
の
代
表
的
工
業
で
あ

っ
た
綿
工
業
が
発
達
し
て
い
ま

し
た
。
そ
の
後
本
市
の
近
代
工

業
の
起
点
と
な
っ
た
現
関
西
電

力
古
川
橋
変
電
所
が
建
設
さ
れ

る
と
と
も
に
、
松
下
電
器
製
作

所
（
現
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
㈱
）
を

は
じ
め
、
数
多
く
の
企
業
が
移

転
し
て
き
た
こ
と
が
、
今
日
の

本
市
製
造
業
の
礎
を
築
き
ま
し

た
。 本

市
は
こ
の
よ
う
に
、
現
在

も
世
界
の
ト
ッ
プ
企
業
と
し
て

躍
進
を
続
け
る
大
手
電
機
メ
ー

カ
ー
の
企
業
城
下
町
と
し
て
発

展
し
て
き
た
背
景
か
ら
、
卓
越

し
た
技
術
を
持
つ
中
小
企
業
が

数
多
く
立
地
し
て
お
り
、
も
の

づ
く
り
産
業
が
盛
ん
な
ま
ち
で

あ
り
、
第
二
次
産
業
就
業
者
の

比
率
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

市
内
に
は
京
阪
電
車
の
西
三

荘
、
門
真
市
、
古
川
橋
、
大
和

田
、
萱
島
の
各
駅
、
地
下
鉄
長

堀
鶴
見
緑
地
線
の
門
真
南
駅
、

大
阪
モ
ノ
レ
ー
ル
門
真
市
駅
と

7
つ
の
駅
が
あ
り
、
主
要
道
路

に
は
、
京
阪
バ
ス
・
近
鉄
バ
ス

に
よ
る
路
線
バ
ス
網
が
整
備
さ

れ
て
い
ま
す
。 

ま
た
、
幹
線
道
路
網
と
し
て
、

市
内
の
中
央
部
を
国
道
163
号

が
東
西
に
横
断
、
西
部
を
府
道

大
阪
中
央
環
状
線
や
近
畿
自
動 

車
道
が
縦
断
、
南
部
地
域
中
央

を
第
二
京
阪
道
路
が
通
っ
て
い

ま
す
。 

こ
の
よ
う
に
、
本
市
は
大
阪

市
に
隣
接
す
る
だ
け
で
な
く
京

都
へ
の
利
便
性
も
高
く
、
こ
れ

ら
の
交
通
網
は
本
市
の
暮
ら
し

や
産
業
の
発
展
に
大
き
な
役
割

を
果
た
し
て
い
ま
す
。 

さ
ら
に
、
阪
神
高
速
淀
川
左

岸
線
の
延
伸
、
大
阪
モ
ノ
レ
ー

ル
の
延
伸
も
決
定
し
て
お
り
、

今
後
、
更
に
交
通
利
便
性
が
向

上
し
ま
す
。 

門真市の広域アクセスイメージ 

（平成 26（2014）年経済センサス基礎調査） 

31.14
27.66

24.24 25.66

31.15
28.02

25.56

0

10

20

30

40

門真市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 四條畷市 交野市

【第二次産業就業者比率】
（％） 
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本
市
に
は
、「
大
阪
み
ど
り
の

百
選
」
に
も
選
ば
れ
て
い
る
「
三

ツ
島
の
薫
蓋
ク
ス
」
や
「
砂
子
水

路
の
桜
」
な
ど
の
自
然
の
名
所

が
あ
り
ま
す
。 

薫
蓋
ク
ス
は
、
三
島
神
社
境

内
に
あ
る
国
指
定
天
然
記
念
物

の
ク
ス
ノ
キ
で
樹
齢
1000
年
と
も

言
わ
れ
て
い
ま
す
。 

ま
た
、
500
ｍ
あ
る
砂
子
水
路

の
両
岸
に
は
、
約
200
本
の
ソ
メ

イ
ヨ
シ
ノ
が
植
え
ら
れ
、
桜
の

満
開
期
に
は
美
し
い
桜
の
ト
ン

ネ
ル
が
人
々
を
魅
了
し
て
い
ま

す
。 

③ 人の温かさ残るまち 

④ 名所・見どころ 

まつりの写真 
ま
た
、
本
市
に
は
、「
伝
茨
田

堤
」
や
「
願
得
寺
」
な
ど
歴
史
的

な
文
化
財
も
あ
り
ま
す
。 

茨
田
堤
は
、
古
事
記
・
日
本
書

紀
に
記
述
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

記
録
に
残
る
日
本
最
古
の
堤
防

と
さ
れ
、
５
世
紀
頃
に
築
か
れ

た
よ
う
で
す
。
宮
野
町
の
堤
防

の
跡
は
現
在
地
上
に
残
る
唯
一

の
「
茨
田
堤
」
跡
と
推
定
さ
れ
、

大
阪
府
の
史
跡
「
伝
茨
田
堤
」

に
指
定
さ
れ
て
い
ま
す
。 

願
得
寺
は
、
真
宗
大
谷
派
の

寺
院
で
、
遺
構
の
多
く
は
17
世

紀
に
つ
く
ら
れ
、
国
の
登
録
有

形
文
化
財
や
大
阪
府
の
指
定
有

形
文
化
財
に
指
定
さ
れ
て
い
ま

す
。
本
堂
の
南
側
に
は
墓
地
が

あ
り
、
第
44
代
総
理
大
臣
・
幣

原
喜
重
郎
を
輩
出
し
た
幣
原
家

の
累
代
の
墓
が
あ
り
ま
す
。 

さ
ら
に
は
、
平
成
30(

2018)

年

に
は
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク
ミ
ュ
ー

ジ
ア
ム
が
開
館
し
、
名
誉
市
民

で
あ
る
松
下
幸
之
助
氏
の
経
営

観
や
人
生
観
、
パ
ナ
ソ
ニ
ッ
ク

の
歴
史
を
知
る
新
た
な
名
所
と

な
っ
て
い
ま
す
。 

 

記載内容を表すイメージを掲載予定 

写真はイメージです。 

市
民
会
議
で
は
、
本
市
の
イ

メ
ー
ジ
を
「
人
や
地
域
が
温
か

く
活
気
が
あ
る
」「
人
情
が
あ
ふ

れ
る
」「
団
結
力
が
あ
る
」
な
ど
、

「
人
の
魅
力
」
に
関
す
る
意
見

が
多
く
上
が
り
ま
し
た
。 

平
成
30
（
2018
）
年
度
市
民
幸

福
実
感
に
関
す
る
意
識
調
査
に

よ
る
と
76.2
％
の
市
民
が
「
人
と

人
と
の
支
え
合
い
が
実
感
で
き

る
」
と
回
答
さ
れ
ま
し
た
。 

  

ま
た
、
子
ど
も
の
見
守
り
活

動
を
は
じ
め
と
し
て
地
域
の

様
々
な
取
組
に
お
い
て
、
多
く

の
市
民
が
熱
心
に
活
動
さ
れ
る

な
ど
「
お
た
が
い
さ
ま
」「
お

せ
っ
か
い
」
と
い
っ
た
助
け
合

い
の
気
持
ち
が
地
域
に
根
強
く

あ
る
、
人
の
温
か
さ
が
残
る
ま

ち
で
す
。 
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第
１
章 

門
真
市
の
現
状
と
時
代
の
潮
流 

 
 
 
 
 

⑴ 

人
口
減
少
時
代
へ
の
突
入 

 
 
 
 
 

⑵ 

超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
と
健
康
づ
く
り 

 
 
 
 
 

⑶ 

ま
ち
づ
く
り 

⑷ 

子
ど
も
を
取
り
巻
く
状
況 

⑸ 

市
民
の
定
住
意
向 

⑹ 

情
報
技
術
の
革
新
と
活
用 

⑺ 

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展 

⑻ 

誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現 

⑼ 

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
と
協
働
・ 

共
創
の
推
進 

⑽ 

財
政
状
況 

ト
ピ
ッ
ク
ス 

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ(

持
続
可
能
な
開
発 

目
標)

に
つ
い
て 

 

第
２
章 

ま
ち
づ
く
り
の
将
来
展
望
と 

ま
ち
づ
く
り
の
方
向
性 

 
 

１
．
人
口
の
将
来
展
望 

２
．
ま
ち
の
将
来
像 

３
．
ま
ち
づ
く
り
の
方
向
性 

 

第
３
章 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目
標 

１
．
基
本
目
標 

２
．
本
計
画
の
推
進
に
あ
た
っ
て
の
視
点 

 

 

写真はイメージです。 

写真はイメージです。 
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時
代
の
潮
流
と
門
真
市
の

現
状
、
め
ざ
す
ま
ち
づ
く
り

の
方
向
性
や
将
来
像
、
ま
ち

づ
く
り
の
基
本
目
標
に
つ
い

て
示
し
て
い
ま
す
。 
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12,190 16,398 

20,858 

87,386 

141,534 

141,874 

141,895 
135,042 

125,612 

2,425 3,592 4,662 

26,416 

46,509 49,302 
55,622 

59,651 

61,156 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

昭和10年

（1935年）

昭和22年

（1947年）

昭和30年

（1955年）

昭和40年

（1965年）

昭和50年

（1975年）

昭和60年

（1985年）

平成７年

（1995年）

平成17年

（2005年）

平成27年

（2015年）

（世帯数）（人） 【門真市の人口の推移】

総人口

世帯数

日
本
の
人
口
は
、
平
成
20(
2008)

年
を
ピ
ー
ク

と
し
て
減
少
局
面
に
入
り
、
世
界
で
例
の
な
い

速
度
で
少
子
高
齢
化
が
進
む
と
同
時
に
、
東
京

へ
の
一
極
集
中
に
よ
り
、
都
市
の
人
口
構
造
が

大
き
く
変
わ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。 

 

本
市
の
人
口
は
、
昭
和
30
年
代
か
ら
40
年
代

の
高
度
経
済
成
長
期
に
か
け
て
急
激
に
増
加
し

ま
し
た
。 

平
成
２(

1990)

年
以
降
は
緩
や
か
な
減
少
傾
向

に
あ
り
ま
し
た
が
、
平
成
27(

2015)

年
国
勢
調
査

の
結
果
で
は
、
平
成
22(

2010)

年
時
点
か
ら
約

6,700
人
減
と
大
幅
な
減
少
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

    

本
市
の
人
口
減
少
の
特
徴
と
し
て
、
転
出
数

が
転
入
数
を
上
回
る
社
会
減
が
要
因
と
な
っ
て

い
ま
し
た
が
、
平
成
21(

2009)

年
以
降
は
、
出
生

数
と
死
亡
数
の
逆
転
に
よ
り
、
社
会
減
に
加
え

自
然
減
も
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

特
に
、
０
～
９
歳
の
子
ど
も
と
20
～
44
歳
の

親
世
代
の
転
出
が
多
く
、
結
婚
や
出
産
、
家
の
購

入
な
ど
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
が
想
定
さ
れ
る
年

代
で
転
出
超
過
が
顕
著
に
表
れ
て
い
ま
す
。 

⑴ 

人
口
減
少
時
代
へ
の
突
入 

 

死亡数と出生数の差が加速 

平成 21(2009)年以降は出生数と死亡

数が逆転。その差が拡大しています。 

日
本
全
体
が
人
口
減
少
局
面
に 

門
真
市
も
減
少
の
傾
向
が
続
く 

 

門
真
市
の
人
口
減
少
の
要
因
は
、
こ
れ
ま
で

の
社
会
減
に
加
え
て
自
然
減
も 

 

第
１
章 

門
真
市
の
現
状
と
時
代
の
潮
流 

 

  平成 19 年  平成 21 年  平成 23 年  平成 25 年  平成 27 年  平成 29 年 

（2007 年）  (2009 年)   (2011 年)  (2013 年)   (2015 年)  (2017 年) 

転出超過が継続 

転出数が転入数を上回る転出超過が続

いています。 

高度経済成長期 

1,138 

1,022 
959 909 841 815 

1,072 

1,069 
1,157 

1,212 
1,281 1,335 

66 
(47)

(198)
(303)

(440)
(520)

(600)

(100)

400

900

1,400

（人） 【自然動態の推移】

出生

死亡

増減

5,881 
5,536 

4,883 4,731 
4,973 4,989 

6,688 
6,494 

5,828 
5,268 

5,727 
5,514 

(807) (958) (945)

(537)

(754)

(525)

(2,000)

0

2,000

4,000

6,000

8,000

（人） 【社会動態の推移】

転入

転出

増減

出生数と死亡数 

が逆転 

  平成 19 年  平成 21 年  平成 23 年  平成 25 年  平成 27 年  平成 29 年 

（2007 年）  (2009 年)   (2011 年)  (2013 年)   (2015 年)  (2017 年) 
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⑵ 

高
齢
化
と
健
康
に
つ
い
て 

少
子
高
齢
社
会
の
進
展
や
、
子
育
て
世
代
の

流
出
に
よ
り
、
生
産
年
齢
人
口
の
割
合
が
減
少

し
、
高
齢
者
人
口
の
割
合
の
増
加
が
進
む
と
、

市
税
等
の
収
入
の
減
少
や
社
会
保
障
費
用
な
ど

支
出
の
増
加
、
労
働
力
や
消
費
の
縮
小
に
よ
る

地
域
経
済
の
衰
退
が
懸
念
さ
れ
ま
す
。 

こ
う
し
た
人
口
減
少
社
会
に
お
い
て
、
将
来

に
わ
た
り
必
要
な
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
し
て

い
く
た
め
に
は
、
若
い
世
代
や
子
育
て
世
代
の

定
住
を
促
進
し
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
年
齢
構

成
を
実
現
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

 

 
 

(

※１

)

「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」

(

2014年

)

における推定有病率を用いた場合 

(

※２

)

寝たきりや認知症にならない状態で生活できる期間 

人
口
減
少
社
会
に
お
い
て
も 

バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
年
齢
構
成
が
重
要 

転入 

転出 

【年齢区分別の転入超過・転出超過の状況】 

【人口ピラミッドの変化】 

1,103 
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60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

令和22（2040）年 国立社会保障・人口問題研究所推計値

男

女

生産年齢人口

（15～64歳）
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令和２（2020）年 国立社会保障・人口問題研究所推計値

男

女

生産年齢人口

（15～64歳）
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平成12（2000）年 国勢調査実績値
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こ
の
大
き
な
問
題
に
全
庁
的
に
対
応
す
る
た
め
、「
門
真
市
2025
年
問

題
対
策
検
討
委
員
会
」
を
立
ち
上
げ
、
現
状
や
課
題
の
把
握
を
行
い
、

そ
の
う
え
で
、
こ
れ
ら
に
対
応
す
る
た
め
の
方
向
性
を
定 

め
、
対
策
を
検
討
し
ま
し
た
。 

  

資料：住民基本台帳(各年 10 月１日現在) なお、2020 年以降の推計値は日本の将来推計人口(国立社会保障・人口問題研究所)より 

⑵ 

超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
と
健
康
づ
く
り 

▶門真市の高

齢化率 

今
後
2025
年
に
は
、
約
800
万
人
の
団
塊
の
世

代(

1947
～
1949
年
生
ま
れ)

が
後
期
高
齢
者
と

な
り
、
国
民
の
５
人
に
１
人
が
75
歳
以
上
と

な
り
ま
す
。
さ
ら
に
は
、
そ
の
先
の
2040
年
頃

に
は
、
高
齢
者
人
口
が
ピ
ー
ク
を
迎
え
る
と 

推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。 

少
子
高
齢
社
会
の
進
展
に
伴
っ
て
、
医
療

や
介
護
費
用
の
負
担
の
増
加
、
認
知
症
高
齢

者
の
増
加
な
ど
が
懸
念
さ
れ
る
と
と
も
に
、

地
域
や
社
会
を
支
え
る
人
の
不
足
や
老
老
介

護
や
孤
独
死
等
の
問
題
、
持
続
的
な
社
会
保

障
制
度
へ
の
転
換
な
ど
、
急
速
な
人
口
構
造

の
変
化
に
伴
う
様
々
な
影
響
が
懸
念
さ
れ
て

い
ま
す
。 

 

本
市
の
状
況
は
、
人
口
減
少
と
と
も
に
少

子
高
齢
社
会
が
進
み
、
高
齢
化
率
は
2020
年

に
は
30
％
を
超
え
、
そ
の
後
も
増
加
の
一

途
を
辿
る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

世
界
で
例
の
な
い
速
度
で
高
齢
化
が
進
む

中
で
は
あ
る
も
の
の
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
、

元
気
で
楽
し
く
、
豊
か
に
暮
ら
せ
る
よ
う
、

高
齢
者
の
み
な
ら
ず
、
全
て
の
市
民
の
健
康

づ
く
り
、
病
気
の
予
防
対
策
、
地
域
・
社
会
全

体
で
支
え
合
う
体
制
づ
く
り
な
ど
を
一
層
進 

め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。 

本

市

の

抱

え

る

課

題 

解
決
に
向
け
た
対
策 

高齢化

⑤

地
域
を
支
え
る
人
の
不
足

④

貧
困
の
高
齢
者
の
増
加

③

健
康
へ
の
関
心
の
低
さ

②

医
療
費
・介
護
費
用
の
負
担
増

①

認
知
症
高
齢
者
の
増
加

少子化

⑤

仕
事
と
家
庭
の
両
立

の
困
難
さ

④

治
安
に
関
す
る

市
の
イ
メ
ー
ジ
へ
の
影
響

③

子
ど
も
や
親
の
集
え
る

場
所
の
不
足

②

家
庭
環
境
に
よ
る
学
力

へ
の
影
響

①

転
出
超
過
に
よ
る

生
産
年
齢
人
口
の
減
少

本
市
の
人
口
動
態
等
、
さ
ま
ざ
ま
な
現
状
や
将
来
推
計
を
踏
ま
え
、
門

真
市
2025
年
問
題
対
策
検
討
委
員
会
で
は
、
議
論
を
整
理
す
る
た
め
、
ま

ず
「
高
齢
化
」
と
「
少
子
化
」
の
２
つ
に
大
き
く
分
け
、
そ
の
中
で
そ 

れ
ぞ
れ
の
課
題
を
抽
出
し
ま
し
た
。 

そ
こ
か
ら
、
こ
れ
ら
に
対
し
て
、
ど
の
よ
う
に
対
策
を
講
じ
る
必
要
が 

あ
る
の
か
に
つ
い
て
議
論
を
深
め
ま
し
た
。 

 

本

市

の

抱

え

る

課

題 

門
真
市
2025
年
問
題
対
策
検
討
委
員
会 

 

 

 

2040
年
頃
に
高
齢
者
人
口
が
ピ
ー
ク 

健
康
づ
く
り
と
地
域
を
支
え
合
う
体
制
づ
く
り 

 

12.1

16.9

22.4

27.5
30 30.2 31.5

34.7
39.4

14.7 

14.2 

13.3 11.6 10.8 10.1 9.4 9.2 9.2 

0
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40

50

平成12年
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平成17年
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平成22年

（2010年）

平成27年
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令和７年

（2025年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

（％） 【門真市の高齢化率及び年少人口比率】

門真市の高齢化率

年少人口比率（０～14歳）
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認知症予防の対策としては、適度な運動を

行うことや、人との関わりを持つことが重要

とされています。より多くの高齢者などが地

域でのイベントなどに積極的に参加できるよ

う支援していきます。 

また、認知症サポーターの養成講座の実施

などの理解促進にむけた取組も引き続き進め

ていきます。 

対策 

01 
 

地域の活動や適度な 

運動で認知症を予防 

より多くの市民に健(検)診を受診してもら

うため、受診機会の拡充など、受診率向上に

結びつく取組を進めるとともに、健(検)診受

診をはじめとする健康づくりや介護予防に対

するインセンティブを提供する取組を進めて

いきます。 

 

医療・介護費用の抑制 

に向けた仕組みづくり 

市民の健康意識を向上させる一方で、日常

生活における健康の阻害要因を取り除き、健

康への関心が低い人でも、日常生活を送るだ

けで自然と健康になれるような環境づくりが

求められます。バランスの良い食生活をめざ

した、野菜摂取を促す取組などを進めていき

ます。 

 

   自然と健康的な生活を 

送れるような環境整備 

現在行っている就労支援の多くは、高齢者が

対象となっていませんが、社会情勢の変化に伴

いその支援内容を見直し、働く意欲のある高齢

者などがスムーズに就労できるように取り組み

ます。また、やりがいや生きがいなどを目的と

した就労についても支援を行い、就労を通じた

健康づくりを推進します。 

高齢者になった際に地域から孤立しないため

には、現役世代のうちから地域との関わりを持

つことが重要です。その視点から、地域での行

事の内容や開催時間を見直したり、現役世代が

参加したくなるようなきっかけづくりを支援し

ていきます。 

高齢の生活困窮者等 

への就労支援の拡充 

誰もが地域に関われる 

ようなきっかけづくり 

 ざ  す  ま  ち  の  姿 高齢化対策 

健康でいきいきと暮らせるまち 

 

▶方針 

健康寿命の延伸 

 

 め 

子育て世代の転出が多い本市において、現

在行っている事業や取組を、子育て世帯や今

後子どもを持とうとしている世帯にきちんと

アピールする必要があります。 

また、子育てに関する相談等の場をワンス

トップで提供できる拠点づくりなど、市民ニ

ーズを踏まえた事業に積極的に取り組み、市

内外への周知を図っていきます。 

 

市の魅力発信による 

子育て世代の転出抑制 

現在、市内各施設でも学習スペースの活用

は可能ですが、建設予定の生涯学習複合施設

などを含め、子どもが利用しやすい学習スペ

ースの確保に向けた取組を進めていきます。 

また、小学校教育とも連携した就学前教育

の推進も含め、子どもにとってより良い学習

環境の整備に取り組みます。 

子どもが学習できる 

環境の整備 

子育て世帯が外出しやすいまちづくりを進

めていくため、子育て世代にも配慮した公共

施設の設計や公園の改修などを推進していき

ます。 

また、公園での親子交流イベントなど、身

近な地域で気軽に参加できる取組も進めてい

きます。 

 

子育て世代に配慮した 

取組の推進 

本市における犯罪率は減少傾向にあります

が、安心して子育てできるまちづくりに向

け、防犯灯のLED化や防犯カメラの設置の促

進、ひったくりや窃盗、特殊詐欺などの防犯

に関する市民の意識啓発に引き続き取り組む

とともに、再犯防止に向けた取組を進め、安

心して子育てできる、というイメージの定着

を図っていきます。 

本市で実施している子育て世代の女性への就

労支援について周知するとともに、ニーズに応

じた適切な支援を提供していきます。 

また、待機児童の解消に向けた取組など、子育

て世代の就労を取り巻く課題の解消に取り組み

ます。 

 

安全・安心なまちづくりと 

意識啓発 
子育て世代の就労を 

取り巻く課題の解消 

 ざ  す  ま  ち  の  姿 少子化対策 

安心して子育てできるまち 

 

▶方針 

子育て世代の応援 

 

 め 

 
対策 

02 

 

 

 

 
対策 

03 

 

 

 

 
対策 

01 

 

 

 

 
対策 

04 

 

 

 

 
対策 

05 

 

 

 

 

 
対策 

01 

 

 

 

 
対策 

02 

 

 

 

 
対策 

03 

 

 

 

 
対策 

04 

 

 

 

 
対策 

05 
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東
日
本
大
震
災
を
は
じ
め
と
す
る
大
規
模

な
地
震
や
、
ゲ
リ
ラ
豪
雨
な
ど
の
異
常
気
象

が
多
発
す
る
中
、
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
の

ほ
か
、
大
型
台
風
や
豪
雨
災
害
な
ど
、
大
規
模

な
自
然
災
害
の
発
生
が
懸
念
さ
れ
、
災
害
へ

の
備
え
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

ま
た
、
高
齢
者
を
狙
っ
た
詐
欺
行
為
の
増

加
や
子
ど
も
を
狙
っ
た
悪
質
な
事
件
の
発
生

な
ど
を
背
景
に
、
市
民
の
暮
ら
し
を
取
り
巻

く
安
全
・
安
心
に
対
す
る
意
識
が
高
ま
っ
て

い
ま
す
。 

平
成
30
（
2018
）
年
度
市
民
意
識
調
査
で
は
、

門
真
市
が
ど
の
よ
う
な
イ
メ
ー
ジ
の
ま
ち
に

な
る
こ
と
を
望
む
か
と
い
う
質
問
で
は
、

53.8
％
が
「
安
全
で
安
心
し
て
住
め
る
ま
ち
」

と
回
答
し
、
他
の
選
択
肢
と
比
較
し
て
高
く

な
っ
て
お
り
、
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
す

べ
て
の
市
民
の
安
全
・
安
心
を
守
る
取
組
が

求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
市
で
は
、
意

識
啓
発
や
防
犯
灯
・
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
促

進
な
ど
の
防
犯
対
策
、
災
害
へ
の
備
え
に
取

り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す
。 

災
害
や
犯
罪
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
を
さ
ら

に
推
進
す
る
た
め
、
市
役
所
や
市
民
、
地
域
、

事
業
者
、
消
防
、
警
察
な
ど
が
連
携
し
、
一
体

的
に
防
災
・
防
犯
対
策
を
進
め
て
い
く
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

犯罪認知件数、防犯カメラ設置台数の推移 

(資料：門真警察署、門真市) 

門真市がどのようなイメージのまちになることを望むか 

(平成 30（2018）年度市民意識調査) 

9.1

4.4

8.6

53.8

1.6

4.5

1.9

1.6

14.3

0% 20% 40% 60%

まちなみが整った緑の多いまち

若者などが集う活気あるまち

いろいろな施設がたくさんある

楽しいまち

安全で安心して住めるまち

歴史や情緒が感じられるロマンの

あるまち

教育の環境が整ったまち

今のままのまちでよい

その他

不明・無回答 (n=929)

安
全
・
安
心
に
対
す
る
意
識
の
高
ま
り 

多
く
が
築
50
年
超
と
な
る
老
朽
化 

新
し
い
技
術
に
よ
る
維
持
管
理 

私
た
ち
の
生
活
を
支
え
る
道
路
や
上
下

水
道
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
を
含
め
た
公
共
施

設
は
、
多
く
が
高
度
経
済
成
長
期
に
集
中

的
に
整
備
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
一
斉
に
更

新
の
時
期
を
迎
え
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ら
の
維
持
管
理
や
更
新
に
は
、
莫

大
な
コ
ス
ト
が
か
か
る
こ
と
か
ら
、
国
・

地
方
問
わ
ず
財
政
を
圧
迫
す
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
て
い
ま
す
。 

ま
た
、
各
地
で
発
生
し
て
い
る
ト
ン
ネ

ル
の
崩
壊
や
道
路
の
陥
没
な
ど
に
見
ら
れ

る
よ
う
に
、
老
朽
化
対
策
の
遅
れ
は
命
に

直
結
し
ま
す
。 

本
市
に
お
い
て
も
、
安
全
面
か
ら
の
早

急
な
老
朽
化
対
策
は
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、

人
口
構
造
が
変
化
す
る
こ
と
に
よ
る
施
設

等
の
ニ
ー
ズ
変
化
や
、
新
し
い
技
術
の
活

用
に
よ
る
維
持
管
理
の
効
率
化
、
ま
た
長

く
使
う
た
め
の
予
防
修
繕
の
考
え
方
な

ど
、
短
期
・
長
期
的
な
対
策
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。 

 

イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対
策 

⑶ 

ま
ち
づ
く
り 

安
全
・
安
心
な
ま
ち
を
望
む
声 

災
害
へ
の
備
え
、
防
犯
対
策
を
推
進 

 

イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対
策
に
莫
大
な
費
用 

中
長
期
的
な
視
点
で
維
持
管
理
手
法
を 

4,393 4,515 

3,870 

2,686 

2,332 

2,719 

2,229 

1,623 

42

82

108

138

208

0

50

100

150

200

250

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成15年

(2003年)

平成17年

(2005年)

平成19年

(2007年)

平成21年

(2009年)

平成23年

(2011年)

平成25年

(2013年)

平成27年

(2015年)

平成29年

(2017年)

（台）（件）

犯罪認知件数

防犯カメラ設置促進

事業による設置台数

犯罪認知件数は 
ピーク時の約１/３に 
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高度経済成長期が始まった昭和 39（1964）年頃は、京阪古川橋駅
周辺に市街地が見られるものの、北部は田園風景が広がる地域で
あった。 

 

防
犯
・
交
通
上
の
安
全
確
保 

歩
道
を
含
め
た
見
通
し
の
良
い
広

い
道
路
を
確
保
す
る
こ
と
で
、
犯
罪

や
交
通
事
故
の
防
止
な
ど
歩
行
者
の

安
全
に
つ
な
が
り
ま
す
。 

 景
観
の
向
上
や
防
災
上
の
安
全
確
保 

老
朽
化
し
た
長
屋
や
文
化
住
宅
の

建
替
え
等
が
進
む
こ
と
に
よ
り
、
ま

ち
の
景
観
の
向
上
に
加
え
、
火
災
の

延
焼
や
倒
壊
の
危
険
が
少
な
く
な
り

ま
す
。 

 持
ち
家
比
率
の
向
上
や
定
住
の
促
進 

ま
ち
の
基
盤
整
備
と
一
体
的
な
住

宅
整
備
等
に
よ
り
、
若
い
世
代
が
家

族
で
暮
ら
し
た
い
と
思
え
る
ゆ
と
り

の
あ
る
住
宅
供
給
を
誘
導
す
る
こ
と

に
よ
り
、
持
ち
家
比
率
の
向
上
、
ひ

い
て
は
定
住
の
促
進
に
つ
な
が
り
ま

す
。 

高
度
経
済
成
長
期
の
急
激
な
人
口
増
に
伴

い
、
ま
ち
の
基
盤
と
な
る
道
路
等
が
整
わ
な

い
ま
ま
木
造
共
同
住
宅
が
建
設
さ
れ
、
公
園

等
の
公
共
施
設
が
少
な
い
密
集
し
た
市
街
地

が
形
成
さ
れ
ま
し
た
。 

こ
の
地
域
的
な
特
徴
は
、
「
狭
隘

き
ょ
う
あ
い

な(
狭

い)

道
路
が
多
い
」
「
緑
地
面
積
が
少
な
い
」

「
景
観
が
悪
い
」
な
ど
、
市
民
の
暮
ら
し
に
大

き
く
関
っ
て
お
り
、
本
市
の
様
々
な
課
題
に

つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。 

本
市
で
は
、
再
整
備
に
取
り
組
ん
で
き
ま

し
た
が
、
現
在
も
市
内
北
部
に
は
、
密
集
し
た

木
造
住
宅
が
残
っ
て
お
り
、
現
在
は
老
朽
化

が
進
む
と
と
も
に
、
空
き
家
が
増
え
つ
つ
あ

り
ま
す
。 

ま
た
、
低
廉
で
老
朽
化
し
た
賃
貸
住
宅
が

多
い
こ
と
が
、
持
ち
家
比
率
の
低
さ
や
、
一
時

的
な
仮
住
ま
い
の
背
景
の
一
つ
に
な
っ
て
い

る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。 

安
全
・
安
心
で
快
適
な
生
活
、
ま
た
、
ゆ
と

り
と
う
る
お
い
の
あ
る
暮
ら
し
の
実
現
に
向

け
、
早
期
の
密
集
市
街
地
の
解
消
や
空
き
家

対
策
な
ど
、
住
環
境
の
改
善
に
向
け
た
取
組

が
必
要
で
す
。 

  

密
集
市
街
地
を
解
消
す
る
と
… 

高
度
経
済
成
長
期
に
形
成
さ
れ
た
密
集
市
街
地 

本
市
の
ま
ち
の
特
徴
、
密
集
市
街
地 

早
期
の
解
消
に
よ
り
住
環
境
を
改
善 

 

51.44
59.49

68.06
63.70 60.77

68.53
76.74

0

20

40

60

80

100

門真市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 四條畷市 交野市

【持ち家比率】

（平成 27（2015）年国勢調査） 

（％） 

昭和 46（1971）年の７年間で、田畑のあぜ道が少し拡幅され、びっしりと住

宅が建ち並び、密集市街地が形成されたのが確認できる。 
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⑷ 

子
ど
も
を
取
り
巻
く
状
況 

 
平
成
28(

2016)

年
度
に
実
施
し
た
「
門
真
市
子

ど
も
の
生
活
に
関
す
る
実
態
調
査
」
で
は
、
国
の

定
め
る
基
準
で
の
大
阪
府
内
全
自
治
体
の
相
対

的
貧
困
率
（
※
）
14.9
％
に
対
し
、
本
市
は
16.4
％

と
経
済
的
に
困
窮
し
た
状
況
に
置
か
れ
て
い
る

子
ど
も
の
割
合
が
高
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
睡
眠
時
間
や
朝
食
の
摂
取
等

の
生
活
習
慣
に
関
す
る
項
目
に
も
差
が
見
ら
れ

ま
す
。 

こ
れ
ら
の
実
態
を
踏
ま
え
、
市
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
を
は
じ
め
と
し
た
地
域
の
力
に
よ
り
、
見
守
り

や
子
ど
も
食
堂
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
へ
の
新
た
な

取
組
が
始
ま
り
つ
つ
あ
り
ま
す
。 

情
報
化
や
少
子
化
な
ど
の
社
会
の
構
造
、
ま

た
、
核
家
族
化
や
価
値
観
の
多
様
化
な
ど
、
子
ど

も
を
取
り
巻
く
環
境
は
大
き
く
変
化
し
て
い
ま

す
。 

 

そ
の
よ
う
な
中
で
も
、
子
ど
も
や
子
育
て
家
庭

が
孤
立
し
な
い
よ
う
、
学
校
、
家
庭
、
地
域
が
連

携
し
て
み
ん
な
で
支
え
合
い
、
応
援
す
る
仕
組
み

づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。 

 

 

本
市
で
は
、
子
ど
も
自
ら
が
学
び
考
え

る
力
を
身
に
付
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

基
礎
的
学
力
の
向
上
や
創
造
性
・
社
会
性

を
育
む
教
育
力
の
向
上
を
め
ざ
す
と
と
も

に
、
子
ど
も
の
生
き
る
力
を
育
て
ら
れ
る

よ
う
、様
々
な
取
組
を
進
め
て
き
ま
し
た
。 

１０
年
間
の
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査

結
果
に
よ
る
と
、
小
・
中
学
校
と
も
に
全

国
平
均
を
下
回
る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す

が
、
こ
の
間
の
取
組
に
よ
り
改
善
の
傾
向

が
見
て
取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

 

ま
た
、
少
子
化
に
よ
る
児
童
・
生
徒
の

減
少
や
、
小
学
校
で
の
英
語
、
道
徳
の
教

科
化
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
導
入
な

ど
、
社
会
の
情
勢
に
合
わ
せ
て
、
教
育
を

取
り
巻
く
状
況
も
変
化
し
て
い
ま
す
。 

本
市
の
子
ど
も
た
ち
が
将
来
に
夢
や
希

望
を
持
て
る
よ
う
、
学
力
・
体
力
の
向
上

を
は
じ
め
と
し
た
よ
り
良
い
教
育
環
境
づ

く
り
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
で
す
。 

 

  

経
済
的
に
困
窮
し
た
子
ど
も
の
割
合
が
高
い

こ
と
が
明
ら
か
に 

地
域
が
連
携
し
て
支
え
合
う
仕
組
み
づ
く
り 

学
力
・
学
習
状
況
調
査
は
全
国
平
均
を
下

回
る
も
の
の
、
改
善
の
傾
向
に 

よ
り
良
い
教
育
環
境
づ
く
り
を
推
進 

（平成 30（2018）年度門真市子どもの生活に関する実態調査） 

 

朝食 

 

睡眠時間 

 

※
相
対
的
貧
困
率
は
、
一
定
基
準
（
貧
困
線
）
を

下
回
る
等
価
可
処
分
所
得
し
か
得
て
い
な
い
者

の
割
合
を
い
う
。
貧
困
線
と
は
、
等
価
可
処
分
所

得
（
世
帯
の
可
処
分
所
得
（
収
入
か
ら
税
金
・
社

会
保
険
料
等
を
除
い
た
い
わ
ゆ
る
手
取
り
収

入
）
を
世
帯
人
員
の
平
方
根
で
割
っ
て
調
整
し

た
所
得
）
の
中
央
値
の
半
分
の
額
を
い
う
。 

86.6 

87.9 88.2 

92.9 

93.6 

90.7 

91.9 92.7 

86.7 

86.7 

90.4 
92.2 

95.0 

92.2 

91.8 

93.0 

88.7 

89.5 
90.0 

91.7 

95.8 

93.0 
93.8 

94.1 

88.2 

89.2 

89.3 

92.1 

95.3 
93.3 

92.7 

93.7 

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

平成21年

(2009年)

平成22年

(2010年)

平成25年

(2013年)

平成26年

(2014年)

平成27年

(2015年)

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

（％） 全国学力・学習状況調査（中学校３年生）

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

全国平均値(100％を全国の平均値とする。) 

) 

 

 

92.4 
91.1 93.3 

94.2 

94.3 
92.9 

90.0 

93.3 

95.0 

90.8 

94.6 

92.5 
91.7 

92.5 91.8 

93.7 

95.3 
95.5 

98.3 

96.9 
96.5 96.5 

94.8 

97.5 

93.9 

93.5 

95.0 

92.7 

95.3 

93.6 

92.3 

95.6 

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

平成21年

(2009年)

平成22年

(2010年)

平成25年

(2013年)

平成26年

(2014年)

平成27年

(2015年)

平成28年

(2016年)

平成29年

(2017年)

平成30年

(2018年)

（％） 全国学力・学習状況調査（小学校６年生）

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ

全国平均値(100％を全国の平均値とする。) 

) 

 

 

※平成 23（2011）年及び平成 24（2012）年の全国調査は悉皆実施ではなかったため記載していません。 
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⑸ 

市
民
の
定
住
意
向 

50.8

33.4

29.2

42.8

12.8

22.2

26.9

17.4

1.1

2.3

3.9

1.8

32

40.9

39.2

35.4

3.3

1.2

0.8

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60歳以上

40～50歳代

20～30歳代

全体

住みつづけたい できればよそに移りたい すぐにでもよそに移りたい なにも考えていない 無回答

42.8

50.3

46.7

41.6

17.4

27.5

28.3

33.5

1.8

3.5

5.3

6.2

35.4

17.7

19.3

17.5

2.5

1.0

0.4

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成30年

（2018）

平成20年

（2008）

平成10年

（1998）

昭和63年

（1988）

住みつづけたい できればよそに移りたい すぐにでもよそに移りたい なにも考えていない 無回答

市
民
の
定
住
意
向
で
は
、「
よ
そ
に
移
り

た
い
」
と
思
う
人
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま

す
が
、「
住
み
つ
づ
け
た
い
」
と
思
う
人
も

減
少
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
世
代
別
で
は
、

若
い
世
代
ほ
ど
移
住
意
向
を
持
つ
人
の
割

合
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。 

平
成
27(

2015)

年
度
に
実
施
し
た
「
門

真
市
周
辺
地
域
へ
の
転
居
に
関
す
る
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
」
で
は
、
本
市
の
「
地
域
、

ま
ち
の
イ
メ
ー
ジ
が
良
い
」
と
の
回
答
が

4.4
％
と
な
っ
て
お
り
、
市
外
居
住
者
か
ら

は
イ
メ
ー
ジ
が
良
い
と
思
う
人
の
割
合
が

少
な
い
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

若
い
世
代
が
、
誇
り
や
愛
着
を
持
ち
「
住

み
つ
づ
け
た
い
」
と
思
え
る
施
策
の
推
進

に
よ
り
、
本
市
の
魅
力
を
、
広
く
内
外
へ

Ｐ
Ｒ
し
て
い
く
た
め
の
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
戦
略
を
確
立
し
、
市
の
イ
メ
ー
ジ

ア
ッ
プ
に
つ
な
げ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。 

 

市民の定住意向の推移 

 

教
育
や
子
育
て
な
ど
、
子
ど
も
を
取

り
巻
く
環
境
の
改
善 

子
ど
も
の
夢
を
み
ん
な
が
連
携
し
て

応
援
で
き
る
仕
組
み
づ
く
り 

 

地
域
で
の
関
わ
り
の
希
薄
化 

地
域
で
の
関
わ
り
の
希
薄
化 

（平成 30（2018）年度門真市市民意識調査） 

 

若
い
世
代
で
は
移
住
意
向
が
高
い
傾
向 

ま
ち
づ
く
り
と
と
も
に 

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
の
取
組
が
必
要 
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  日本政府が「第５期科学技術基本計画」で、実現をめざすとされている新たな社会像。 

  ＡＩやＩｏＴ、ロボットなどの革新的な科学技術を用いて、社会の様々なデータを活用 

することで、経済の発展と社会課題の解決の両立をめざし、新たな価値やサービスを創出 

することで、あらゆる人が活き活きと快適に暮らせる社会を実現するという考え方。 

 

「第５期科学技術基本計画」では、ＩＣＴを最大限活用し、サイバー空間と現実世界 

とを融合させた取組により、人々に豊さをもたらす「超スマート社会」という未来社会 

の姿として共有し、その実現に向けた一連の取組をさらに進化させつつ「Society5.0」 

として強力に推進し、世界に先駆けて超スマート社会を実現していくこととしています。 

超スマート社会の実現とその取組(Society5.0) 

 

急
速
に
進
む
技
術
革
新
を
活
用
す

る
こ
と
に
よ
り
、
様
々
な
社
会
課
題
の

解
決
や
経
済
活
動
の
活
性
化
に
大
き

く
寄
与
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
と

と
も
に
、
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
が
多
機
能

化
す
る
な
ど
、
生
活
の
多
く
の
場
面
で

電
子
化
や
ク
ラ
ウ
ド
化
、
Ａ
Ｉ
・
Ｉ
ｏ

Ｔ
と
い
っ
た
、
情
報
技
術
の
応
用
が
進

ん
で
い
ま
す
。 

ま
た
、
企
業
で
は
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン

グ
、
病
院
で
は
重
症
化
予
測
、
市
役
所

に
お
い
て
も
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

や
内
部
事
務
効
率
化
の
観
点
か
ら
Ａ

Ｉ
や
Ｒ
Ｐ
Ａ
な
ど
が
導
入
さ
れ
は
じ

め
て
い
ま
す
。 

 

今
後
も
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
の
推
進

や
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
活
用
と
と
も
に
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
化
を
は
じ
め
と
す

る
経
済
活
動
や
教
育
・
医
療
・
福
祉
・

ま
ち
づ
く
り
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
へ

の
活
用
が
ま
す
ま
す
進
む
も
の
と
予

測
さ
れ
ま
す
。 

 

国
が
め
ざ
す
超
ス
マ
ー
ト
社
会
の

実
現
と
そ
の
取
組
が
進
む
中
で
、
社
会

に
お
け
る
仕
組
み
や
制
度
、
生
活
環

境
、
事
務
の
あ
り
方
な
ど
に
お
い
て
、

抜
本
的
な
変
化
が
も
た
ら
さ
れ
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
、
こ
れ
ら
の
変
化
に
対

し
て
、
先
を
見
据
え
た
行
政
運
営
を
行

っ
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。 

 

 

 

⑹ 

情
報
技
術
の
革
新
と
活
用 

 
超
ス
マ
ー
ト
社
会
を
め
ざ
す
日
本 

日
常
生
活
や
制
度
が
抜
本
的
に
変
化 
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グ
ロ
ー
バ
ル
化
で
人
の
動
き
が

活
発
に
。
大
阪
に
も
多
く
の
人

が
来
訪 

 

社
会
・
経
済
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
情

報
技
術
の
進
展
に
伴
い
、
国
境
を
越
え

た
人
や
モ
ノ
の
移
動
が
活
発
化
し
て

い
る
と
と
も
に
、
人
々
の
消
費
活
動
や

企
業
の
取
引
の
範
囲
が
拡
大
す
る
の

に
加
え
、
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
が
期
待
さ

れ
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
産
業
振
興
施

策
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
、
2025
年
大
阪
・
関
西
万
博
を
は

じ
め
と
し
た
国
際
的
な
イ
ベ
ン
ト
の

開
催
な
ど
を
契
機
と
し
て
、
大
阪
の
世

界
で
の
認
知
度
の
向
上
や
発
信
力
が

高
ま
る
こ
と
に
よ
り
、
海
外
か
ら
の
観

光
客
等
が
大
阪
を
訪
れ
る
機
会
が
増

加
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。 

こ
れ
ら
海
外
か
ら
の
観
光
客
等
に
、

地
域
の
資
源
や
魅
力
を
発
信
し
て
、
イ

ン
バ
ウ
ン
ド
に
よ
る
地
域
経
済
の
活

性
化
を
図
っ
て
い
く
こ
と
も
重
要
な

視
点
と
な
っ
て
き
ま
す
。 

  

 

わ
が
国
に
お
け
る
外
国
人
労
働
者

数
は
急
速
に
増
加
し
、
2017
年
に
は
、
128

万
人
に
及
ん
で
い
ま
す
。 

今
後
は
、
少
子
高
齢
化
に
よ
る
労
働

力
不
足
へ
の
懸
念
等
か
ら
、
在
留
資
格

の
緩
和
等
に
よ
り
、
外
国
人
労
働
者
の

受
入
を
拡
大
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
。 

本
市
に
は
既
に
多
く
の
外
国
籍
の

市
民
が
住
ん
で
い
ま
す
が
、
身
近
な
と

こ
ろ
で
、
更
な
る
国
際
化
が
進
む
こ
と

が
予
想
さ
れ
、
文
化
の
違
い
等
、
相
互

に
多
様
性
を
認
め
合
い
な
が
ら
暮
ら

せ
る
、
共
生
社
会
の
実
現
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。 

 

法
改
正
な
ど
に
よ
り
、
外
国

人
労
働
者
の
受
入
が
増
加 

 

⑺ 

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展 

グ
ロ
ー
バ
ル
化
で
人
の
動
き
が
活
発
に
大
阪
に
も
多
く
の
人
が
来
訪 

法
改
正
等
に
よ
り
、
外
国
人
労
働
者
の
受
入
が
増
加 

 

大阪・関西万博イメージ（経済産業省提供） 

 

263

376 716 940 1110

1,036 
1,341 

1,974 

2,404 

2,869 

129

143

191

131

118

124
129

147

122

119

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成25年

（2014年）

平成26年

（2015年）

平成27年

（2016年）

平成28年

（2017年）

平成29年

（2018年）

（％）（万人）

来阪外客数

訪日外客数

対前年比（来阪外客数）

対前年比（訪日外客数）

訪日外客数及び来阪外客数の推移 

※来阪外客数は、日本政府観光局（JNTO）の「訪日外客数」に、観光庁の「訪日外国人消費動向調査」の

訪問率に乗じて算出（大阪府独自推計）   出典：日本政府観光局（JNTO）及び観光庁資料により作成 
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誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
推
進 

多
様
な
働
き
方
を
可
能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
作
り 

少
子
高
齢
化
と
と
も
に
、「
人
生
100

年
時
代
」
と
も
称
さ
れ
る
よ
う
に
、
医

療
の
発
展
等
に
伴
う
長
寿
命
化
に
よ

り
、
人
々
の
人
生
設
計
・
ラ
イ
フ
ス
タ

イ
ル
に
も
大
き
な
変
化
が
も
た
ら
さ

れ
て
い
ま
す
。 

こ
の
よ
う
な
中
、
国
で
は
、
子
育
て
・

教
育
・
社
会
保
障
等
、
新
た
な
社
会
経

済
シ
ス
テ
ム
作
り
に
向
け
、
性
別
や
年

齢
、
障
が
い
や
病
気
の
有
無
に
か
か
わ

ら
ず
、
誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実

現
を
掲
げ
て
い
ま
す
。 

働
く
人
そ
れ
ぞ
れ
の
事
情
に
応
じ

た
多
様
な
働
き
方
を
選
択
で
き
る
社

会
を
実
現
す
る
働
き
方
改
革
を
進
め
、

長
時
間
労
働
の
是
正
、
育
児
休
暇
の
取

得
促
進
、
雇
用
形
態
に
か
か
わ
ら
な
い

公
正
な
待
遇
確
保
な
ど
ワ
ー
ク
ラ
イ

フ
バ
ラ
ン
ス
の
確
保
や
、
多
様
な
個
人

の
能
力
が
発
揮
で
き
る
環
境
整
備
が

推
進
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
、
こ
れ
に
関
連
し
て
「
女
性
の

職
業
生
活
に
お
け
る
活
躍
の
推
進
に

関
す
る
法
律
」
や
「
障
害
を
理
由
と
す

る
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法

律
」
が
施
行
さ
れ
、「
育
児
・
介
護
休
業

法
」
、「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
」
の

改
正
が
行
わ
れ
る
な
ど
、
性
別
や
障
が

い
の
有
無
、
子
育
て
や
介
護
と
い
っ
た

生
活
状
況
に
か
か
わ
ら
ず
誰
も
が
活

躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た
法

整
備
も
徐
々
に
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

本
市
が
平
成
30
（
2018
）
年
度
に
実

施
し
た
市
内
製
造
業
者
や
地
域
活
動

団
体
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
結
果

で
は
、
働
き
手
や
活
動
の
担
い
手
と
し

て
の
人
材
不
足
が
最
大
の
課
題
と
な

っ
て
お
り
、
地
域
の
活
性
化
の
観
点
か

ら
も
、
市
民
誰
も
が
様
々
な
場
面
で
活

躍
で
き
る
よ
う
取
組
を
進
め
て
い
く

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

⑻ 

誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現 

誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
推
進 

多
様
な
働
き
方
を
可
能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
作
り 

記載内容を表すイメージを掲載予定 
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⑼  

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り
と
協
働
・
共
創
の
推
進 

地
域
に
お
け
る
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
が
希
薄
化 

市
民
と
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
に
加
え
て
民
間
事
業
者
と
の
共
創
を
推
進 

核
家
族
化
や
少
子
高
齢
化
、
都
市
化

の
進
行
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化

な
ど
に
よ
り
、
地
域
に
お
け
る
人
と
人

と
の
つ
な
が
り
が
ま
す
ま
す
希
薄
化

し
て
お
り
、
防
犯
、
防
災
、
子
育
て
、

介
護
な
ど
に
お
け
る
地
域
の
支
え
合

い
・
助
け
合
い
の
機
能
が
低
下
す
る
こ

と
が
懸
念
さ
れ
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
維
持
や
活
性
化
が
重
要
と
な
っ
て

い
ま
す
。 

 
 

一
方
で
、
成
熟
社
会
を
迎
え
る
中

で
、
地
域
社
会
に
お
け
る
様
々
な
分
野

で
活
動
の
場
を
拡
げ
た
り
、
市
役
所
と

協
働
で
ま
ち
づ
く
り
や
地
域
づ
く
り

を
進
め
た
り
す
る
な
ど
住
民
の
ま
ち

づ
く
り
へ
の
参
画
意
識
が
高
ま
っ
て

お
り
、
新
た
な
住
民
自
治
の
仕
組
み
作

り
が
進
ん
で
い
ま
す
。 

 

 

ま
た
、
こ
れ
ま
で
市
役
所
が
担
っ
て

い
た
公
共
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
、
民
間

の
ノ
ウ
ハ
ウ
や
活
力
を
活
か
し
た
共

創
の
取
組
も
進
め
ら
れ
つ
つ
あ
り
、
ま

ち
づ
く
り
や
地
域
づ
く
り
へ
の
役
割

が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 
 

本
市
に
お
い
て
も
門
真
市
自
治
基

本
条
例
を
制
定
し
、
市
民
と
の
協
働
に

よ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
て
き
ま

し
た
が
、
地
域
企
業
等
の
民
間
事
業
者

と
の
共
創
の
取
組
を
進
め
、
市
民
と
の

協
働
と
あ
わ
せ
て
、
地
域
の
活
性
化
に

結
び
付
け
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。 

 

 

記載内容を表すイメージを掲載予定 
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誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
推
進 

多
様
な
働
き
方
を
可
能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
作
り 

平
成
16

(2004)
年
か
ら
平
成
18

(2006)
年
に
、「
三

位
一
体
改
革
」
と
し
て
、「
国
庫
補
助
及
び
負

担
金
改
革
」、「
税
源
移
譲
」
、「
地
方
交
付
税
改

革
」
が
行
わ
れ
、
い
わ
ゆ
る
「
地
方
財
政
シ
ョ

ッ
ク
」
と
し
て
、
行
財
政
運
営
に
厳
し
い
影
響

を
与
え
ま
し
た
。 

 

地
方
分
権
が
進
ん
だ
「
平
成
」
の
時
代
が
幕

を
閉
じ
、
地
方
分
権
は
新
た
な
ス
テ
ー
ジ
へ

と
進
む
中
、
市
役
所
に
は
「
発
意
」
と
「
多
様

性
」
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

こ
の
よ
う
な
中
、
平
成
30

(2018)
年
６
月
に
国

に
お
い
て
策
定
さ
れ
た
「
新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
」
で
は
、
2025
年
度
ま
で
に
国
・
地
方
を

合
わ
せ
た
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
黒
字

化
を
め
ざ
す
財
政
健
全
化
目
標
が
定
め
ら
れ

ま
し
た
。 

 

加
え
て
、
近
年
で
は
、
記
録
的
な
ゲ
リ
ラ
豪

雨
や
台
風
、
地
震
な
ど
が
相
次
い
で
お
り
、
こ

れ
ら
大
規
模
な
自
然
災
害
へ
の
対
策
に
つ
い

て
も
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

こ
う
し
た
社
会
情
勢
の
変
化
に
的
確
に
適

応
し
つ
つ
、
市
民
の
安
全
・
安
心
を
守
り
、
安

定
し
た
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
と
い

う
、
基
礎
自
治
体
と
し
て
の
役
割
を
十
分
発

揮
し
て
い
く
た
め
に
は
、
弾
力
的
な
財
政
基

盤
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

 

⑽ 

財
政
状
況 

財
政
を
取
り
巻
く
国
の
動
向 

財
政
健
全
化
目
標
の
設
定 

本
市
の
財
政
は
、
行
財
政
改
革
に
よ
り
健

全
化
を
進
め
て
き
ま
し
た
が
、
急
激
な
人
口

減
少
等
の
影
響
に
よ
り
、
市
税
や
地
方
交
付

税
な
ど
の
経
常
的
な
一
般
財
源
が
大
幅
に
減

少
し
、
そ
の
対
応
と
し
て
多
額
の
基
金
の
取

り
崩
し
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
こ
と
な
ど
厳
し

い
状
況
に
直
面
し
て
い
ま
す
。 

と
り
わ
け
、
経
常
収
支
比
率
は
、
平
成
28

(2016)
年
度
決
算
に
お
い
て
103.1
％
と
な
り
、
７
年

ぶ
り
に
100
％
を
超
え
る
状
況
と
な
り
ま
し

た
。 

 

こ
れ
は
、
類
似
団
体
と
比
較
し
て
も
12.6
ポ

イ
ン
ト
高
く
、
財
政
構
造
が
硬
直
化
し
た
状

況
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

こ
う
し
た
本
市
の
特
徴
を
認
識
し
た
う
え

で
、
経
常
収
支
比
率
を
改
善
し
、
弾
力
的
な
財

政
構
造
へ
転
換
す
る
た
め
に
は
、
市
税
等
の

歳
入
確
保
と
と
も
に
、
徹
底
し
た
事
務
の
改

善
、
事
業
全
体
の
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ

り
ま
す
。 

    門
真
市
の
厳
し
い
財
政
状
況 

経
常
収
支
比
率
が
100
を
超
え
、
貯
金
に
頼

っ
て
い
る
状
態
に 

 

 

市税や普通交付税など毎年経常的に収入され、市が自由に使えるお金のうち何パーセン

トが、毎年支出することが避けられない経常的な経費（主に人件費、扶助費、公債費など

義務的な経費）に充てられているかを示したもの。 

 

１００％超 

経常的な支出が経常的な収入を上回っているため、不足分を基金の繰入などの臨時的な

収入で補っている状態。 

１００％ 

経常的な支出と経常的な収入が均衡している状態。市独自の取組、施策などの政策的な

支出には、臨時的な収入を充てなければならない。 

１００％未満 

経常的な収入が経常的な支出を上回っている状態。経常的な収入の余剰分を政策的な支

出に充てることができる。 

経常収支比率とは 
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誰
も
が
活
躍
で
き
る
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
推
進 

多
様
な
働
き
方
を
可
能
と
す
る
シ
ス
テ
ム
作
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0.0%

10.0%

20.0%

30.0%
人件費

扶助費

公債費

物件費

繰出金

維持補修費

・補助費等

門真市

経常収支比率

（103.1％）

類似団体

経常収支比率

（90.5％）

（門真市：22.5％ 類似団体：22.2％)

（門真市：21.3％

類似団体：12.7％)

（門真市：15.7％ 類

似団体：17.2％)

（門真市：15.4％ 類

似団体：14.4％)

（門真市：18.9％

類似団体：12.3％)

（門真市：9.2％

類似団体：11.6％)

平成28(2016）年度 本
市
の
経
常
収
支
比
率
が
高
い
要
因 

歳
出
の
性
質
ご
と
で
み
る
と
、
扶
助
費
が
類
似

団
体
平
均
を
大
き
く
上
回
っ
て
お
り
、
次
い
で
、

繰
出
金
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

本
市
の
経
常
収
支
比
率
の
推
移 

経
常
収
支
比
率
は
、
平
成
28

(2016)
年
度
決
算
に
お
い
て

103.1
％
と
、
類
似
団
体
と
比
較
し
て
も
12.6
ポ
イ
ン
ト
高
く
、

財
政
構
造
が
硬
直
化
し
た
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

※類似団体：同程度の規模のグループ中で財政状況等を比較するために、人口と
産業構造の２要素の組み合わせによって団体を分別したもの（平成 29 年（2017
年）度決算の類似団体平均は未確定のため数値無し） 

4,446 

7,094 

5,212 

1,463 
1,805 1,732 1,751 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
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平成23年
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平成29年
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（百万円） 【財政調整基金残高の推移】
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89.5
90.8

88.5
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80
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95

100

105

平成25年

（2013年）

平成26年

（2014年）

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）（％）

経常収支比率の推移

門真市

類似団体

財
政
調
整
基
金
残
高
の
推
移 

市
の
自
由
に
使
え
る
貯
金
に
あ
た
る
財
政
調
整

基
金
は
、
過
去
と
比
較
す
る
と
減
少
し
、
横
ば
い
に

な
っ
て
い
ま
す
。 

緊
急
時
の
備
え
と
し
て
、
一
定
額
を
確
保
す
る

こ
と
が
重
要
で
す
。 
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Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ(

持
続
可
能
な
開
発
目
標)

は
平
成
27(

2015)

年

９
月
開
催
の
国
連
サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た
「
持
続

可
能
な
開
発
の
た
め
の
２
０
３
０
ア
ジ
ェ
ン
ダ
」
の
中
心
的

な
考
え
方
で
あ
り
、
発
展
途
上
国
だ
け
で
な
く
先
進
国
も
取

り
組
む
べ
き
2030
年
に
む
け
た
17
の
ゴ
ー
ル
及
び
169
の
タ
ー

ゲ
ッ
ト
か
ら
な
る
人
類
及
び
地
球
の
持
続
可
能
な
開
発
の
た

め
に
達
成
す
べ
き
課
題
と
そ
の
具
体
的
な
目
標
を
示
し
た
も

の
で
す
。
国
に
お
い
て
も
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
実
施
に
最
大
限
取

り
組
む
旨
を
表
明
し
て
お
り
、
国
内
実
施
と
国
際
協
力
の
両

面
で
率
先
し
て
取
り
組
む
た
め
、
関
係
省
庁
が
連
携
し
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
推
進
本
部
会
合
を
設
置
し
、
実
施
方
針
が
決
定
さ
れ
て

い
ま
す
。 

 

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
本
部
会
合
及
び
実
施
指
針
の
中
で
は
、
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
を
全
国
的
に
実
施
す
る
た
め
に
は
、
地
方
自
治
体
や

地
域
組
織
な
ど
が
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
実
施
に
お
け
る
不
可
欠
な
主
体

と
な
る
こ
と
か
ら
、
パ
ー
ト
ナ
ー
と
位
置
づ
け
ら
れ
る
な
ど
、

地
方
自
治
体
へ
も
大
き
な
期
待
が
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
考
え
方
は
、
地
方
自
治
体
が
担
う
住

民
の
福
祉
の
増
進
に
深
く
か
か
わ
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
本

市
に
お
い
て
も
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
要
素
を
最
大
限
反
映
し
な
が

ら
取
組
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。 

 

な
お
、
本
計
画
の
基
本
計
画
で
は
、
施
策
ご
と
に
関
連
す

る
ゴ
ー
ル
の
ア
イ
コ
ン
を
表
示
し
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
取
組
と
し

て
位
置
付
け
て
い
ま
す
。 

ＳＤＧｓ 
(持続可能な開発目標)について 

第１章 将来の 

 

Sustainable Development Goals 

 

トピックス② 

Ｔｏｐｉｃｓ 
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SDGs(持続可能な開発目標)は平成 27(2015)年９月開催の国連サミットにおいて採択された持

続可能な開発のための 2030アジェンダの中心的な考え方であり、発展途上国だけでなく先進国

も取り組むべき 2030 年にむけた 17 のゴール及び 169 のターゲットからなる人類及び地球の持

続可能な開発のために達成すべき課題とその具体的な目標を示したものです。国においても、

SDGs の実施に最大限取り組む旨を表明しており、国内実施と国際協力の両面で率先して取り組

むため、関係省庁が連携し SDGs推進本部会合を設置し、実施方針が決定されています。 

SDGs推進本部会合及び実施指針の中では、SDGsを全国的に実施するためには、地方自治体や

地域組織等が SDGs実施における不可欠な主体となることから、パートナーと位置づけられるな

ど、地方自治体へも大きな期待が寄せられています。 

また、SDGsの考え方は、地方自治体が担う住民の福祉の増進に深くかかわるものであるため、

本市においても、SDGsの要素を最大限反映しながら取組を推進していきます。 

なお、本計画の基本計画では、施策ごとに関連するゴールのアイコンを表示し、SDGs の取組

として位置付けています。 

ＳＤＧｓ 
(持続可能な開発目標)について 

第１章 将来の 

 

Sustainable Development Goals 

第１章 将来の 

 

 

まちの活性化 

将来にわたる成長 

みんなでＳＤＧｓに向けた取組を推進しよう！ 

合理的な連携の促進 

ＳＤＧｓの掲げるゴール、ターゲット、指標を活用することで、本市がめざ

す方向について市民、民間企業、ＮＰＯ等との共通理解が進み、本市が進める

施策について連携の促進が期待できます。  

持続可能なまちづくりの実現 

ＳＤＧｓは世界が持続可能な開発を実現する

ための世界共通の目標です。 

ＳＤＧｓの掲げるゴール、ターゲットなどを

本市の総合計画の目標や指標として活用するこ

とで、持続可能なまちづくりを実現することに

つながります。 

ＳＤＧｓという「世界共通のものさし」を使って本市を分析することにより、

本市の魅力や課題を客観的に再確認することができます。 

魅力あるまちづくりの推進への貢献 

ＳＤＧｓに取組むと、持続可能な社会の実現に加えて、こんないいこともあるよ 
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第
２
章 

ま
ち
の
将
来
展
望
と
ま
ち
づ
く
り
の
方
向
性 

 

こ
の
よ
う
に
、
本
市
の
人
口
の
将
来
展
望

は
、
減
少
傾
向
と
な
り
ま
す
が
、
地
域
の
活
力

や
に
ぎ
わ
い
を
維
持
し
て
い
く
た
め
、
門
真

の
立
地
環
境
や
産
業
構
造
、
ま
た
、
昼
間
人
口

比
率
が
100
％
を
超
え
、
近
隣
市
と
比
較
し
て

高
い
と
い
っ
た
地
域
の
特
徴
を
活
か
し
た
快

適
な
住
ま
い
環
境
整
備
を
推
進
す
る
こ
と
に

よ
り
、
本
市
へ
の
定
住
促
進
を
図
り
ま
す
。 

さ
ら
に
は
、
本
計
画
期
間
に
は
、
市
域
の
至

る
所
で
住
宅
整
備
を
含
む
ま
ち
づ
く
り
の
進

展
が
見
込
ま
れ
る
と
と
も
に
、
グ
ロ
ー
バ
ル

化
の
一
層
の
進
展
や
外
国
人
労
働
者
の
増
加

な
ど
に
よ
り
、
本
市
へ
の
新
た
な
人
の
流
入

も
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
2030
年
度
に
は
、「
人

口
ビ
ジ
ョ
ン
の
将
来
展
望
（
時
点
修
正
）」
を

超
え
る
水
準
を
め
ざ
し
ま
す
。 

一
方
で
は
、
買
い
物
や
レ
ジ
ャ
ー
な
ど
で

門
真
を
訪
れ
る
交
流
人
口
、
仕
事
や
出
身
地

な
ど
、
何
ら
か
の
形
で
門
真
と
関
わ
り
を
持

つ
関
係
人
口
な
ど
、
人
口
の
新
た
な
捉
え
方

も
注
目
さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の
視
点
に
も

着
目
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま

す
。 

本
市
の
将
来
人
口
の
見
通
し
と
し
て
、
平

成
27(
2015)

年
10
月
に
策
定
し
ま
し
た
「
門

真
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
（
以
下
、「
人
口
ビ
ジ
ョ

ン
」
と
い
う
。）
」
の
将
来
展
望
に
つ
い
て
、
平

成
27(

2015)

年
実
施
の
国
勢
調
査
の
結
果
を

反
映
し
、
時
点
修
正
を
行
い
ま
し
た
。 

時
点
修
正
に
あ
た
っ
て
は
国
勢
調
査
の
結

果
を
ベ
ー
ス
に
、
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
に
お
い
て

取
り
入
れ
た
考
え
方(

合
計
特
殊
出
生
率
の

上
昇
・
転
出
超
過
の
改
善)

を
引
き
継
い
で
推

計
を
行
い
ま
し
た
。 

推
計
で
は
、
起
点
を
2020
年
と
し
、「
合
計
特

殊
出
生
率
」
は
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
と
同
様
の
上

昇
幅
と
、「
転
出
超
過
の
改
善
」
は
、
2040
年
に

均
衡
す
る
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。 

こ
の
結
果
、
将
来
人
口
の
展
望
は
、
本
計
画

の
最
終
年
度
と
な
る
2030
年
に
約
10
万
５
千

人
、
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
の
最
終
年
度
と
な
る
2040

年
に
約
９
万
４
千
人
と
な
り
ま
す
。 

 
 

１．人口の将来展望 

 

（平成 27（2015）年国勢調査）  

門
真
市
の
人
口
を
展
望
す
る
と
・
・
・ 

2030
年
に
約
10
万
５
千
人 

2040
年
に
約
９
万
４
千
人 

 

109.03

95.49
88.85 88.80 

97.83

85.32
77.55

0

20

40

60

80

100

120

門真市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 四條畷市 交野市（％）

【昼間人口比率】
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２．まちの将来像 

将
来
を
展
望
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

て
い
く
た
め
に
は
本
市
の
お
か
れ
た
現
状

や
、
新
し
い
ま
ち
づ
く
り
に
対
す
る
市
民

の
期
待
な
ど
を
踏
ま
え
つ
つ
、
ま
ち
の
将

来
像
を
描
い
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。 

市
民
会
議
で
は
、「
市
民
の
期
待
す
る
将

来
の
ま
ち
の
姿
」
と
し
て
、
こ
ん
な
ま
ち
に

な
っ
て
ほ
し
い
と
の
様
々
な
意
見
が
あ
げ

ら
れ
ま
し
た
。
市
民
が
こ
れ
か
ら
の
門
真

に
期
待
す
る
イ
メ
ー
ジ
は
、
次
の
よ
う
な

も
の
で
す
。 

 ● 

子
ど
も
や
若
者
、
高
齢
者
ま
で
ど
ん

な
世
代
も
、
一
人
ひ
と
り
を
尊
重
し
、
分

け
隔
て
な
く
つ
な
が
る
。 

 

● 

み
ん
な
が
生
涯
の
生
活
の
発
展
を
通

し
て
学
び
働
き
な
が
ら
活
躍
で
き
る
。 

● 

誇
り
と
愛
着
を
持
ち
、
明
る
い
未
来

へ
向
け
て
夢
を
語
れ
る
。 

 

こ
の
観
点
を
踏
ま
え
、
本
市
の
め
ざ
す

ま
ち
の
将
来
像
を
「
人
情
味
あ
ふ
れ
る

笑
い
の
た
え
な
い
ま
ち 

門
真
」
と

し
、
市
民
み
ん
な
が
こ
れ
を
共
有
し
、
ま
ち

づ
く
り
に
取
り
組
む
こ
と
と
し
ま
す
。 

 
 

 
 

 
 

 市民会議で出された期待する将来のまちの姿 

◇ 若者が活躍し産業・人がうるおうまち 

◇ 教育と若者で支え合う安全なまち 

◇ ぼくもわたしもお兄ちゃんもお姉ちゃんも明るく笑い声のたえない高齢者も 

住み良い、現役世代も元気に働いて安定した年金をもらえるまち 

◇ 未来をたくす子どもが夢をもてるまち・門真 

◇ 大切にしたいのは“こころ”世界にひとつだけのまち“かどま” 

◇ みんなが手をつなぎ未来を語れるまち門真 
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本
計
画
期
間
と
な
る
10
年
の
間
に
は
、
大
手

企
業
工
場
跡
地
や
古
川
橋
駅
、
門
真
市
駅
な
ど
の

市
内
駅
周
辺
、
本
市
中
心
部
に
残
る
市
街
化
調
整

区
域
、
市
営
門
真
住
宅
建
替
え
後
の
跡
地
活
用
な

ど
、
市
域
の
至
る
と
こ
ろ
で
大
規
模
な
ま
ち
づ
く

り
や
住
宅
の
整
備
が
見
込
ま
れ
ま
す
。 

ま
た
、
大
阪
モ
ノ
レ
ー
ル
の
延
伸
や
阪
神
高
速

淀
川
左
岸
線
の
延
伸
が
決
定
し
て
お
り
、
更
な
る

交
通
利
便
性
の
向
上
が
期
待
さ
れ
、
本
市
の
住
環

境
は
大
き
く
変
化
し
て
い
き
ま
す
。 

   

一
方
で
は
、
広
域
的
な
視
点
か
ら
は
、
大
阪
府

の
ま
ち
づ
く
り
や
政
策
の
動
向
な
ど
に
よ
り
、
本

市
を
取
り
巻
く
環
境
は
大
き
く
影
響
を
受
け
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。 

大
阪
府
で
は
、
東
西
二
極
の
一
極
を
担
う
社
会

経
済
構
造
の
構
築
に
向
け
て
、
都
市
と
し
て
の
経

済
機
能
の
強
化
や
定
住
魅
力
・
都
市
魅
力
の
強
化

を
図
り
、
国
内
外
か
ら
人
・
モ
ノ
・
情
報
の
集
積

す
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
ま
す
。 

大
阪
・
関
西
万
博
や
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
へ
の
対

応
、
外
国
人
労
働
者
増
加
な
ど
に
よ
っ
て
、
大
阪

周
辺
地
域
の
人
の
流
れ
も
ま
た
変
化
し
て
き
ま

す
。 

 

こ
れ
ら
本
市
を
取
り
巻
く
状
況
は
、
ま
ち
の
発

展
に
と
っ
て
大
き
な
可
能
性
を
秘
め
て
お
り
、
本

市
の
将
来
を
展
望
す
る
上
で
、
大
阪
全
体
の
潮
流

や
方
向
性
を
見
定
め
な
が
ら
、
広
域
的
な
視
点
も

持
ち
つ
つ
、
快
適
な
住
ま
い
環
境
づ
く
り
を
進
め

ま
す
。 

 

３．まちづくりの方向性 

本
市
を
取
り
巻
く
住
環
境
が
大
き
く
変
化 

本市周辺を取り巻くまちの状況が大きく変化 

快適な住まい環境づくりのチャンスに 
大
阪
周
辺
の
人
の
流
れ
が
大
き
く
変
化 

計画期間の 10年間は、大きな変化を伴う時代 

 

   門真も変わるチャンス 

現状と課題に向き合い、 

一つひとつ着実に改善につなげることが重要 

高
度
経
済
成
長
期
の
短
期
間
で
の
人
口
急
増

に
よ
り
、
本
市
は
2025
年
問
題
を
は
じ
め
と
し
た

人
口
構
造
の
変
化
が
早
く
見
ら
れ
、
今
後
も
一
層

進
む
も
の
と
予
測
さ
れ
ま
す
。 

こ
れ
ら
の
対
策
と
し
て
様
々
な
角
度
か
ら
取

り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
特
に
、
若
い
世
代
・

子
育
て
世
代
の
定
住
促
進
に
よ
り
バ
ラ
ン
ス
の

取
れ
た
年
齢
構
成
を
実
現
す
る
と
と
も
に
、
年
を

重
ね
て
も
い
き
い
き
と
活
躍
で
き
る
よ
う
、
こ
こ

ろ
と
身
体
の
健
康
を
維
持
し
、
健
康
寿
命
の
延
伸

に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。 

 

ま
た
、
子
ど
も
を
取
り
巻
く
現
状
や
教
育
、
ま

ち
づ
く
り
な
ど
、
本
市
に
は
様
々
な
課
題
が
あ
り

ま
す
が
、
こ
れ
ら
は1

つ
の
対
策
に
よ
り
一
朝
一

夕
に
全
て
を
解
決
で
き
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。 本

市
の
置
か
れ
た
現
状
と
課
題
を
的
確
に
把

握
し
、
地
域
の
様
々
な
主
体
が
連
携
し
、1

つ
ひ

と
つ
着
実
に
改
善
に
つ
な
げ
て
い
く
先
に
、
市
民

み
ん
な
が
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち
が
実
現
で
き
る

も
の
と
考
え
ま
す
。 

                      少
子
高
齢
社
会
の
進
展
に
よ
り
、
本
市
の
人

口
構
造
は
大
き
く
変
化 
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本市を取り巻く状況は、本市の発展にとって大

きな可能性を秘めています。 

市域全域の再整備の機会をチャンスと捉え、良

質な住宅供給を誘導できるまちづくりを進めると

ともに、平坦な本市の地理的特徴を活かしたバリ

アフリーのまちづくりや災害・犯罪への対策など

により、安全・安心で快適に暮らせる住まい環境

づくりを進めます。 

また、ものづくり企業をはじめとした市内産業

の振興や交通利便性を活かした新たな企業立地の

可能性など、身近で働ける場の創出を図るととも

に、文化芸術の推進を図り、働く場、地域での学

びの場、人が交流する場が市域に集約され、賑わ

いと活気ある職住近接の「まち」をめざします。 

 

安心して出産・子育てができる環境を充実す

ることで、子どもが元気で健やかに育ち、子ど

もをきっかけに家族や地域など、世代を超えて

つながっていく、こうした子どもを真ん中にみ

んながつながる地域づくりを進めます。 

特に、門真の未来を、そして一層グローバル

化の進む時代を担う子どもたちが、学力や体力

を身に付け、心豊かにたくましく生きていくた

めの教養を培う環境づくりを大事にします。 

また、超高齢社会というかつてない時代を乗

り越えていくため、市民の健康づくりを進め、

子どもや若い世代、高齢者、障がい者、外国籍

の市民などみんなが健康長寿で幸せに暮らせ

る地域共生の「まち」をめざします。 

まちづくりの方向性 
本市を取り巻く状況の変化を踏まえ、 

次のとおり、まちづくりの方向性を定めます。 

 働きながら、子育てしながら 

暮らしやすい 

便利で快適な職住近接の「まち」に 

子どもを真ん中に 

地域みんながつながる 

健康で幸せな地域共生の「まち」に 

まちづくりの方向性 イメージ 
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視点 

２ 

視点 

４ 

視点 

２ 

視点 

４ 

出産・子育てがしやすく、 

子どもがたくましく育つまちの実現 

 

地域の中で活き活きと、 

健康で幸せに暮らせるまちの実現 

安全・安心で 

快適な住まいと環境のあるまちの実現 

 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援により、安心して出産・子育てができ

る環境を作ることをめざします。また、少子化に伴う児童の減少による教育環境の変

化に対応し、門真の将来を担う子どもたちが多様な経験を積み、個性や能力を開花さ

せながら、コミュニケーション能力と、グローバルな視点を持って、たくましく育つ

まちをめざします。 

 

地域福祉を支える担い手の確保・育成や、交流や見守り活動、支援の場など、様々

なネットワークの構築を推進し、地域の中で支え合える環境をつくることをめざし

ます。また、市民の健康づくりや地域で活躍できる機会の充実を図り、子どもや若い

世代、高齢者、障がい者など、みんなが健康で幸せに暮らせるまちをめざします。 

誰もが活躍できる 

賑わいと活気あるまちの実現 

老朽化する公共施設等をはじめとするまちの基盤の再整備や密集市街地解消を推

進し、充実した都市機能と良好で快適な住まいと環境をつくることをめざします。

また、増加する空き家に係る対策や防犯体制の強化、地震等の自然災害への危機管

理体制の強化を図り、犯罪や災害に強い安全・安心なまちをめざします。

 

 

社会の変化へ対応し、 

持続可能でスマートなまちの実現 

産業の振興・雇用創出を図り、働く場が身近にありワークライフバランスを実現で

きる職住近接の環境をつくることをめざします。また、高齢化が進む中、市内の文化

資源を生かしつつ文化芸術の振興・推進を図り、地域での学びの場や人が交流する場

を創出し、人の温かさや利便性の高い交通網など本市の強みを最大限に活かすこと

で、活力と賑わいのあるまちをめざします。 

 

目標 

１ 

目標 

２ 

目標 

３ 

目標 

４ 

 

第
３
章 

ま
ち
づ
く
り
の
基
本
目
標 

 
まちの将来像の実現をめざして、まちづくりの基本目標を次のとおり掲げ具体的な施策の

展開を図ることとします。 
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本
計
画
の
推
進
に
あ
た
っ
て
の
視
点 

本
市
の
め
ざ
す
将
来
の
ま
ち
の
姿
を
実
現
し
、
本

市
が
持
続
可
能
な
ま
ち
と
し
て
発
展
し
て
い
く
た

め
に
は
、
市
民
が
主
体
と
な
っ
た
ま
ち
づ
く
り
を
進

め
る
こ
と
が
重
要
で
す
。 

ま
た
、
市
役
所
は
常
に
市
民
目
線
に
立
ち
、
目
ま

ぐ
る
し
く
変
化
す
る
社
会
情
勢
と
多
様
化
す
る
市

民
ニ
ー
ズ
を
的
確
に
捉
え
る
と
と
も
に
、
計
画
的
で

効
率
的
な
行
財
政
運
営
に
努
め
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
ま
す
。 

市
民
、
市
役
所
が
一
緒
に
な
っ
て
誇
り
と
愛
着
を

も
て
る
新
た
な
門
真
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た

め
、
次
の
よ
う
な
視
点
に
立
ち
、
本
計
画
を
推
進
す

る
こ
と
と
し
ま
す
。 

 

②
「
財
政
の
健
全
化
」
と
「
ま
ち
の
成
長
」

が
両
立
す
る
計
画
的
な
財
政
運
営 

 

少
子
高
齢
社
会
の
進
展
に
よ
る
生
産
年
齢
人
口

の
減
少
に
よ
り
、
市
税
収
入
等
の
自
主
財
源
の
大

幅
な
増
収
は
見
込
め
ず
、
歳
入
環
境
は
よ
り
厳
し

さ
を
増
す
と
予
測
し
て
い
ま
す
。 

厳
し
い
財
政
状
況
に
直
面
す
る
中
で
は
あ
り
ま

す
が
、
決
し
て
緊
縮
的
に
な
る
の
で
は
な
く
、
様
々

な
課
題
を
解
決
し
て
い
く
た
め
の
積
極
的
な
投
資

を
行
い
、
ま
ち
を
成
長
さ
せ
て
い
か
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。 

 

ま
た
、
自
然
災
害
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
対
策

及
び
社
会
保
障
費
用
の
増
大
へ
の
備
え
も
重
要
で

あ
る
た
め
、
基
金
の
十
分
な
確
保
も
必
要
と
な
り

ま
す
。 

そ
の
た
め
に
は
、
何
よ
り
財
源
が
必
要
で
あ
る

た
め
、
今
後
は
、「
財
政
調
整
基
金
を
繰
り
入
れ
な

い
収
支
均
衡
予
算
」
を
実
現
、
維
持
し
、
透
明
性

の
高
い
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
財
政
運
営
を

行
う
こ
と
で
、
地
域
に
お
い
て
真
に
必
要
な
住
民

サ
ー
ビ
ス
の
選
択
と
集
中
に
努
め
る
と
と
も
に
、

本
市
が
誇
り
と
愛
着
の
持
て
る
、
魅
力
あ
る
ま
ち

と
な
る
よ
う
、「
ま
ち
の
成
長
」
と
「
財
政
の
健
全

化
」
が
両
立
し
う
る
財
政
基
盤
の
構
築
を
め
ざ
し

ま
す
。 

 
 

  

人
口
減
少
、
大
阪
周
辺
の
ま
ち
づ
く
り
、
多
様

化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
、
超
ス
マ
ー
ト
社
会
の
実
現

の
推
進
な
ど
、
目
ま
ぐ
る
し
い
社
会
の
変
化
へ
適

応
し
た
ま
ち
づ
く
り
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

時
代
の
変
化
を
チ
ャ
ン
ス
と
捉
え
、
先
端
技
術

を
賢
く
活
用
す
る
こ
と
を
は
じ
め
、
他
自
治
体
と

の
連
携
、
共
同
処
理
に
よ
る
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト

を
活
か
し
た
取
組
な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
手
法
の
中
か

ら
改
め
て
最
適
な
も
の
を
選
択
し
な
が
ら
、
持
続

可
能
で
効
率
的
な
行
政
運
営
を
行
い
ま
す
。 

①
「
協
働
・
共
創
」
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り 

 
 

本
市
で
は
、
市
役
所
の
み
な
ら
ず
、
市
民
、
議
会
な

ど
多
様
な
主
体
が
、
地
域
の
課
題
を
共
有
し
、
果
た

す
べ
き
役
割
を
自
覚
し
、
お
互
い
に
補
完
し
な
が
ら
、

「
協
働
」
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
き
ま

し
た
。 

今
後
は
、
こ
れ
ま
で
の
「
協
働
」
を
基
本
と
し
つ

つ
、
民
間
事
業
者
を
含
め
た
、
多
様
な
主
体
が
対
話

に
よ
り
連
携
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
知
恵
と
ノ
ウ
ハ
ウ
を

結
集
し
て
、
新
た
な
ま
ち
の
魅
力
や
価
値
を
共
に
創

り
あ
げ
て
い
く
「
協
働
・
共
創
」
の
ま
ち
づ
く
り
を
推

進
し
ま
す
。 

③
持
続
可
能
で
効
率
的
な
行
政
運
営 

②
「
財
政
の
健
全
化
」
と
「
ま
ち
の
成
長
」

が
両
立
す
る
計
画
的
な
財
政
運
営 

 

①
「
協
働
・
共
創
」
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り 
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基本計画
（案）
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基本計画総論
１．基本計画策定の趣旨

２．基本計画の運営方針

３．施策の体系

４．基本施策別の記載内容の見方

44



１

基
本
計
画
策
定
の
趣
旨

45

計
画
の
位
置
づ
け

基
本
計
画
は
、
基
本
構
想
で
掲
げ
た

市
の
将
来
像
を
実
現
す
る
た
め
の
具
体

的
な
方
策
を
明
ら
か
に
し
、
合
理
的
、

計
画
的
な
行
財
政
運
営
を
行
う
た
め
の

方
針
で
あ
る
と
と
も
に
、
個
別
に
作
成

さ
れ
る
諸
計
画
の
基
本
と
な
る
も
の
で

す
。計

画
の
期
間

基
本
計
画
の
期
間
は
、
令
和
２
（
２

０
２
０
）
年
度
か
ら
令
和
11
（
２
０
２

９
）
年
度
ま
で
の
10
年
間
と
し
ま
す
。

諸
情
勢
の
変
化
や
市
長
任
期
等
を
考

慮
し
、
必
要
に
応
じ
て
見
直
し
を
行
い

ま
す
。

計
画
の
コ
ン
セ
プ
ト

【
わ
か
る
計
画
】

第
６
次
総
合
計
画
で
は
、
12
の
分
野

ご
と
の
取
組
を
基
本
施
策
と
し
て
示
し
、

市
政
運
営
の
進
め
方
が
わ
か
り
や
す
い

計
画
を
め
ざ
し
ま
す
。

ま
た
、
視
覚
的
に
見
や
す
さ
を
重
視

し
誰
に
と
っ
て
も
親
し
み
や
す
い
「
わ

か
る
計
画
」
と
し
ま
す
。

【
め
ざ
す
計
画
】

計
画
の
進
捗
状
況
を
誰
も
が
把
握
で

き
る
よ
う
、
成
果
指
標
を
導
入
し
、
そ

の
進
捗
状
況
を
管
理
す
る
こ
と
で
「
め

ざ
す
計
画
」
と
し
ま
す
。

【
使
え
る
計
画
】

計
画
を
実
現
す
る
た
め
に
も
、
基
本

計
画
を
参
考
に
、
事
業
な
ど
を
実
施
し

て
い
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
市
民
会

議
等
で
出
た
意
見
や
施
策
体
系
図
、
ア

ン
ケ
ー
ト
結
果
等
を
掲
載
し
、
常
に

「
使
え
る
計
画
」
と
し
ま
す
。

市
民
参
加
と
協
働
・
共
創

本
市
の
さ
ら
な
る
成
長
を
市
民
や
地

域
、
事
業
者
な
ど
み
ん
な
と
と
も
に
つ

く
り
上
げ
、
分
か
ち
合
っ
て
い
く
た
め
、

協
働
・
共
創
を
核
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ

の
で
き
る
こ
と
、
行
う
こ
と
を
明
ら
か

に
し
な
が
ら
、
施
策
や
事
業
を
進
め
ま

す
。



総
合
戦
略
と
の
関
係

本
市
で
は
、
人
口
減
少
社
会
に
お
け

る
門
真
市
の
持
続
的
な
発
展
を
実
現
す

る
た
め
、
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創

生
」
に
向
け
て
の
当
面
の
具
体
的
な
目

標
と
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め
の
実
施
す

べ
き
施
策
を
ま
と
め
た
「
門
真
市
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」

を
２
０
１
５
年
度
に
策
定
し
ま
し
た
。

（
計
画
期
間
は
平
成
27
（
２
０
１
５
）

年
度
か
ら
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
度

ま
で
の
５
年
間
）
。

こ
の
「
門
真
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご

と
創
生
総
合
戦
略
」
に
掲
げ
た
４
つ
の

目
標
（
①
若
い
世
代
に
お
け
る
出
産
・

子
育
て
の
希
望
の
実
現
、
②
地
域
の
魅

力
を
向
上
し
、
選
ば
れ
る
ま
ち
へ
、
③

産
業
の
振
興
と
女
性
が
活
躍
で
き
る
場

の
創
出
、
④
住
ん
で
、
幸
せ
を
実
感
で

き
る
ま
ち
づ
く
り
）
を
包
含
し
た
総
合

計
画
と
し
て
お
り
、
基
本
計
画
の
各
施

策
に
引
き
継
が
れ
て
い
ま
す
。

46

門真市第６次総合計画

【高齢化対策】
健康でいきいきと暮らせるまち

【少子化対策】
安心して子育てできるまち

２０２５年問題レポート

めざすまちの姿

２
０
２
５
年
問
題
レ
ポ
ー

ト
と
の
関
係

急
激
な
高
齢
化
の
進
展
と
い
う
人
口

構
造
の
大
き
な
変
化
が
、
本
市
に
ど
の

よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
す
の
か
を
「
門
真

市
２
０
２
５
問
題
対
策
検
討
委
員
会
」

に
お
い
て
検
討
し
、
「
超
高
齢
社
会
」

に
お
い
て
も
、
市
民
一
人
ひ
と
り
が
い

き
い
き
と
生
活
で
き
る
、
魅
力
あ
る
ま

ち
を
持
続
・
発
展
さ
せ
て
い
く
た
め
に
、

そ
の
課
題
や
対
策
に
つ
い
て
整
理
し
た

も
の
を
「
２
０
２
５
年
問
題
レ
ポ
ー

ト
」
と
し
て
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年

３
月
に
ま
と
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

本
計
画
で
は
、
こ
の
報
告
を
踏
ま
え
、

中
長
期
的
な
視
点
に
立
ち
、
課
題
解
決

に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

①若い世代における出産・子育ての希望の実現
②地域の魅力を向上し、選ばれるまちへ
③産業の振興と女性が活躍できる場の創出
④住んで、幸せを実感できるまちづくり

門真市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標



２

基
本
計
画
の
運
営
方
針

「
ス
マ
ー
ト
Ｂ
ｉ
ｚ

★
か
ど
ま
」
の
推
進

超
高
齢
社
会
の
進
行
や
公
共
施
設
等

の
老
朽
化
等
に
伴
う
歳
出
増
が
見
込
ま

れ
る
こ
と
や
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少

等
に
よ
る
大
幅
な
歳
入
増
が
見
込
め
な

い
こ
と
な
ど
、
中
長
期
的
に
本
市
財
政

に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
課
題
が
想
定

さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
災
害
等
の
不
測
の

事
態
に
備
え
、
積
立
て
可
能
な
財
政
構

造
へ
転
換
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

基
金
の
確
保
に
留
意
し
た
収
支
均
衡

予
算
及
び
財
政
構
造
の
弾
力
化
に
向
け

て
取
り
組
み
つ
つ
、
投
資
的
財
源
を
捻

出
し
、
急
激
な
人
口
減
少
対
策
へ
と
財

源
を
シ
フ
ト
し
て
い
く
こ
と
が
肝
要
で

あ
り
、
生
産
年
齢
人
口
の
転
出
を
抑
制

し
、
転
入
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
バ

ラ
ン
ス
の
取
れ
た
年
齢
構
成
を
実
現
し

て
い
く
こ
と
で
持
続
可
能
な
行
財
政
運

営
を
構
築
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
今
後
さ
ら
な
る
技
術
革
新
が

進
み
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
の
活
用
が
進
む
こ
と
や

Ａ
Ｉ
の
普
及
に
よ
り
、
市
役
所
に
関
わ

る
制
度
や
事
務
の
在
り
方
が
抜
本
的
に

変
化
し
て
い
く
可
能
性
も
あ
り
、
こ
れ

ら
に
適
応
で
き
る
組
織
文
化
を
確
立
し
、

行
政
運
営
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

こ
れ
ら
の
課
題
を
着
実
に
解
消
し
、

持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
の
実
現
に
向

け
て
、
『
「
成
長
」
と
「
健
全
化
」
が

両
立
し
う
る
財
政
基
盤
の
構
築
』
と

『
時
代
の
変
化
と
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対

応
し
う
る
組
織
文
化
の
確
立
』
を
め
ざ

し
、
「
ス
マ
ー
ト
Ｂ
ｉ
ｚ
★
か
ど
ま
」

へ
の
取
組
を
進
め
ま
す
。

47

持
続
可
能
な
行
財
政
運
営

「成長」と「健全化」が両立しうる財政基盤の構築

時代の変化と多様なニーズに対応しうる組織文化の確立

～めざすべき姿～

スマートBiz★かどま



Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の

視
点
を
取
り
入
れ
た
継
続

的
な
取
組
改
善

施
策
の
推
進
、
事
務
に
至
る
ま
で
、

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
（※

）
の
視
点
を

取
り
入
れ
、
行
政
運
営
の
各
般
に
わ
た

り
継
続
的
な
取
組
改
善
を
行
い
ま
す
。

※

Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
と
は
、
計
画

（Plan

）
、
実
行
（Do

）
、
評
価

（Check

）
、
改
善
（Ac

t

）
を
繰
り
返

し
行
う
こ
と
で
、
継
続
的
に
見
直
し
や

改
善
し
て
い
く
た
め
の
手
法
で
す
。

本
計
画
の
推
進
体
制

本
計
画
で
は
、
施
策
ご
と
の
め
ざ
す

べ
き
成
果
と
し
て
成
果
指
標
と
目
標
値

を
定
め
、
客
観
的
視
点
か
ら
の
施
策
の

効
果
検
証
を
取
り
入
れ
る
こ
と
で
継
続

的
に
取
組
改
善
を
行
え
る
体
制
を
構
築

し
ま
す
。
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改
善
の
視
点
と
実
現
に
向

け
た
方
策

基
本
理
念
に
も
と
づ
く
改
善
の
視
点
は
次

の
と
お
り
で
す
。

行
財
政
改
善
を
進
め
る
た
め
、
進
捗
状
況

の
管
理
を
行
う
と
と
も
に
、
改
善
す
べ
き
課

題
の
抽
出
を
随
時
行
い
ま
す
。

改善の視点１ さらなる歳出抑制と歳入確保の徹底
① 経費の節減・合理化
② 新たな歳入確保策の検討
③ 債権管理の強化
④ 市有財産の利活用
⑤ 受益者負担の適正化

改善の視点２ 事業の再編と財源の最適化
① 事業提案の見直し
② 行政評価の再構築
③ 事務事業の見直し
④ 国・府等の補助金の活用

改善の視点３ 効率的・効果的な行政運営の追求
① 業務の最適化
② 経営的視点及び事務改善意識の醸成
③ 業務手順の標準化
④ 機能的な組織・機構等
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３

施
策
の
体
系



50



４

基
本
施
策
別
の
記
載
内
容
の
見
方

51

基本目標を実現する
ための12の行政分野

における該当する分
野を示しています。

行政分野名

基本目標を実現する
ための12の行政分野

における取組の柱を
示しています。

基本施策名

施策が展開されるこ
とで、市民の暮らしや
まちの状態がどのよ
うになることをめざす
のかを示しています。

めざすべき方向性

施策の成果を測るた
めに設定した指標と
目標値を示していま
す。

指標

施策に関連する国の
制度・政策の動向、
門真市の現状、将来
の状況（見通し）を示
しています。

施策ごとの現況

施策の取組と合致す
るＳＤＧｓにおける17

のゴールのアイコン
を示しています。

該当するＳＤＧｓ

「2025年問題レポー

ト」でまとめられた「め
ざすまちの姿」に関
連する施策であるこ
とを示しています。

2025年問題関連施策
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「めざすべき方向性」
に向けて求められて
いる課題などをその
根拠とともに示してい
ます。

求められていること

「めざすべき方向性」
に向けて、求められ
ている課題を解決す
る取組方針を示して
います。

実施方針

「めざすべき方向性」
に向けて、市民（地域
の団体等を含む）や
事業者（企業、ＮＰＯ
等）が協力できること
を記載しています。

みんなが協力できること
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基本計画各論
①子育て分野

②教育分野

③健康管理分野

④福祉分野

⑤まちづくり分野

⑥環境分野

⑦上下水道分野

⑧地域振興分野

⑨産業振興分野

⑩地域教育振興分野

⑪危機管理分野

⑫行政管理分野
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画像イメージ

子どもが地域で安全にのびのびと育つための環境
づくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

地域とのつながりの強化

●世代を超える貧困の連鎖を断ち切るために、
社会とのつながりや家庭環境、教育への様々な
支援を家庭、学校、企業など地域社会全体で取
り組みを進める必要があります。

子どもの貧困対策の推進

56 55

地域全体で子どもを育てるまちをつくります。

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

上
下
水
道

⑦

環
境

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●家庭・地域・保育教育施設の相互関係が薄れ
てきており、地域との連携を図る場が少なく
なっています。公立園において、世代間交流を
図るための取り組みを行っていますが、民間園
を含めてさらに推進し、地域とのつながりをよ
り強くしていく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

子育てと仕事が両立でき、子育てへの不安が軽減され、世代間交流が深まるなど
地域全体の見守りの中で、子育てしやすいまちをめざします。

●各家庭における、孤立化を防ぐため、親同士のコミニュティや地域の交流事業などに積極的に参加す
るとともに、住んでいる地域の子ども同士のコミュニケーションを図っていきます。

●地域団体や市民公益活動団体などにおいては、子どもの居場所の運営や通学時等の地域活動の中で見
守り活動を行い、地域の安全に努めます。

●企業や民間施設などにおいては、世代間交流の契機となるイベントの開催や日頃の見守り活動を通じ
て、子どもに対する支援を行います。

指標 現状値 目標値

１ 放課後児童クラブの待機児童数（人） ０人
(2018年度調査値) 

０人

２
子どもの未来応援団員から情報提供を受けて
支援に動きだした件数（件）

43 件
（2018年度調査値）

86 件

①子育て分野

１．みんなで支え合う子育て環境づくり

資料：門真市、決算附属書類Ｂ行政の効果を見るためのもの、
各年度

資料：公立大学法人 大阪府立大学、門真市子どもの生活に関す
る実態調査、平成29（2017）年３月

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

少
子
化
の
進
行
、
共
働
き
世
帯
の
増
加
や
核
家
族
化
な
ど
時
代
に
応
じ

た
課
題
に
向
き
合
い
、
中
長
期
的
に
子
ど
も
を
育
て
や
す
い
環
境
づ
く
り

を
行
い
、
事
業
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
子
ど

も
が
将
来
に
対
し
て
希
望
や
夢
を
持
て
る
よ
う
支
援
の
充
実
を
図
っ
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

子
育
て
中
の
親
子
が
気
軽
に
集
い
、
親
同
士
、
子
ど
も
同
士
の
交
流
を

図
る
「
地
域
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー

ひ
よ
こ
る
～
む
」
な
ど
を
通
じ
、

子
育
て
中
の
親
子
の
孤
立
化
を
防
ぎ
、
育
児
負
担
の
軽
減
を
図
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
就
労
形
態
の
多
様
化
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
、
放
課
後
児
童

ク
ラ
ブ
の
開
設
時
間
を
19
時
ま
で
と
す
る
と
と
も
に
、
余
裕
教
室
の
使
用

の
協
議
な
ど
受
け
皿
の
整
備
を
図
っ
て
い
ま
す
。

世
代
間
交
流
に
係
る
機
会
提
供
の
取
り
組
み
と
し
て
、
保
育
・
教
育
施

設
へ
の
運
動
会
の
招
待
を
は
じ
め
、
高
齢
者
施
設
と
の
交
流
な
ど
を
通
じ
、

高
齢
者
の
経
験
や
知
識
を
子
ど
も
た
ち
が
学
ぶ
機
会
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

子
ど
も
の
貧
困
対
策
と
し
て
、
支
援
を
必
要
と
す
る
家
庭
の
発
見
か
ら

支
援
の
実
施
や
見
守
り
ま
で
を
ト
ー
タ
ル
で
サ
ポ
ー
ト
す
る
「
子
ど
も
の

未
来
応
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業
」
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
日
常
生
活
の
中

で
子
ど
も
の
見
守
り
を
実
施
す
る
「
子
ど
も
の
未
来
応
援
団
員
」
に
市

民
・
企
業
か
ら
た
く
さ
ん
の
方
が
登
録
い
た
だ
き
、
子
ど
も
の
見
守
り
力

の
向
上
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

少
子
化
の
進
行
、
共
働
き
世
帯
の
増
加
や
核
家
族
化
な
ど
の
家
族
形
態

の
変
化
、
並
び
に
地
域
の
つ
な
が
り
の
希
薄
化
な
ど
に
よ
り
、
子
育
て
世

帯
は
孤
立
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
家
庭
内
や
地
域
で
行
わ
れ
て
い

た
高
齢
者
と
子
ど
も
と
の
交
流
機
会
が
減
少
し
て
お
り
、
子
ど
も
が
社
会

性
を
育
む
機
会
が
失
わ
れ
つ
つ
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
貧
困
が
世
代
を
超
え
て
連
鎖
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
平
成
26

（
２
０
１
４
）
年
１
月
「
子
ど
も
の
貧
困
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

が
施
行
さ
れ
、
具
体
的
な
方
針
と
取
り
組
む
べ
き
重
点
施
策
が
示
さ
れ
ま

し
た
。

実施方針

世代間交流の促進

子どもを真ん中においたネットワークの構築

●子育て世帯の親子が気軽に集い、親同士、子ども同士の交流を図る「地域子育て支援拠
点事業」などを通じて、子育て家庭の孤立化を防ぎ、放課後児童クラブにおいては待機児
童ゼロを維持し、親の就労支援や育児負担の軽減を図っていきます。

●市内の教育・保育施設において積極的に地域との連携を図り、子どもと多世代との交流を
増やすことで子どもの社会性を育み、地域全体で子どもを育てる環境整備を促進します。

２

３

育児負担・育児不安の軽減

●子どもの未来応援団員の見守り力を向上させることで、温かい声を掛け合える地域づくり
を推進します。また、企業連携や子育て世代に向けた情報発信にも取り組んでいきます。

１

関連計画：門真市子ども・子育て支援事業計画
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画像イメージ

保護者が子どもを育てやすく、子どもの安全が
守られる子育て環境づくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

安心して子どもを産み育てる
ことができるまちづくりの推進

●幅広い保育サービスの知識を持った保育コン
シェルジュによる保育サービスの提案を行い、子
育てへの不安や孤独を取り除くとともに、医療費
助成をはじめとする経済的負担の軽減等、安心し
て子育てができる環境づくりが必要です。

児童虐待の早期発見

58 57

安心して子育てできる子育て支援のまちを
つくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

上
下
水
道

⑦

環
境

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●児童虐待を早期に発見し、通告対応及び継続
した支援を実施することに加え、重大事案を防
ぐため支援体制の充実及び、関係機関との連携
強化が必要です。

みんなが協力できること

１ ２

子育て世代を支援することにより、子育ての不安が軽減され、
安心して子育てができるまちをめざします。

●各家庭では育児疲れや育児不安などで悩みを抱え込む前に、家族・親戚や行政（家庭児童相談セン
ター・子育て世代包括支援センター）などに相談します。

●市民公益活動団体は地域において、ひとり親家庭への情報提供や相談及び助言を実施し、市民の支援
に努めます。

●保育所・幼稚園・認定こども園等は通園する子どもの見守りや保護者への声掛けなど子育て支援を
行い、必要時には家庭児童相談センターなどの関係機関との連携を図るよう努めます。

指標 現状値 目標値

１ 保育サービスや子育て家庭への支援が充実し、子
育てしやすい環境ができていると思う人の割合
（％）

60.5％
（2018年度調査値）

80.0％

２ 要保護児童連絡調整会議による新規登録件数
（件）

383 件
（2018年度実績値）

286 件

①子育て分野

２．子育て世帯への支援

資料：門真市、決算附属書類Ｂ行政の効果を見るためのもの、各年度

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

社
会
情
勢
等
の
変
化
に
伴
い
、
多
様
化
す
る
子
育
て
家
庭
の
ラ
イ
フ
ス
タ

イ
ル
に
応
じ
た
柔
軟
な
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
、
安
心
し
て
子
育
て
が
し
や
す
い
環
境
を
作
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

ま
た
、
本
市
に
お
け
る
児
童
虐
待
相
談
件
数
は
年
々
増
加
す
る
傾
向
に
あ

り
、
児
童
虐
待
の
防
止
及
び
対
応
・
支
援
を
実
施
す
る
た
め
に
は
、
関
係
機

関
と
の
連
携
も
含
め
た
支
援
体
制
の
充
実
が
不
可
欠
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

子
育
て
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
も
多
様
化
す
る
中
で
様
々
な
課
題
に

対
応
す
る
た
め
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
相
談
員
（
保
育
コ
ン

シ
ェ
ル
ジ
ュ
）
を
配
置
し
、
子
育
て
支
援
に
関
す
る
相
談
や
情
報
提
供
に
努

め
て
い
ま
す
。

こ
ど
も
医
療
費
助
成
で
は
、
子
育
て
の
経
済
的
な
負
担
軽
減
に
対
応
す
る

た
め
、
対
象
年
齢
を
18
歳
ま
で
拡
充
す
る
こ
と
で
医
療
費
負
担
の
軽
減
を

図
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

急
速
な
少
子
化
に
よ
る
家
族
形
態
の
変
化
、
就
労
環
境
の
多
様
化
や
地
域

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
意
識
の
希
薄
化
な
ど
、
子
育
て
世
帯
を
取
り
巻
く
環
境
は
大

き
く
変
化
し
て
い
ま
す
。
家
庭
へ
の
支
援
を
実
施
し
、
子
育
て
へ
の
不
安
感

や
経
済
的
負
担
等
に
対
応
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
児
童
虐
待
対
応

件
数
に
つ
い
て
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
全
国
的
に
も
重
篤
な
事
案
が
あ
と
を

絶
た
な
い
こ
と
か
ら
、
児
童
虐
待
へ
の
取
り
組
み
強
化
・
体
制
の
強
化
が
喫

緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
相

談
員
（
保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
）
の
配
置
、
経
済
的
な
支
援
と
し
て
、
こ
ど

も
の
医
療
や
ひ
と
り
親
家
庭
医
療
等
の
医
療
費
の
助
成
、
児
童
手
当
や
児
童

扶
養
手
当
等
の
支
給
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
児
童
虐
待
に
関
す

る
取
り
組
み
と
し
て
、
家
庭
児
童
相
談
セ
ン
タ
ー
の
体
制
強
化
も
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

実施方針

子育て世帯の経済的負担の軽減

相談体制の充実

●保育コンシェルジュの相談技能向上を目指し、子育て支援の幅広い情報を収集するとと
もに、窓口に来られる方々の個々のニーズを丁寧に聞き取り、最良の提案ができる体制を
構築します。
●育児疲れや育児不安など身体上又は精神上の事由を抱える保護者の負担の軽減のため、
ショートステイやトワイライトステイの子育て短期支援事業を実施し、保護者のストレス
などの緩和と児童虐待へ繋がることを防止していきます。

●児童虐待の発生を未然に防ぐために、児童及び妊産婦に必要な支援を行うことを目的と
し設置した「子ども家庭総合支援拠点」と子育て世代包括支援センター「ひよこテラス」
とが有機的に連携し、子育てに関して相談しやすい環境をつくるとともに、子ども家庭セ
ンターや警察など関係機関との連携を図りながら、充実した支援を実施します。

２

３

保育サービスの提案と経済的負担の軽減

●こども医療やひとり親家庭医療などによる医療費の助成により、子育て世帯の経済的な
負担を軽減し、必要とする医療を早期に受けることで、健康の増進を図るとともに、安心
して子育てができるよう広く施策を周知していきます。

１

関連計画：門真市子ども・子育て支援事業計画
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資料：門真市、決算附属書類Ｂ行政の効果を見るためのもの、各年度
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質の高い教育・保育を受けることができる環境
の整備が必要です

めざすべき方向性

求められていること

教育・保育施設等の待機児童
の解消

●平成30（2018）年４月時点の待機児童はほぼ
解消しているものの、今後は、年度途中を含め
た待機児童の解消を図り、その後の待機児童を
出さないための保育環境の整備が必要です。

教育・保育サービスの多様化
と質の向上

60 59

安定した保育環境が充実し、質の高い教育・保育
を受ける環境が整っているまちをつくります。

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

上
下
水
道

⑦

環
境

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●多様化する子育て世帯への個別ニーズに対
応するため、様々な子育て支援サービスを提
供することが必要です。
●すべての子どもに対して、乳幼児期に大切
にする基本的な心身の発達や学びを確保する
とともに、円滑な小学校への接続を図るた
め、就学を見据えた教育・保育を小学校とと
もに実践していく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

実施方針

教育・保育施設等における子どもの受け皿の確保

●子どもや子育てをめぐる環境が大きく変化する中で、教育・保育施設等における子どもの
受け皿の確保に努めていきます。

１

子どもの教育・保育環境が充実し、全ての子育て世帯が安心して
子育てができるまちをめざします。

●保育所、幼稚園、認定こども園等の事業者は従業員へ育児休業や時短制度の取得を推奨するとともに、
結婚、妊娠、出産により退職した従業員が再就職しやすい環境をつくります。

指標 現状値 目標値

１ 年度末時点の保育所等の待機児童数（人） 205人
（2018年度実績値）

0人

2 門真市は安心して楽しく子育てができる環境
だと思う人の割合（％）

31.1％
（2018年度調査値）

70.0％

①子育て分野

３．就学前教育・保育の充実

資料：厚生労働省、保育所等利用待機児童数調査、各年度

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

少
子
化
や
核
家
族
化
の
進
行
、
女
性
の
就
業
率
の
向
上
な
ど
の
社
会

情
勢
の
変
化
に
伴
い
、
子
ど
も
や
子
育
て
を
め
ぐ
る
環
境
が
大
き
く
変

化
す
る
中
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
に
向
き
合
い
、
中
長
期
的
に
子
ど
も

を
育
て
や
す
い
環
境
づ
く
り
を
実
施
し
、
子
ど
も
に
質
の
高
い
教
育
・

保
育
を
提
供
で
き
る
環
境
の
整
備
を
し
て
い
く
こ
と
で
、
保
幼
小
の
連

携
を
強
化
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

こ
れ
ま
で
待
機
児
童
解
消
に
向
け
、
市
内
の
保
育
所
等
に
お
い
て
、

保
育
を
必
要
と
す
る
児
童
の
受
け
入
れ
を
増
や
す
た
め
に
施
設
の
新
設

や
既
存
施
設
の
整
備
を
行
う
こ
と
で
保
育
定
員
の
拡
充
に
取
り
組
ん
で

き
ま
し
た
。

ま
た
、
就
学
前
教
育
・
保
育
の
質
を
高
め
る
た
め
に
門
真
市
就
学
前

教
育
・
保
育
共
通
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
不
足
す
る

保
育
士
を
確
保
す
る
た
め
の
取
組
み
を
す
す
め
る
な
ど
、
就
学
前
の
教

育
環
境
の
整
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

こ
の
ほ
か
に
も
、
５
歳
児
と
小
学
生
と
の
交
流
や
小
学
校
訪
問
・
学

校
行
事
へ
の
参
加
を
通
じ
、
就
学
前
教
育
で
の
「
学
び
に
向
か
う
力
」

を
養
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

少
子
化
や
核
家
族
化
の
進
行
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
意
識
の
希
薄
化
、

女
性
の
就
業
率
の
向
上
に
よ
る
保
育
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
な
ど
、
子
ど
も

や
子
育
て
を
め
ぐ
る
環
境
の
変
化
に
伴
い
、
就
学
前
教
育
・
保
育
に
対

し
て
は
多
様
か
つ
質
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
に
対
応
す
る
た
め
、
教
育
・
保
育
施
設
等
に
お
け
る
子
ど
も

の
受
け
皿
の
確
保
や
、
公
立
幼
稚
園
・
保
育
所
・
認
定
こ
ど
も
園
の
運

営
、
民
間
保
育
施
設
等
で
実
施
す
る
一
時
預
か
り
事
業
、
延
長
保
育
事

業
及
び
病
児
・
病
後
児
保
育
事
業
な
ど
多
様
な
保
育
サ
ー
ビ
ス
に
対
す

る
支
援
や
補
助
な
ど
、
子
育
て
支
援
や
教
育
・
保
育
の
質
の
向
上
に
関

す
る
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

●保護者は子どもの様子や家庭の状況等を教育・保育施設に伝え合い、情報を共有していきます。

●保育所、幼稚園、認定こども園等は保護者と連携をとりながら子どもの健康状態の把握をしっかりと
行い、体調管理に気を付けていきます。

●保育所、幼稚園、認定こども園等は小学校就学に向けて生活習慣が身に付くよう、保護者と生活の様
子を共有し、生活の連続性を図り、共に育てる気持ちを持ちます。
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関連計画：門真市子ども・子育て支援事業計画、門真市就学前教育・保育共通カリキュラム

子育て支援サービスの充実や教育・保育の質の向上２

●様々な子育て支援サービスの提供や教育・保育の質の向上を図り、きめ細かい教育や豊
かな感性を養う機会を提供し、子育て支援環境及び子どもの教育・保育環境を充実させま
す。

資料：門真市、門真市こども・子育て支援に関するニーズ等調査、
平成30（2018）年度
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訪問型の支援サービスの充実

子育て支援のネットワークづくり

援護を要する子供に対する支援（障がいや虐待など）

健やかな妊娠・出産に対する支援

地域における子育て支援の充実（育児相談など）

子どもの教育環境

仕事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備

保育サービスの充実

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

地域における子どもが遊べる拠点の充実

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

回答割合（％）

子育てについて有効だと思う支援・対策
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多様な未来を生き抜く力を育むため、子どもたち
のおかれる状況に応じた学びの場の提供が必要で
す

めざすべき方向性

求められていること

学力・生きる力の育成

●成長面・発達面、障がいなどすべての生徒
の個性に応じた対応が求められております。
●外国につながりのある児童生徒数は今後さ
らに増加することが見込まれています。その
ため、それらに応じた対策が必要です。
●安心できる集団づくりを土壌に、授業によ
る学力向上を目指すため、きめ細かな指導を
行う必要があります。

きめ細かな指導の推進

62

安心して学べる環境づくり

61

すべての子どもが楽しく学び、力を育む学校
教育が推進されているまちをつくります

一人ひとりの課題に応じた教育の推進

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●全国学力学習状況調査は、学習指導要領に明記
されている学力の定着を判断できる調査であると
いう趣旨をふまえ、全国平均を超えるための取組
を進めます。
●新しい学習指導要領が小学校は令和２（2020）
年度、中学校は令和３（2021）年度から全面実施
され、新しい時代に必要となる資質能力の育成に
向けた取組が必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●系統的に子どもの得意苦手分野領域を分析し、子どもに学力を育むことのできる授業改善を
毎年行います。その成果を全国学力学習状況調査につなげます。また、教職員研修を通じて、
高い指導力と意欲を持つ教職員の育成に努めます。

●子どもの課題は多様化し、しかもタイムリーな対応が必要です。子どもの課題を的確にとら
え、支援員等も活用し、タイムリーな支援を行うことで、子どもの物事に取り組む意欲を高
め、学習意欲の向上につなげます。また、よりニーズに合った支援により、「わかった」「で
きた」経験を積み重ね、自尊感情の向上につなげていきます。

２

３

実施方針

教職員の指導力の向上

●児童生徒の課題が多様化しており、一人ひとりの学力向上には、教職員が児童生徒としっか
りと向き合い、信頼関係を築くことが必要です。多くの教職員の目で、全ての児童生徒を見守
り、安心して学ぶことができる学校づくりに努めます。

１

子どもが実態に応じたきめ細かな教育を受け、着実に学力向上がで
きるまちをめざします。

●子どもの学ぶ意欲を育む家庭をつくります。
●学校の行事などに積極的に参加し、学校と連携して子どもたちのより良い教育環境づくりをします。

●地域での学校づくりや子どもの教育支援に協力します。

指標 現状値 目標値

１ 全国学力学習状況調査の正答率
（本市平均点/全国平均点）

小学校・・・95%
中学校・・・93%

小学校・・・105%
中学校・・・105%

2 授業の中で、「課題解決に向けて、自分で考
え、自分から取り組んでいた」と思う児童・
生徒の割合（全国学力学習状況調査）

小学校・・・69.3%
中学校・・・61.9%

小学校・・・85％
中学校・・・80％

②教育分野

１．学校教育の推進

資料：全国学力学習状況調査結果全国比（Ｈ26～Ｈ30）

資料：門真市

2025年問題
関連施策

門真市の特別支援教育の現状及び外国につながりのある児童生徒の対応
・特別支援教育支援員の配置校 ９校（Ｈ23）→14校（Ｈ25）
・通級指導教室の充実（担当教員数）３人（Ｈ25） →５人（Ｈ30）
・日本語指導教室配置校数 ４校（Ｈ25）→７校（Ｈ30）
・自立支援通訳配置校数 ６校（Ｈ25）→７校（Ｈ30）

【
将
来
の
見
通
し
】

・
今
後
、
授
業
の
形
態
は
、
大
き
く
様
変
わ
り
し
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
大
い
に

活
用
し
た
授
業
ス
タ
イ
ル
が
確
立
さ
れ
ま
す
。
そ
し
て
、
新
学
習
指
導

要
領
に
掲
げ
ら
れ
て
い
る
「
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
」
の
実
現

に
向
け
た
授
業
づ
く
り
を
進
め
、
教
員
の
授
業
力
を
さ
ら
に
高
め
て
い

く
こ
と
が
必
要
で
す
。

ま
た
、
学
校
と
地
域
と
の
組
織
的
な
連
携
・
協
働
す
る
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ス
ク
ー
ル
の
進
展
が
見
込
ま
れ
ま
す
。
そ
し
て
、
全
て
の
児
童
生

徒
に
対
し
て
個
別
の
支
援
が
行
き
届
く
よ
う
、
支
援
教
育
体
制
の
改
善

が
必
要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
で
は
、
授
業
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
・
家
庭
学
習
の
手
引
き
・
学
び
の

ス
ス
メ
を
、
門
真
市
Ｐ
Ｔ
Ａ
協
議
会
と
連
携
し
て
作
成
し
、
学
校
・
家

庭
・
地
域
が
三
位
一
体
と
な
っ
て
学
力
向
上
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

全
国
学
力
学
習
状
況
調
査
の
結
果
で
は
、
こ
こ
10
年
の
結
果
を
全
国

平
均
と
比
べ
る
と
下
回
る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
が
、
こ
の
間
の
取
組

に
よ
り
改
善
傾
向
が
見
ら
れ
ま
す
。

ま
た
、
新
学
習
指
導
要
領
の
全
面
実
施
に
向
け
、
「
授
業
づ
く
り

ベ
ー
シ
ッ
ク
」
を
作
成
し
、
教
育
内
容
の
変
化
に
伴
っ
た
授
業
改
善
へ

の
取
組
を
進
め
て
き
ま
し
た
。
さ
ら
に
個
々
の
支
援
内
容
に
応
じ
た
教

育
内
容
の
充
実
の
た
め
、
本
市
独
自
で
も
、
支
援
教
育
支
援
員
や
自
立

支
援
通
訳
等
、
人
員
を
配
置
し
、
特
別
支
援
教
育
の
充
実
に
努
め
て
い

ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
現
在
、
中
央
教
育
審
議
会
に
お
い
て
、
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画

（
平
成
30
（
２
０
１
８
）
年
）
な
ど
を
踏
ま
え
、
「
新
時
代
に
対
応
し

た
義
務
教
育
の
在
り
方
」
に
つ
い
て
審
議
さ
れ
て
い
ま
す
。

子
供
た
ち
を
取
り
巻
く
環
境
の
変
化
に
よ
り
、
生
徒
指
導
上
の
課
題
、

障
が
い
に
よ
り
特
別
な
支
援
を
要
す
る
児
童
生
徒
や
、
日
本
語
指
導
が

必
要
な
外
国
人
児
童
生
徒
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
通
級
に

よ
る
指
導
や
日
本
語
指
導
の
た
め
の
教
員
定
数
の
基
礎
定
数
化
が
行
わ

れ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市教育大綱 門真市教育振興基本計画
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中学校：全国学力学習状況調査結果全国比
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子どもたちの自己実現や自己確立をめざし、豊
かな心と健やかな体の育成が必要です

めざすべき方向性

求められていること

子どもたちの自己実現や
自己確立に向けた取組

●価値観や生活スタイルが多様化する中、子ど
もたちが自分の興味や自分らしさに気づき、そ
れを伸ばすなど、学校・家庭・地域・行政が一
体となって子どもたちの自己実現や自己確立を
めざした取組が必要です。

豊かな心と健やかな体の育成

64

小中一貫教育・キャリア教育・国際化の推進

63

心豊かでたくましい子どもを育むまちをつくります

地域等との連携の強化

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●多様な人間関係の構築をとおして、子ども
たちに豊かな心を育むとともに、子どもたち
が夢を持ち、自ら将来の進路を切り拓く力を
身に付けることが必要です。
●自らの健康に関心を持つ意識の向上を図る
とともに、運動能力の低下防止に向けた体力
づくりの取組が求められます。

みんなが協力できること

１ ２

●就学前から義務教育までを一体的に捉え、さまざまな教育活動の中で横や縦のつながりを大切
にした小中一貫教育の取組を充実させます。また、地域・家庭との連携を図りながら、小中の連
続性を大切にした系統的なキャリア教育を各中学校区で進めていきます。
●海外でのホームステイと学校生活体験などでの異文化体験を支援することで、国際化や情報化
に対応できる優れたコミュニケーション能力の育成をめざします。

●社会の変化に対応しつつ、自ら進んで健全な心と体を育成する態度を養うため、規則正しい生
活習慣を身に付ける生徒指導や、食育、運動の重要性を含めた健康に関する指導の充実を図りま
す。また、地域や家庭、社会教育諸団体との連携を深め、多くの目で子どもたちを見守り、健全
な心と体の育成に努めます。

２

３

実施方針

１

いじめ件数の減少および不登校児童・生徒数の減少を目指すとともに、子ど
もたちが自分の将来の夢を持って主体的に学べる教育環境づくりを推進し、
地域住民や保護者との連携を深めながら、児童・生徒を取り巻く生活環境を
整え、心豊かでたくましい子どもを育むまちをめざします。

●子どもの未来応援ネットワーク事業の応援団員やキッズサポーターに登録するなど子どもたち
への見守りに参加します。
●子どもたちの居場所づくりに参画します。
●事業者は、スマホやインターネットの危険性に係る保護者、児童・生徒への啓発に努めます。

指標 現状値 目標値

１ 「自分には、よいところがあると思います
か」肯定的意見（小６、中３の平均）

70.7％ 90％

2 子どもが健やかに成長していると感じている
人の割合

67.2％ 80％

3 小学5年生の体力合計点の国との比較
（本市平均点/全国平均点）

94％ 105％

②教育分野

２．児童・生徒の健全育成

2025年問題
関連施策

資料：全国学力・学習状況調査の中の児童・生徒質問紙より

【
将
来
の
見
通
し
】

・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
や
ゲ
ー
ム
等
の
発
達
に
よ
り
、
相
手
と
直
接
顔
を
合
わ
す
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
運
動
す
る
機
会
が
減
少
す
る
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。こ

の
よ
う
に
変
化
が
激
し
い
時
代
の
中
で
、
自
己
肯
定
感
を
醸
成
し
、

自
ら
の
将
来
を
切
り
拓
く
力
を
身
に
付
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
学
校
生
活

の
中
で
も
支
援
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
に
お
い
て
も
法
改
正
を
受
け
て
「
門
真
市
い
じ
め
防
止
基
本
方

針
」
を
定
め
る
と
と
も
に
、
い
じ
め
の
認
知
を
積
極
的
に
進
め
、
学
校

に
お
け
る
指
導
と
と
も
に
定
期
的
な
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
行
う
な
ど
、

未
然
防
止
の
観
点
も
重
要
視
し
な
が
ら
対
応
し
て
い
ま
す
。

・
運
動
能
力
調
査
結
果
に
お
い
て
、
小
学
生
の
運
動
能
力
が
、
国
平
均

や
府
平
均
の
数
値
を
下
回
っ
て
お
り
、
平
成
30
（
２
０
１
８
）
年
度
調

査
で
は
特
に
持
久
走
と
反
復
横
跳
び
の
数
値
が
下
回
っ
て
い
る
状
況
で

す
。

・
異
文
化
へ
の
理
解
を
深
め
、
国
際
化
に
対
応
で
き
る
生
徒
を
育
成
す

る
と
と
も
に
、
中
学
生
の
英
語
に
よ
る
意
見
発
表
の
機
会
を
提
供
し
、

英
語
学
習
意
欲
の
向
上
と
実
践
的
な
英
語
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

の
向
上
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
情
報
化
社
会
が
益
々
進
展
す
る
中
、
急
速
に
普
及
す
る
ス
マ
ー
ト

フ
ォ
ン
な
ど
で
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
介
し
た
い
じ
め
や
ネ
ッ
ト
依
存

を
は
じ
め
と
し
た
生
活
習
慣
の
乱
れ
等
、
児
童
生
徒
の
健
全
育
成
に
係

る
重
大
な
問
題
が
大
き
く
取
り
ざ
た
さ
れ
て
い
ま
す
。
特
に
い
じ
め
は

「
い
じ
め
防
止
基
本
法
」
が
制
定
さ
れ
、
社
会
の
関
心
も
非
常
に
高
く

な
っ
て
い
ま
す
。

・
ア
レ
ル
ギ
ー
の
増
加
や
運
動
能
力
の
低
下
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
の
健

康
に
関
わ
る
問
題
も
あ
ら
ゆ
る
面
で
浮
か
び
上
が
っ
て
お
り
、
そ
の
対

応
や
取
組
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
国
際
化
が
進
ん
で
お
り
、
今
後
ま
す
ま
す
外
国
人
と
の
交
流
機
会
の

増
加
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

関連計画：門真市教育大綱 門真市教育振興基本計画 門真市生涯学習推進基本計画

資料：全国学力・学習状況調査の中の児童・生徒質問紙より

いじめ防止・不登校減少に向けた取組の推進

●相談体制の充実によっていじめの未然防止を図るとともに、「いじめは絶対に許さない」とい
う姿勢のもと、迅速に対応できるよう組織的に対応する環境を整備します。また、不登校児童・
生徒数の減少を目指し、サポートする環境づくりに努めるとともに、子どもたちの自尊感情を高
める取組を進め、将来の夢に向かって自ら努力する力を育成します。
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安全・安心で、児童・生徒の学力向上と学ぶ意
欲の向上を図る教育環境づくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

学校環境の充実

●施設の老朽化に対して、トイレ改修や長寿命
化などの検討が必要です。
●主体的で対話的な授業展開や、英語教育・プ
ログラミング教育への対応とともに、多様な子
どもたちが安心して過ごすことができ、共に学
び合える環境の整備が必要です。

教育のICT環境整備

66

ICT指導の能力向上

65

子どもたちが主体的に学び、安全で健康的な学
校生活をおくることができるまちをつくります

多様なつながりを創る学校づくりと学校の適正配置

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●情報活用能力の育成に必要とされているＩ
ＣＴ環境の整備を進めていく必要がありま
す。
●ＩＣＴを活用し、情報活用能力の育成に向
けた教員の指導力を高めていく必要がありま
す。

みんなが協力できること

１ ２

●情報活用能力の育成を図るため、国の整備方針にそって、各学校においてコンピューター
や情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するための必要な環境を整え、すべての教員
が児童・生徒のICT活用を指導できる能力を高めます。

●「門真市学校適正配置審議会」の答申をふまえ、児童・生徒のより良い教育環境の整
備・充実をめざし、学校の規模・配置の適正化を進めるとともに、地域の多様な人との関わ
りの中で、みんなで子どもたちを育む学校づくりを進めます。

２

３

実施方針

学校施設の計画的な維持・整備

●児童生徒が安全安心に健康的に学校生活を行えるよう計画的な環境整備を図ります。
●新学習指導要領に基づく柔軟かつ効果的な授業展開などに資する学習環境が充実するよう
計画的に環境整備に努めます。

１

「多様な人間関係の構築」や「主体的・対話的で深い学び」を進め
るための教育環境を充実し、地域と共に創る新たな学校づくりをめ
ざします。

●学校と連携して子どもたちのより良い教育環境になるよう学校行事などに積極的に参加します。

指標 現状値 目標値

１ トイレの洋式化率 45％ 70％

2 「授業の中でICTを活用することができる」
と思う児童・生徒の割合

新設 100％

②教育分野

３．学校施設と教育環境の充実

資料：文部科学省「H30学校における教育の情報
化の実態等に関する調査」

2025年問題
関連施策

「教育のICT化に向けた環境整備5か年計画(2018～2022
年度)」（H29,12月文部科学省策定）において目標とさ
れている水準
・小中学校20校中建設後40年以上経過している学校施
設数18校 90%
・建設後40年経過している18学校施設中大規模改改修
を実施している学校施設数７校 改修率38.9％
・小中学校20校中旧耐震基準（S56年以前)の学校施設
18校については耐震化率100％

門真市の各学校におけるICT環境の整備状況
(H31,3/1現在)
・学習者用コンピュータ1台当たり児童生徒数
4.8人/台
・教員校務用コンピュータ整備率 86.6％
・普通教室の無線LAN整備率 100％
・普通教室の電子黒板整備率 17.3％
・統合型校務支援システム整備率 0％

【
将
来
の
見
通
し
】

・
今
後
さ
ら
に
少
子
化
が
進
む
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
中
、
学
校
規
模
や
適
正

配
置
も
含
め
、
多
様
な
人
と
の
つ
な
が
り
の
中
で
、
主
体
的
に
学
び
合
え
る

教
育
環
境
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
と
と
も
に
、
施
設
の
老
朽
化
へ
の
対
応
な

ど
、
子
ど
も
た
ち
に
と
っ
て
安
全
で
優
し
い
学
校
づ
く
り
を
進
め
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

・
ま
た
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
や
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
の
情
報
手
段

を
活
用
す
る
た
め
の
必
要
な
環
境
を
整
え
、
情
報
活
用
能
力
の
育
成
を
図
る

た
め
、
児
童
・
生
徒
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
を
指
導
す
る
教
員
の
指
導
力
を
高
め
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
学
校
施
設
に
つ
い
て
は
、
耐
震
化
は
全
校
実
施
済
で
あ
る
も
の
の
、
老
朽

化
し
て
い
る
校
舎
・
屋
内
運
動
場
が
多
く
あ
り
ま
す
。

特
に
ト
イ
レ
に
つ
い
て
は
、
暗
い
、
臭
い
と
の
こ
と
か
ら
子
ど
も
た
ち
が

敬
遠
し
我
慢
を
す
る
な
ど
、
健
康
的
な
学
校
生
活
へ
の
影
響
が
考
え
ら
れ
る

こ
と
か
ら
、
洋
式
化
も
含
め
た
安
全
・
安
心
な
学
校
環
境
に
向
け
た
改
善
を

行
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
少
子
化
に
伴
う
児
童
生
徒
数
の
減
少
や
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
す
る
社
会
の
中

で
、
子
ど
も
た
ち
の
教
育
に
関
す
る
環
境
が
大
き
く
変
化
し
て
い
ま
す
。

小
中
学
校
で
は
学
習
指
導
要
領
が
改
訂
さ
れ
、
子
ど
も
た
ち
が
未
来
社
会

を
切
り
拓
く
た
め
の
資
質
能
力
を
確
実
に
育
成
す
る
た
め
、
主
体
的
で
対
話

的
な
深
い
学
び
、
英
語
教
育
・
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
な
ど
が
盛
り
込
ま
れ

て
い
ま
す
。
ま
た
、
言
語
能
力
等
と
並
び
、
情
報
活
用
能
力
が
学
習
の
基
盤

と
な
る
資
質
・
能
力
と
さ
れ
、
そ
の
情
報
活
用
能
力
を
習
得
す
る
た
め
の
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
日
常
的
に
活
用
す
る
環
境
整
備
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
の
よ
り
良
い

教
育
環
境
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

学
校
施
設
に
つ
い
て
は
、
老
朽
化
し
て
い
る
校
舎
の
内
・
外
壁
材
や
非
構

造
部
材
等
の
安
全
確
認
に
つ
い
て
の
調
査
、
改
修
に
つ
い
て
、
国
か
ら
通
知

が
出
さ
れ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市教育大綱 門真市教育振興基本計画



【
将
来
の
見
通
し
】

・
健
康
づ
く
り
に
関
す
る
周
知
啓
発
を
工
夫
し
、
こ
れ
ま
で
健
（
検
）

診
を
受
診
し
な
か
っ
た
健
康
無
関
心
層
の
行
動
変
容
を
促
し
、
受
診
し

や
す
い
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
で
各
種
が
ん
検
診
の
受
診
率
を
向
上
さ

せ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
予
防
接
種
の
接
種
機
会
を
市
民
へ
周
知
す
る
と
と
も
に
、
予
防
接
種

を
受
け
や
す
い
環
境
の
整
備
が
必
要
で
す
。
ま
た
、
感
染
症
の
発
生
が

み
ら
れ
た
場
合
に
も
、
感
染
拡
大
を
最
小
限
と
す
る
た
め
、
保
健
所
と

連
携
し
て
感
染
症
に
関
す
る
情
報
の
迅
速
か
つ
的
確
な
公
表
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
に
お
け
る
健
康
寿
命
は
、
男
性
７
７
．
０
１
歳
、
女
性
８
１
．

５
９
歳
（
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
）
と
な
っ
て
お
り
、
大
阪
府
平
均

と
比
較
し
て
男
性
は
１
．
３
８
歳
、
女
性
は
１
．
０
８
歳
短
く
な
っ
て

い
ま
す
。

・
本
市
の
死
因
別
死
亡
率
の
１
位
は
が
ん
と
な
っ
て
い
ま
す
。

病
気
の
早
期
発
見
・
早
期
治
療
の
た
め
に
は
、
健
（
検
）
診
受
診
率

の
向
上
が
求
め
ら
れ
ま
す
が
、
一
般
健
診
・
が
ん
検
診
と
も
に
受
診
率

は
低
迷
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
急
速
な
少
子
高
齢
社
会
の
進
展
や
生
活
習
慣
の
変
化
に
伴
う
疾
病
構

造
の
変
化
な
ど
、
社
会
に
お
け
る
健
康
を
取
り
巻
く
環
境
は
大
き
く
変

化
し
て
い
ま
す
。
そ
の
よ
う
な
中
、
健
康
寿
命
の
延
伸
や
健
康
格
差
の

縮
小
を
め
ざ
し
た
健
康
づ
く
り
の
必
要
性
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
健
康
寿
命
の
延
伸
や
健
康
づ
く
り
の
た
め
に
は
、
食
生
活
や
運
動
、

喫
煙
な
ど
に
お
け
る
個
人
の
生
活
習
慣
や
環
境
の
改
善
は
も
と
よ
り
、

生
活
習
慣
病
の
発
症
や
重
症
化
を
予
防
す
る
取
組
や
、
感
染
症
対
策
上

重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
予
防
接
種
の
取
組
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

画像イメージ

ライフステージに応じた健康づくりを支援する取
組の強化が必要です

めざすべき方向性

求められていること

生涯にわたる健康づくりの
支援

●市民が生涯を通じて健康で過ごせるよう、ラ
イフステージに応じた健康への意識向上や健康
づくりのための取組を進め、健康寿命の延伸を
図る必要があります。
●望まない受動喫煙を防止する必要がありま
す。

病気の早期発見・早期治療・
予防の推進

68

各種がん検診の受診促進

67

生涯を通じた健康づくりにより健康長寿のま
ちをつくります

病気の予防対策の推進

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●各がん検診の受診率は、大阪府の平均値と
比較すると、肺がん検診を除き、低い状況と
なっています。
●感染症まん延防止に向け、予防接種の接種
率向上、及び発生時に迅速な対応ができる仕
組みが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●多くの市民が、がん検診を定期的に受診することで、がんの早期発見・早期治療を推進
し、がんによる死亡の減少をはかります。そのため、がん検診受診率の向上に向けて、市民
が受診しやすい環境整備等に努めます。

●予防接種の接種率向上のため、市民にとってわかりやすい周知に努めます。

２

３

実施方針

生活習慣の改善に向けた啓発などの推進

●生涯を通じて健康づくりに取り組める環境をめざし、関係機関と連携した施策づくりを検
討していくとともに、食生活や運動、喫煙などにおける個人の生活習慣や環境改善など健康
づくりに関する正しい知識の普及啓発等に努めます。
また、屋内、屋外における望まない受動喫煙の防止を図るため、受動喫煙防止対策を推進し
ます。

１

市民一人ひとりが健康への高い意識を持ち、健康づくりに取り組むまちをめざし
ます。

●個人の状態や背景に合わせた健康づくりに取り組むとともに、健（検）診を定期的に受診するよう
心がけます。
●望まない受動喫煙を防止するため、喫煙者はマナーを守るとともに、禁煙にも取り組みます。

●かかりつけ医の立場より、がん検診等の受診を積極的に勧奨するとともに、患者の状態や背景を考
慮した指導助言を行い、健康づくりを進めます。

指標 現状値 目標値

１ 健康寿命（※）の大阪府平均との差 男△1.38歳 女△1.08歳（2016年度） 男女ともに0歳以上

２ がん検診の受診率 肺がん検診12.2％、胃がん2.2％、大
腸がん検診7.3％、子宮がん検診7.1％、
乳がん検診6.1％（2017年度）

50％

３ 麻しんの予防接種率 第１期 100％ 第２期 98.4％
（2017年度）

第１期 第２期
100％

③健康管理分野

１．生涯を通じた健康づくりと
病気の予防対策

資料：門真市、大阪がん循環器病予防センター資料：大阪がん循環器病予防センター

2025年問題
関連施策

関連計画：門真市健康増進計画・食育推進計画（健康かどま２１）

76.09 76.37 76.28 
76.98 77.01 

79.26 
80.65 80.65 80.90 

81.59 

75.00

85.00
門真市の健康寿命

男 女

（歳）

77.59 77.82 77.96 78.11 78.39 
82.05 82.27 82.28 82.52 82.67 

75.00

85.00

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

(2012) (2013) (2014) (2015) (2016)

健康寿命の府内平均

13.3 

12.4 12.2 

2.6 2.1 2.2 

8.2 
7.2 7.3 

9.6 
7.9 

7.1 
8.2 

7.1 
6.1 

2.0

7.0

12.0

がん検診受診率

肺がん検診 異がん検診 大腸がん検診

子宮がん検診 乳がん検診

（％）

5.8 5.2 5.2 
3.0 

5.4 4.6 
7.8 

6.0 5.8 

17.8 15.1 16.0 
14.3 

0.0

10.0

20.0

平成27年 平成28年 平成29年

(2015) (2016) (2017)

がん検診受診率の府内平均



画像イメージ

安心して育児ができる環境の整備と、子どもの健
やかな成長を見守り育む地域づくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

乳幼児への保健対策の充実

●乳幼児健康診査の受診率は、全国平均と比較
して低い傾向にあり、全数の受診に至っていな
いため、子どもの発育・発達や養育状況等につ
いて全数確認ができていない現状があります。
そのため、保護者とともに成長を見守り、必要
に応じた支援につなげることができるよう発達
の節目に行う乳幼児健康診査の受診を促す取組
が必要です。

安心して妊娠・出産・子育て
ができる体制の充実

70

相談・支援体制の充実

69

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援
体制の充実したまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援体
制のさらなる充実に向けて、サービスメニュー
の充実を図るとともに、相談体制も充実させ、
保護者が孤立することなく、育児ができるよ
う、きめ細やかに相談に応じる体制を確立する
ことが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●妊娠届出時に全員の方に助産師等の専門職が面接するなど、妊娠・出産についての不安が
解消できる取組を行います。産後2週間には電話相談を実施し、生後1～2か月には新生児訪
問や、「こんにちは赤ちゃん訪問」等を行うなど育児に関する相談にも応じます。また、
「門真市子育て世代包括支援センター ひよこテラス」を効果的に運営し、保護者が孤立す
ることなく、育児を行えるよう、相談体制や支援体制、またサービスメニューのさらなる充
実を図ります。

２

実施方針

乳幼児健康診査の受診率向上

●乳幼児の健康の保持及び増進を図るため、成長・発達の節目となる時期である４か月児、
1歳6か月児、2歳6か月児、3歳6か月児に健康診査を実施し、受診率の向上に努めます。ま
た、経過観察健診も実施し、成長や発達の支援を継続的に行っていきます。加えて、育児の
不安や孤立が生じないように、保護者の育児に関する悩みや相談にも丁寧に応じます。

１

妊娠届出時から専門職等が丁寧に保護者に寄り添い、継続的にかかわりをもち、
困ったときにいつでも気軽に相談ができる関係を構築し、親も子も心身ともに健や
かに過ごせるまちをめざします。

●妊娠が判明したら速やかに妊娠届出を行います。
●妊娠・出産・子育てに関する心配や不安等については、抱え込まずに子育て関連機関等に相談しま
す。
●地域における子育て関連機関として、保護者や子どもを中心においたネットワーク体制を構築し、児
童虐待の予防を見据えつつ、横の連携を図りながら子育てを支援し、育児の孤立化等を防ぎます。

指標 現状値 目標値

１ 4か月児健康診査対象者の受診率
１歳６か月児健康診査対象者の受診率
３歳６か月児健康診査対象者の受診率

96.9％（2017年度）
94.8％（2017年度）
87.4％（2017年度）

100％

２ 妊娠11週以下での妊娠の届出率 94.5%（2017年度） 100％

③健康管理分野

２．母子保健の充実

資料：門真市、厚生労働省 地域保健健康増進事業報告
（平成29（2017）年）

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
妊
娠
届
出
数
は
年
々
減
少
し
少
子
化
は
進
ん
で
い
ま
す
が
、
核
家
族
化

や
家
庭
環
境
の
複
雑
化
及
び
多
様
化
に
よ
り
育
児
支
援
の
必
要
性
は
増
加

し
て
い
く
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
地
域
社
会
全
体
で
子
育
て
を
し
て
い
く
仕

組
み
づ
く
り
に
早
急
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
乳
幼
児
健
康
診
査
の
受
診
率
を
さ
ら
に
向
上
さ
せ
、
乳
幼
児
の
健
康
の

保
持
増
進
を
図
り
、
健
や
か
な
成
長
・
発
達
の
促
進
と
、
保
護
者
が
孤
立

せ
ず
に
子
育
て
が
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
妊
娠
届
出
数
は
、
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
家
庭
的
・
経
済
的
事
情
な

ど
に
よ
り
、
妊
娠
中
か
ら
支
援
の
必
要
な
妊
婦
が
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
本
市
は
若
年
妊
婦
が
全
国
平
均
よ
り
多
い
特
徴
が
あ
り
ま
す
。

・
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
４
月
よ
り
、
「
門
真
市
子
育
て
世
代
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー

ひ
よ
こ
テ
ラ
ス
」
の
運
営
を
ス
タ
ー
ト
し
、
妊
娠
・
出

産
・
子
育
て
に
関
す
る
相
談
に
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で
応
じ
る
体
制
を
整
備
し

て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
核
家
族
化
に
よ
る
孤
立
し
た
育
児
や
、
膨
大
な
育
児
情
報
に
よ
る
混
乱

等
に
よ
り
、
育
児
不
安
が
増
大
し
て
お
り
、
健
全
な
親
子
・
家
族
関
係
を

築
け
る
よ
う
身
近
な
地
域
で
子
育
て
を
支
え
る
仕
組
み
を
整
備
す
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
国
で
は
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
ま
で
切
れ
目
な

く
支
援
す
る
「
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
令
和
２
（
２
０
２

０
）
年
度
末
ま
で
に
全
国
の
市
町
村
に
設
置
す
る
こ
と
を
め
ざ
し
て
い
ま

す
。

関連計画：門真市子ども・子育て支援事業計画

資料：門真市、厚生労働省 地域保健健康増進事業報告
（平成29（2017）年）
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制度の適正な運用を行い、安定的な保険サービス
を提供することが必要です

めざすべき方向性

求められていること

国民健康保険制度の適正運用

●大阪府と連携して、国民健康保険制度を適正
に運用し、制度の周知・啓発に努める必要があ
ります。
●特定健康診査受診率を向上させ、病気の予防
や健康寿命の延伸に努める必要があります。

後期高齢者医療制度の適正運用

72

健康診査受診率の向上

71

みんなで支え合い健康に過ごせるまちをつく
ります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●大阪府後期高齢者広域連合と連携して後期
高齢者医療制度を適正に運用し、制度の周
知・啓発に努める必要があります。
●健康診査受診率を向上させ、病気の予防や
健康寿命の延伸に努める必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●疾病の早期発見・早期治療には健康診査の受診が大切です。健康診査受診率をより一層向
上させ、疾病予防や健康づくりを推進します。

２

実施方針

健康保険制度の周知啓発

●国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の適正な運用とともに、その周知・啓発に努め
ます。

１

国民健康保険や後期高齢者医療制度などの健康保険制度の適正な運用を進め、
制度の持続可能性を確保することで、安定的に保険サービスを提供できるまち
をめざします。

●健康診査を受診します。
●事業所は、健康診査に対する広報活動の充実に努めます。
●ジェネリック医薬品が使用できる場合は、ジェネリック医薬品を使用します。
●事業所は、ジェネリック医薬品について、広報活動を推進します。

指標 現状値 目標値

１ 特定健康診査受診率 31.6％（2017年度） 60％

2 健康診査受診率【後期高齢者医療】 31.0％（2017年度） 40％

③健康管理分野

３．健康保険制度の適正な運営

資料：門真市、厚生労働省資料：門真市、厚生労働省

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
高
齢
社
会
の
進
行
、
地
域
社
会
の
変
化
な
ど
時
代
に
応
じ
た
課
題
に
向
き
合

い
、
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
取
組
み
を
実
施
し
、
制
度
の
周
知
啓
発
に
努
め
る

と
と
も
に
、
健
康
診
査
受
診
率
を
向
上
さ
せ
、
病
気
の
予
防
、
健
康
寿
命
の
延

伸
に
努
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
は
、
「
国
民
健
康
保
険
加
入
率
」
の
割
合
は
２
７
．
２
％
（
平
成
30

（
２
０
１
８
）
年
４
月
時
点
）
と
大
阪
府
内
平
均
（
２
５
．
３
％
）
に
比
べ
、

高
い
特
徴
が
あ
り
ま
す
。

特
定
健
康
診
査
受
診
率
は
、
３
１
．
６
％
（
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
）

と
大
阪
府
内
平
均
（
３
０
．
６
％
）
を
上
回
る
状
況
で
す
が
、
40
歳
代
の
受
診

率
は
本
市
１
６
．
７
％
、
50
歳
代
の
受
診
率
は
本
市
２
１
．
８
％
と
な
っ
て
お

り
、
大
阪
府
内
平
均
（
40
歳
代

１
８
．
６
％
、
50
歳
代

２
２
．
４
％
）
に

比
べ
低
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

・
本
市
の
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
被
保
険
者
数
は
、
１
６
，
１
７
２
人
（
平

成
30
（
２
０
１
８
）
年
３
月
末
日
時
点
）
で
あ
り
、
高
齢
社
会
の
進
展
に
伴
い

今
後
も
増
加
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

健
康
診
査
受
診
率
向
上
の
取
組
を
実
施
し
た
結
果
、
３
１
．
０
％
と
大
阪
府

内
平
均
（
２
３
．
７
％
）
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
国
民
健
康
保
険
制
度
に
お
い
て
は
、
「
年
齢
構
成
が
高
く
医
療
費
水
準
が
高

い
」
、
「
所
得
水
準
が
低
く
保
険
料
負
担
が
重
い
」
、
「
小
規
模
な
運
営
主
体

（
市
町
村
）
が
多
く
財
政
が
不
安
定
に
な
り
や
す
い
」
な
ど
と
い
っ
た
構
造
的

な
課
題
を
抱
え
て
い
ま
す
。
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
お
い
て
も
、
「
所
得
水

準
が
低
く
保
険
料
負
担
が
重
い
」
、
「
団
塊
の
世
代
の
国
民
健
康
保
険
制
度
か

ら
の
移
行
に
よ
る
医
療
費
の
増
大
」
な
ど
と
い
っ
た
課
題
を
抱
え
て
い
ま
す
。

・
こ
れ
ら
の
課
題
に
対
応
す
る
た
め
、
大
阪
府
及
び
広
域
連
合
を
財
政
運
営
の

責
任
主
体
と
す
る
こ
と
で
、
国
民
皆
保
険
の
要
で
あ
る
国
民
健
康
保
険
制
度
・

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
基
盤
を
固
め
、
安
定
的
か
つ
持
続
可
能
な
制
度
と
し

て
次
の
世
代
に
引
き
継
げ
る
よ
う
に
見
直
し
を
行
っ
て
い
ま
す
。

ジェネリック医薬品（※）普及率向上

●本市の普及率は、67.35％（平成29（2017）年）と大阪府内平均65.05％（平成29（2017）
年）を超え、大阪府内でも上位ランクに位置していますが、国の目標値（令和２（2020）年
までに80％）とは開きがあるため、ジェネリック医薬品普及率を向上し医療費の適正化に努
めます。

３

関連計画：門真市国民健康保険データヘルス計画
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みんなの課題をみんなで解決できる地域づくり
が必要です

めざすべき方向性

求められていること

”地域福祉力”の向上

●制度の狭間にある課題や潜在的な課題を早期
に発見し、適切な専門機関へつなげるため、地
域の福祉関係者、関係機関との連携体制を強化
し、地域の課題解決に連携して取り組む必要が
あります。

住民相互が助け合う地域づくり

74 73

誰もが安心して暮らせる地域共生のまちを
つくります

地域福祉の担い手確保への支援

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●多くの人が地域の福祉課題を我が事として
とらえ、住民相互の自主的な支え合い、助け
合いをすることが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●民生委員・児童委員や校区福祉委員など、地域における福祉の担い手の確保へ向けた支援
を強化します。まずは、住民の地域における福祉活動への意欲や関心を喚起するため、活動
内容等の情報発信の強化を図り、地域福祉を担う新たな人材の活動の機会を充実させ、人材
発掘や育成のための仕組みづくりを推進します。

３

実施方針

地域における福祉活動や団体等の認知度の向上や、新たな担い手による地域福祉活
動の活性化により住民相互の支え合いの意識の向上を図るとともに、福祉関係機関
等の連携の促進により誰もが安心して暮らせる地域の実現をめざします。

●ボランティア活動等の地域における活動に積極的に参加し、地域における福祉課題について関心を持
つとともに、その解決に向けて主体的に取り組みます。
●門真市社会福祉協議会などの関係団体は、活動分野を超えて互いの取組や事業の理解に努め、事業の
共同実施等を含めた連携体制の構築を図るとともに、地域の活性化や地域における課題解決を図る取組
を実施します。

指標 現状値 目標値

１ 門真市は互いに助け合い、支え合う地域のつながりのあるまち
だと思う割合(％)

34.6％（2018年
度）

70%

2 福祉関係者や関係機関の相互の連携状況（日頃連携している、
時々連携している）（％）

60.2％（2016年
度）

80％

④福祉分野

１．地域福祉の推進

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
こ
れ
か
ら
の
福
祉
に
求
め
ら
れ
る
の
は
、
問
題
が
深
刻
化
す
る
前
に

早
期
発
見
し
、
支
援
に
つ
な
げ
て
い
く
「
予
防
的
福
祉
」
の
視
点
で
あ

り
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
や
校
区
福
祉
委
員
な
ど
に
よ
る
地
域
の
見

守
り
や
Ｃ
Ｓ
Ｗ
に
よ
る
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
を
よ
り
一
層
推
進
し
、
課
題
の

早
期
発
見
か
ら
専
門
機
関
へ
の
つ
な
ぎ
の
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
が

重
要
と
な
っ
て
き
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
小
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
活
動
や
校
区
福
祉
委
員
活
動
で
は
、
子
育
て

サ
ロ
ン
や
世
代
間
交
流
な
ど
、
地
域
に
根
差
し
た
活
動
を
展
開
し
て
い

ま
す
。

ま
た
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
や
門
真
市
社
会
福
祉
協
議
会
に
配
置
し

て
い
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
（
Ｃ
Ｓ
Ｗ
）
な
ど
が
、

地
域
で
の
見
守
り
や
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
活
動
な
ど
を
行
い
、
制
度
の
狭
間

や
既
存
の
サ
ー
ビ
ス
に
つ
な
が
ら
な
い
課
題
を
抱
え
る
市
民
を
支
援
し

て
い
ま
す
。

・
少
子
高
齢
社
会
・
人
口
減
少
が
よ
り
一
層
深
刻
化
す
る
中
で
、
地
域

住
民
や
社
会
福
祉
法
人
、
民
生
委
員
・
児
童
委
員
、
行
政
な
ど
の
多
様

な
構
成
員
の
協
働
に
よ
り
、
「
地
域
の
つ
な
が
り
」
が
実
感
で
き
、
課

題
を
「
我
が
事
」
と
し
て
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
支
え
合
い
の
地
域
づ

く
り
の
重
要
性
が
増
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
少
子
高
齢
社
会
・
人
口
減
少
問
題
が
進
行
す
る
中
で
、
地
域
と
の
つ

な
が
り
が
さ
ら
に
希
薄
化
し
、
孤
独
死
、
ひ
き
こ
も
り
、
空
き
家
等
の

問
題
が
社
会
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
れ
ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た

め
に
は
、
生
活
の
基
盤
と
し
て
の
地
域
の
力
を
強
化
し
、
そ
の
持
続
可

能
性
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
に
は
、
支
え
手

側
と
受
け
手
側
に
分
か
れ
る
の
で
は
な
く
、
誰
も
が
役
割
を
持
ち
、
活

躍
で
き
る
地
域
共
生
社
会
の
実
現
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

資料：門真市第３期地域福祉計画策定のための
アンケート調査結果報告書（平成28（2016）年３月） 資料：門真市市民幸福実感に関する意識調査

住民相互の助け合いの推進

●誰もが地域で安心して生活するために、住民参加による地域での見守りや支え合いの仕組
みづくりを推進します。そのために、地域における様々な福祉活動の認知度の向上を図り、
より多くの地域住民に参加してもらえるような行事や活動を支援し、地域における人と人と
のつながりを創出することで、住民相互の助け合いの意識の向上を図ります。

２

地域の連携体制の強化による予防的福祉の実践

●地域の見守り活動などの予防的福祉の視点を持ちながら、地域福祉に関わる組織や門真市
社会福祉協議会などの関係団体が連携した地域福祉を推進できるよう、各種会議等の場を活
用したネットワークの構築を図ります。まずは、互いの取組や事業を理解し、事業の共同実
施など、地域での新たな関係づくりに取り組めるよう支援します。

１

関連計画：門真市地域福祉計画
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自立への支援を行うとともに、介護予防に取り組む
ことで、重度化を防止することが必要です

めざすべき方向性

求められていること

介護予防の推進

●住民主体の通いの場づくりや、地域包括支援
センター等が主催し、市内で実施している健康
づくり体操などの健康教室の充実、また、健康
づくりの推進に関する協定を締結した企業等と
健康づくりに関するイベント等を共同開催する
ことで、健康づくり、介護予防に取り組む高齢
者の増加に努める必要があります。

認知症高齢者の見守り体制
の強化

76

認知症高齢者等の見守り体制の強化・推進

75

高齢者が元気に地域で暮らしていけるまちを
つくります

終末期の不安の軽減

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●認知症高齢者が増加傾向にあることから、
認知症の正しい知識・理解の普及啓発に努
め、認知症の人の早期発見・早期支援に繋げ
るとともに、地域での見守り体制の強化の必
要性が高まっています。

みんなが協力できること

１ ２

●身近な地域での見守り・支援活動をさらに促進するため、認知症サポーター養成講座や介
護予防教室などの開催により、認知症について正しい知識と理解を深める取組を進めます。
また、民間企業との連携等により、さらなる地域での見守りネットワークの体制を強化する
ことで、認知症高齢者等の早期発見・早期支援を促進し、認知症高齢者やその家族が安心し
て住み続けることができる地域づくりを推進します。

●高齢者が安心して地域で暮らしていくため、孤独死などの終末期の不安についての相談窓
口の設置や、万が一のときに本人の希望に添った対応ができるよう「救急医療情報キット」
や「エンディングノート」の活用推進など、終末期の不安を軽減する取組を行います。

２

３

実施方針

介護予防教室等の充実

●住民主体の健康づくり体操や地域包括支援センターの教室、病院等との共同開催の教室な
どを通して、介護予防に取り組む人を増やし、要支援や要介護状態にならないように予防
し、高齢者の健康寿命の延伸を図ります。

１

高齢者が住み慣れた地域で生活ができるよう、地域で高齢者を支える体制を構築す
るとともに、高齢者自らが元気に地域で暮らしていける環境づくりを行います。

●健康づくりに努めるとともに、自ずからが元気で、地域で活躍できるようボランティア活動などの地
域活動に主体的に参加します。
●近隣高齢者等に思いやりをもって接し、声かけなど日常的な見守り活動を行います。

●見守り活動や住民主体による通いの場の創出、ボランティア育成等を図ります。

●医療・福祉等関係機関は、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活が送れるよう、相互連携し、サー
ビス等の提供を行います。

指標 現状値 目標値

１ 認知症サポーター養成者数 5,154人（2018年度） 9,000人

2 前期高齢者の要支援・要介護認定率の割合 6.6% （2018年度） 4.5%

④福祉分野

２．高齢者への支援

資料：くすのき広域連合 資料：門真市

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
今
後
、
ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
や
高
齢
者
の
み
世
帯
、
認
知
症
世
帯
な
ど
、

見
守
り
や
日
常
生
活
上
の
支
援
が
必
要
な
高
齢
者
の
増
加
が
予
測
さ
れ
る
こ
と

か
ら
、
高
齢
者
を
支
え
る
取
り
組
み
や
健
康
寿
命
の
延
伸
、
見
守
り
体
制
、
社

会
と
関
わ
り
を
持
つ
こ
と
が
で
き
る
生
き
が
い
づ
く
り
な
ど
が
重
要
に
な
っ
て

き
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
高
齢
化
率
は
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
時
点
で
２
８
．
４
％
で
あ
り
、

全
国
（
２
６
．
８
％
）
・
大
阪
府
（
２
６
．
２
％
）
と
比
較
す
る
と
高
く
な
っ

て
お
り
、
急
速
に
高
齢
化
が
進
行
し
て
い
ま
す
。
ま
た
一
般
世
帯
に
占
め
る
高

齢
者
独
居
世
帯
の
割
合
、
高
齢
者
夫
婦
世
帯
割
合
も
平
成
27
（
２
０
１
５
）
年

時
点
で
１
５
．
２
％
、
１
０
．
０
％
と
全
国
平
均
（
１
１
．
１
％
、
９
．

８
％
）
・
大
阪
府
平
均
（
１
３
．
３
％
、
９
．
８
％
）
を
上
回
る
結
果
と
な
っ

て
い
ま
す
。

・
団
塊
の
世
代
が
後
期
高
齢
期
（
75
歳
以
上
）
を
迎
え
る
令
和
７
（
２
０
２

５
）
年
に
は
、
75
歳
以
上
高
齢
者
の
割
合
が
平
成
27
（
２
０
１
５
）
年
の
１
１
．

７
％
か
ら
１
７
．
５
％
ま
で
上
昇
す
る
と
推
計
さ
れ
て
お
り
、
認
知
症
高
齢
者

数
は
５
，
４
３
６
人
か
ら
６
，
１
２
８
人
と
な
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
少
子
高
齢
社
会
、
核
家
族
化
が
進
み
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様
化
に
伴
い

ひ
と
り
暮
ら
し
高
齢
者
や
高
齢
夫
婦
世
帯
な
ど
も
増
加
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

医
療
や
介
護
を
必
要
と
す
る
高
齢
者
や
認
知
症
高
齢
者
、
高
齢
者
虐
待
件
数
な

ど
も
増
加
し
て
お
り
、
高
齢
者
に
対
す
る
支
援
は
多
様
化
・
複
雑
化
し
て
い
ま

す
。

・
団
塊
の
世
代
が
７
５
歳
以
上
と
な
る
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
を
目
途
に
、

重
度
な
介
護
状
態
に
な
っ
て
も
住
み
慣
れ
た
地
域
で
自
分
ら
し
い
暮
ら
し
を
人

生
の
最
後
ま
で
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
医
療
、
介
護
、
予
防
、
住
ま
い
、

生
活
支
援
が
包
括
的
に
確
保
さ
れ
る
体
制
と
し
て
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の

深
化
・
推
進
が
求
め
ら
れ
て
お
り
ま
す
。
更
に
は
、
高
齢
、
障
が
い
、
子
ど
も
、

貧
困
な
ど
世
帯
全
体
の
複
合
化
、
複
雑
化
し
た
課
題
を
包
括
的
に
対
応
す
る
た

め
の
相
談
支
援
体
制
（
共
生
社
会
）
の
構
築
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市高齢者保健福祉計画
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障がい児(者)を理解し、支え合いながら共に生きる
ことのできる環境整備が必要です

めざすべき方向性

求められていること

共に生きる地域づくり

●障がい児(者)が地域社会で安心して暮らせる地
域づくりのために、障がい児（者）への理解の
促進をはじめとして、地域でのふれあい、支え
合いの促進、就労支援などによる社会参加の促
進や情報提供・相談体制の充実などによる生活
支援の充実が必要です。

発達上支援の必要な子どもの早期発
見・早期療育体制の充実

78 77

障がいの有無によって分け隔てられることなく、
地域社会で安心して暮らせるまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●発達のつまずきがある場合、それに早く気
づく必要があります。
●一人一人の状況に応じた療育が求められて
います。

みんなが協力できること

１ ２

実施方針

切れ目のない重層的な支援体制の構築

●より一層、幼年期から老年期までのライフステージに応じた切れ目のない重層的な支援体
制を構築し、障がい児（者）の生活状況に応じたサービス利用を推進することで、障がい児
(者)が安心して暮らすことができる環境の整備を進めます。

１

障がい児(者)が障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人格
と個性を尊重し、地域で支え合う共生のまちをめざします。

●障がい児（者）への虐待及び障がいを理由とする不当な差別的取り扱いを防止し、障がいのある人
の状態に応じた合理的な配慮に努めます。
●障がい者雇用の促進や安定を図るための取組等を進めるとともに、社会資源の整備に協力します。

指標 現状値 目標値

１ 障がい者が自立しながら安心して暮らせる環境ができていると
思う人の割合（％）

59.9％
（2018年度）

80％

２ 障害者差別解消法を知っている市民の割合（％） 未実施 100％

④福祉分野

３．障がい児（者）等への支援

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
障
が
い
児
（
者
）
が
障
が
い
の
有
無
に
よ
っ
て
分
け
隔
て
ら
れ
る
こ
と
な

く
、
地
域
で
支
え
合
い
共
生
し
て
い
く
社
会
を
築
い
て
い
く
た
め
、
障
が
い

福
祉
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
整
備
・
サ
ー
ビ
ス
利
用
を
推
進
す
る
取
組
や
地

域
で
の
交
流
活
動
等
に
よ
り
障
が
い
児(

者)

が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
整

備
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
支
援
が
必
要
と
さ
れ
る
子
ど
も
が
増
加
す
る
状
況
の
中
、
障
が
い
の
早
期

発
見
・
早
期
療
育
に
重
点
を
置
き
、
子
ど
も
の
将
来
を
見
通
し
た
支
援
を
行

う
た
め
、
こ
ど
も
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
を
中
心
に
教
育
機
関
や
民
間
事
業
所

な
ど
各
関
係
機
関
に
よ
る
障
が
い
児
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
充
実
が
必
要
で

す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
で
は
権
利
擁
護
に
関
す
る
取
組
や
障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
の

拡
大
・
サ
ー
ビ
ス
内
容
の
充
実
に
努
め
て
い
ま
す
。

・
門
真
市
障
が
い
者
地
域
協
議
会
を
通
じ
て
地
域
に
お
け
る
障
が
い
児

（
者
）
へ
の
支
援
体
制
に
関
す
る
課
題
に
つ
い
て
情
報
共
有
し
、
障
が
い
児

(

者)

が
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
環
境
の
整
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

・
平
成
26
（
２
０
１
４
）
年
に
こ
ど
も
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
を
開
設
し
、
通

園
事
業
、
保
育
所
等
訪
問
支
援
事
業
、
発
達
障
が
い
児
個
別
療
育
事
業
、
発

達
障
が
い
児
相
談
支
援
事
業
な
ど
の
取
組
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
障
が
い
児
（
者
）
に
関
す
る
法
整
備
が
進
め
ら
れ
、
障
が
い
児
（
者
）
の

権
利
擁
護
、
地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
た
取
組
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
法
改
正
・
制
度
改
正
に
よ
り
、
障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス
対
象
者
の
拡
大
及

び
新
た
な
サ
ー
ビ
ス
の
創
設
な
ど
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

資料：門真市障がい者福祉に関するアンケート調査
（平成25（2013）年）

資料：門真市障がい者福祉に関するアンケート調査
（平成25（2013）年）

●障がいの有無に関わらず相互に人格と個性を尊重し合い、共に理解を深め合います。

社会参加の促進

障がい児施策の充実

●障がいのある人の地域における自立及び就労等の社会参加をより一層促すため、社会
活動や余暇活動等について支援を行います。
また、地域でのふれあい、支え合いの促進などを通じ、障がい児（者）への理解を促進
します。

●現状のこども発達支援センターの事業（通園事業・発達障がい児個別療育事業・保育
所等訪問事業・障がい児相談支援事業）に加え、市内の教育機関や民間事業所などと連
携し、障がい児施策の充実を図ります。

２

３

関連計画：門真市障がい児福祉計画 門真市障がい福祉計画 門真市障がい者計画 門真市子ども・子育て支援事業計画
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生活困窮者の自立に向けた支援体制の整備が
必要です

めざすべき方向性

求められていること

健康で自立した生活の
実現に向けた支援

就労相談等による早期の自立
に向けた支援

80

日常生活の健康マネジメント

79

生活に困っている人の自立に必要な支援が行き
届くまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
共
生

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●就労経験がなかったり長期の離職状態にあ
る生活困窮者に対する就労相談から離職防止
までの総合的な支援が求められています。

みんなが協力できること

１ ２

●健康管理等が困難な生活保護受給者に対し、健康的な日常生活を送ることがで
きるよう、健康指導や相談を行います。

２

実施方針

自立に向けた就労支援

●働くことのできる生活困窮者に就労を促進するため、専門員による就労相談や
職業紹介・就職活動・離職防止まで総合的な支援を行います。

１

生活に困っている人が必要な支援を受けることができるよう、生活相
談や健康相談、就労相談などの体制整備に努め、自立を支えるまちを
めざします。

●生活に困っている人に、市役所などへ相談するよう勧めるなど、お互いが助け合うことのできる地域

づくりを進めます。

●関係機関は、必要な支援が適切に受けることができるよう連携体制の強化を図ります。

指標 現状値 目標値

１ 15歳～64歳における生活保護率（人口比）
※人口については2019年４月１日現在

3.0％（2018年度） 1.5％

２ 健康管理指導による改善率 80％（2017年度） 85％

④福祉分野

４．生活保障と自立支援

2025年問題
関連施策

資料：門真市 資料：門真市

【
将
来
の
見
通
し
】

・
人
口
減
少
・
高
齢
社
会
の
進
行
に
よ
り
、
生
活
保
護
受
給
者
数
・
保
護
率

の
減
少
は
今
後
も
続
く
一
方
、
世
帯
別
で
は
稼
働
年
齢
層
の
減
少
や
単
身
高

齢
世
帯
の
増
加
傾
向
は
続
く
と
考
え
ら
れ
、
生
活
保
護
か
ら
の
自
立
が
見
込

め
ず
、
医
療
扶
助
費
の
増
加
や
高
止
ま
り
も
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
健
康

指
導
な
ど
に
よ
る
医
療
費
の
適
正
化
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

・
ま
た
、
引
き
こ
も
り
で
就
労
経
験
が
な
い
等
の
複
合
的
な
課
題
を
抱
え
た

生
活
困
窮
者
を
幅
広
く
受
け
止
め
、
包
括
的
、
継
続
的
な
支
援
に
よ
り
生
活

困
窮
者
の
自
立
と
尊
厳
が
確
保
さ
れ
た
う
え
で
、
生
活
困
窮
者
の
早
期
発
見

や
見
守
り
の
た
め
の
地
域
づ
く
り
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
生
活
保
護
受
給
者
数
は
平
成
25
（
２
０
１
３
）
年
３
月
を
ピ
ー
ク

に
減
少
し
て
い
ま
す
が
、
世
帯
数
は
横
ば
い
で
あ
り
、
う
ち
65
歳
以
上
の
高

齢
世
帯
の
割
合
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
生
活
困
窮
者
の
新
規
相
談
件
数
は
、
年
間
３
０
０
件
台
で
推
移
し
て

お
り
、
全
国
平
均
を
上
回
る
相
談
支
援
を
行
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
近
年
の
社
会
経
済
状
況
の
構
造
的
変
化
に
よ
り
、
生
活
困
窮
に
陥
る
リ
ス

ク
の
高
い
人
々
や
、
稼
働
年
齢
層
を
含
む
生
活
保
護
の
受
給
者
が
増
大
し
て

お
り
、
平
成
27
（
２
０
１
５
）
年
度
よ
り
生
活
困
窮
者
自
立
支
援
制
度
が
開

始
さ
れ
、
生
活
困
窮
者
の
自
立
と
尊
厳
の
確
保
及
び
支
援
を
通
じ
た
地
域
づ

く
り
を
め
ざ
し
て
い
ま
す
。

・
全
国
で
は
生
活
保
護
の
受
給
者
数
は
平
成
４
（
１
９
９
２
）
年
以
降
、
長

引
く
景
気
の
低
迷
な
ど
の
理
由
に
よ
り
増
え
続
け
、
平
成
27
（
２
０
１
５
）

年
３
月
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
ま
し
た
。
現
在
は
、
減
少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、

世
帯
数
で
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
そ
の
理
由
と
し
て
、
高
齢
化
や
核
家
族
化

の
影
響
か
ら
被
保
護
世
帯
の
う
ち
単
身
高
齢
者
の
割
合
が
増
加
し
て
い
る
こ

と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

●生活保護受給者の高齢化に伴い、日常生活
の健康管理などの支援体制の充実が求められ
ています。

関連計画：門真市地域福祉計画
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密集市街地の改善と都市機能の集約等
によるまちの顔づくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

安全･安心のまちづくり

●老朽化した木造住宅等や幅員が狭い道路が多
く、火災時に大規模な延焼が起こり、避難が困
難になる恐れがあるため、引き続き、密集市街
地の改善に取り組む必要があります。

まちの顔づくり

82

駅周辺地区まちづくりの推進

81

安全・安心で災害に強く、
賑わいと交流のある人々が集うまちをつくります

第二京阪道路沿道まちづくりの推進

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●人口減少社会の到来により、選択と集中が
必要とされていることから、各駅周辺に都市
機能の集約を進める必要があります。
●第二京阪道路沿道の低未利用地について、
無秩序な開発が行われないよう、道路沿道の
ポテンシャルを活かした計画的なまちづくり
が必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●門真市駅および古川橋駅周辺においては、福祉･商業などの都市機能の誘導、門真南駅
周辺においては、都市基盤の整備や都市機能を誘致するなど、賑わいと交流の場を創出
するとともに、定住促進につながるような魅力あるまちづくりをめざします。

●第二京阪道路沿道の市街化調整区域（33.5ha）においては、第二京阪道路の整備効果
を活かし、商業・業務等の都市機能の誘致など計画的なまちづくりをめざします。

２

３

実施方針

密集市街地整備事業の推進

●本市北部の密集市街地において、土地区画整理事業や優先主要生活道路整備事業を進
め、中でも「地震時等に著しく危険な密集市街地」（137ha）では、早急に延焼危険性や
避難困難性を改善する必要があるため、土地区画整理事業、優先主要生活道路整備事
業、延焼遮断帯整備促進事業、老朽木造建築物等除却補助事業を実施し、防災機能を有
する公園の整備を進めるなど、安全・安心で災害に強いまちづくりをめざします。

１

密集市街地対策を推進するとともに駅周辺等への都市機能集約を図り、
安全･安心で賑わいと交流のある、まちの顔づくりに取り組みます。

●老朽化した木造住宅等の建替え等を進めます

●市民団体は、市のまちづくり計画策定への参画、住民の声をまとめます

●事業者は、市が計画しているまちづくりへ参画します

指標 現状値 目標値

１ 地震時等に著しく危険な密集市街地の面積 137ha 0ha

2 市街化区域の割合 97.3％ 100%

３ 主要駅の周辺がまちの顔としてにぎわいのあ
る魅力的な環境だと感じる人の割合

29.2％ 60％

⑤まちづくり分野

１．まちの顔づくり

【
将
来
の
見
通
し
】

・
災
害
に
強
い
安
全
・
安
心
な
ま
ち
を
つ
く
る
た
め
、
一
日
で
も
早
く

密
集
市
街
地
を
改
善
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

賑
わ
い
と
交
流
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
向
け
、
本
市
の
顔
と
な
る
エ

リ
ア
へ
の
機
能
集
約
、
交
通
面
で
優
れ
た
立
地
を
活
か
し
た
計
画
的
な

土
地
利
用
等
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
北
部
に
は
老
朽
化
し
た
木
造
住
宅
等
が
建
ち
並
ぶ
密
集
市
街

地
が
広
範
囲
に
形
成
さ
れ
て
い
る
た
め
、
密
集
市
街
地
の
改
善
に
向
け
、

土
地
区
画
整
理
事
業
や
道
路
整
備
事
業
、
老
朽
木
造
建
築
物
の
除
却
等

に
よ
り
、
燃
え
広
が
り
に
く
い
ま
ち
づ
く
り
を
促
進
し
て
い
ま
す
。

・
市
内
に
は
３
つ
の
鉄
道
や
第
二
京
阪
道
路
が
走
り
、
さ
ら
に
大
阪
モ

ノ
レ
ー
ル
や
淀
川
左
岸
線
の
延
伸
が
決
定
さ
れ
る
な
ど
、
交
通
結
節
点

と
し
て
優
れ
た
ま
ち
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
駅
周
辺
地
域
の
活
気
が
失
わ
れ
つ
つ
あ
り
、
道
路
沿
道
で

も
空
き
地
な
ど
の
低
未
利
用
地
が
存
在
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
近
年
発
生
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
る
巨
大
地
震
等
に
備
え
、
人
々
が
安
心

し
て
住
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
災
害
に
強
い
安
全
な
ま
ち
を
つ
く
る

こ
と
が
必
要
で
す
。

ま
た
、
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
が
進
行
す
る
な
か
で
、
住
み
続
け

ら
れ
る
ま
ち
を
め
ざ
し
、
生
活
利
便
性
の
向
上
や
賑
わ
い
、
交
流
を
生

み
出
す
こ
と
が
必
要
で
す
。

関連計画：門真市都市計画マスタープラン、門真市立地適正化計画

関連条例：門真市まちづくり基本条例

北島地区、北島東第２地区

出所：門真市

出所：門真市



安全・安心の住まいを確保し、
定住促進に寄与するまちづくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

住まい環境の
安全・安心の確保

●人口減少社会を踏まえ、居住ニーズに対応し
た良質な住宅ストックの蓄積に努める必要があ
ります。
●建築物の耐震化率の推移は、所有者の意思と
密接に関係しており、支援策による費用軽減、
耐震診断や改修事例等の情報発信・相談体制の
充実が必要です。

空家等対策の推進

84

空家等対策の推進

83

安全・安心で快適な暮らしができる
まちをつくります

市営住宅の管理と改善整備

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
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環
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⑦
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水
道

⑧
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域
振
興

⑨
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業
振
興

⑩

地
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育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●住宅・世帯及び空き家の推移
住宅総数が世帯総数を上回っており、空き
家が増加傾向であることから、空家等の発
生抑制や適正管理、利活用や除却等の取組
みが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●「門真市空家等対策計画」に基づき、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に推進
し、地域の生活環境の保全を図り、安全・安心で快適に暮らせる環境づくりをめざしま
す。

●市内の府営住宅については、順次移管を進め、市民の生活拠点として、身近な市が管
理することで、住民サービスの向上を図るとともに、建替え事業により生み出される用
地を活用して、定住魅力あるまちづくりを進めます。また、市営住宅ストックの活用及
び適正な管理等を行います。

２

３

実施方針

安全・安心でゆとりある良好な住環境の確保

●良好な開発事業の誘導に加え、既存住宅の耐震化や老朽化した住宅の除却を促進し、
安全・安心な住まい環境への更新を図ります。

１

住宅・住環境の整備に関する支援を行うことにより、まちの安全性が高
まり、定住意向が高まるようなまちづくりに取り組みます。

●老朽化した建物や空き家の適正管理を実施します。

●市民団体は、空家等の見守り活動を推進するなど、良好な住環境を創出します。

●事業者は、住宅供給や適正な管理など、良好な住環境を創出します。

指標 現状値 目標値

１ 住宅の耐震化率 76.8% 95％

２ 空き家率 17.4％ 15.2％

⑤まちづくり分野

２．快適な住まい環境の充実

【
将
来
の
見
通
し
】

・
建
築
物
の
老
朽
化
や
耐
震
性
能
の
不
足
、
人
口
減
少
等
に
よ

る
空
き
家
増
加
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
、
老
朽
建
築
物
等
の
除

却
や
耐
震
化
等
の
補
助
事
業
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
空
家
等

に
関
す
る
対
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

・
居
住
環
境
を
含
む
住
生
活
全
般
の
質
の
向
上
を
は
か
る
と
と

も
に
、
良
質
な
ス
ト
ッ
ク
を
将
来
世
代
へ
継
承
で
き
る
よ
う
安

全
・
安
心
で
良
好
な
住
環
境
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
市
内
に
は
、
高
度
経
済
成
長
期
の
人
口
急
増
に
伴
い
建
築
さ

れ
た
低
廉
な
家
賃
の
民
間
賃
貸
住
宅
（
文
化
住
宅
や
長
屋
住

宅
）
の
老
朽
化
や
空
き
家
化
が
進
行
し
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、

老
朽
建
築
物
等
の
除
却
を
促
進
し
、
空
家
等
対
策
計
画
の
策
定

等
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
人
口
減
少
及
び
少
子
高
齢
化
社
会
に
対
応
す
る
た
め
、
住
宅

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
確
保
を
図
り
つ
つ
、
健
全
な
住
宅
市
場

の
整
備
や
生
活
の
質
の
向
上
を
図
る
政
策
へ
の
転
換
が
必
要
で

す
。

・
世
帯
数
の
減
少
に
よ
り
、
空
き
家
が
年
々
増
加
す
る
と
と
も

に
、
老
朽
化
し
た
建
築
物
も
増
加
し
て
お
り
、
適
正
に
管
理
さ

れ
て
い
な
い
建
物
へ
の
対
応
が
必
要
で
す
。

73.30% 74.00%

76.80%

H19 H22 H27

住宅の耐震化率の推移

出所：門真市住宅・建築物耐震改修促進計画（改定版）
出所：住宅・土地統計調査

関連計画：門真市住宅・建築物耐震改修促進計画、門真市空家等対策計画、門真市営住宅長寿命化計画、

関連条例：門真市まちづくり基本条例



市民の誰もが利用できる
憩いとうるおいのある生活空間の確保が必要です

めざすべき方向性

求められていること

うるおいとみどりの充実

●都市公園面積の推移
今後もみどりと公園の充実を図ります。

公園施設の整備と適正管理

86

公園施設の長寿命化

85

充実した憩いの空間のあるまちをつくります

水路の保全と親水空間の創出
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③
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●公園長寿命化計画から文言抜粋

みんなが協力できること

１ ２

●子どもから高齢者まで誰もが安心して利用できる公園となるよう、遊具などの施設の
点検を実施し、利用者の安全確保に努めます。また、点検結果などに基づき計画的に遊
具の更新などを行います。

●水路の計画的な維持管理を実施し、適切な水循環と水質の向上を図ります。また、既
存の水路を修景に配慮した改修を行い、子どもたちの遊びの場や市民の憩いと安らぎを
与える親水空間の整備を行います。

２

３

実施方針

みどりと公園の整備

●みどり豊かな公共空間の創出に努めるとともに、新たな公園整備やリニューアルの際
には、地域住民などの意見を取り入れ、親しみのある公園を整備するなど、市民が身近
にみどりを実感できる環境づくりを行います。

１

良質なみどりが実感でき、憩いとうるおいのある、充実した生活環境の
実現に取り組みます。

●公園利用時のゴミの持ち帰りや清掃などのボランティア活動への参加、自宅敷地の緑化に協力
します

●市民、市民公益活動団体は、清掃や草刈りなどのボランティア活動を実施します

●事業者は、緑化・景観推進活動を実施します

指標 現状値 目標値

１ 市民１人当たりの公園面積 1.13㎡ 2.00㎡

２ 市内緑化の年間増加面積 3,000㎡ 4,000㎡

３ 長寿命化対策を実施する公園施設数 ー ３0ヶ所(検討中）

⑤まちづくり分野

３．憩いの場の充実

【
将
来
の
見
通
し
】

・
水
路
や
公
園
な
ど
施
設
の
老
朽
化
に
伴
い
、
計
画
的
な
施
設
の
長

寿
命
化
と
再
整
備
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
公
共
空
間
の
み
ど
り
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
法
人
・
個
人
が

緑
化
に
協
力
し
、
多
く
の
み
ど
り
を
感
じ
て
も
ら
え
る
よ
う
に
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
設
置
か
ら
長
い
年
月
が
経
過
し
て
い
る
水
路
や
公
園
施
設
の
老
朽

化
が
進
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
清
掃
や
除
草
、
大
木
化
す
る
樹
木
の

維
持
管
理
面
等
に
課
題
が
あ
り
ま
す
。

・
本
市
の
市
民
１
人
あ
た
り
の
都
市
公
園
面
積
は
、
公
共
用
地
を
有

効
利
用
し
て
公
園
整
備
に
取
り
組
む
な
ど
し
た
結
果
、
少
し
ず
つ
増

加
し
て
い
る
も
の
の
、
府
内
平
均
よ
り
も
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
都
市
が
「
如
何
に
緑
地
を
確
保
す
る
か
」
か
ら
、
拡
大
を
前
提
と

し
な
い
社
会
で
も
「
緑
を
通
じ
た
ま
ち
づ
く
り
に
よ
っ
て
人
々
の
豊

か
な
暮
ら
し
を
如
何
に
実
現
す
る
か
」
へ
と
、
そ
の
主
眼
を
移
行
し
、

都
市
形
成
に
関
与
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
社
会
の
進
行
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
多
様

化
な
ど
の
都
市
を
取
り
巻
く
社
会
情
勢
の
大
き
な
変
化
を
受
け
て
、

高
齢
者
の
健
康
増
進
や
子
育
て
支
援
な
ど
多
様
化
す
る
地
域
課
題
へ

の
貢
献
や
、
樹
木
の
維
持
管
理
な
ど
、
様
々
な
課
題
に
直
面
し
て
い

ま
す
。

公園長寿命化計画
から文言抜粋

関連計画：門真市みどりの基本計画

関連条例：門真市都市公園条例

出所：門真市
出所：門真市



公共交通の利便性の向上を促進し、
便利で快適なまちづくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

バスに特化した
交通結節点の整備

●大和田駅前広場の整備
大和田駅前広場の整備を進め、ターミナル機

能の促進を図る必要があります。

公共交通サービスの充実

88

地域公共交通ネットワークの構築

87

便利で快適な公共交通が確保される
まちをつくります

公共交通の結節点と周辺整備

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●コミュニティバス利用者数
高齢化社会により、コミュニティバスの利

用者は年々増加しているため、更なる充実が
必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●大阪モノレールの延伸事業について、その整備効果を最大限に発揮させるための検討
を進めると共に、コミュニティバスを充実させるなど、様々な地域公共交通ネットワー
クを構築します。

●鉄道駅の耐震補強及びバリアフリー化を促進するとともに、自転車駐車場の充実を図
るなど、安全で便利な公共交通を確保します。

２

３

実施方針

大和田駅前広場の整備

●公共交通の結節点にふさわしい便利で賑わいのある駅前広場とするため、大和田駅に
おいて、鉄道や路線バス等の乗り継ぎを便利にするなどターミナル機能の向上を図り、
地域の顔として魅力的な駅前空間の整備を行います。

１

鉄道やバスなど、便利で快適な地域公共交通ネットワークを確保するこ
とにより、市民の外出機会を促進し、賑わいや人口増加につなげます。

指標 現状値 目標値

１ 大和田駅前南側広場 － 整備完了

２ コミュニティバスの年間利用者数 76,000人 231,000人

⑤まちづくり分野

４．公共交通の充実

【
将
来
の
見
通
し
】

・
鉄
道
駅
の
耐
震
化
や
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
整
備
等
を
推
進
す
る
ほ
か
、

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
モ
ノ
レ
ー
ル
延
伸
の
整
備
効
果
を
最
大
限
に
活
か
し
た
ま
ち
づ
く

り
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
市
民
が
移
動
手
段
と
し
て
、
自
転
車
を
利
用
す
る
こ
と
が
多
い
た
め
、

自
転
車
利
用
に
対
応
し
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
は
、
鉄
道
駅
が
７
駅
あ
り
、
大
阪
モ
ノ
レ
ー
ル
の
延
伸
が
決
定
さ

れ
る
な
ど
、
便
利
な
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
形
成
さ
れ
て
お
り
、
加
え
て

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
の
運
行
に
よ
り
、
地
域
公
共
交
通
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

に
努
め
て
い
ま
す
。
一
方
、
本
市
に
お
い
て
も
利
用
者
の
減
少
に
伴
い
、

路
線
バ
ス
の
運
行
経
路
に
つ
い
て
統
合
や
廃
止
が
さ
れ
る
な
ど
、
地
域
公

共
交
通
サ
ー
ビ
ス
に
大
き
な
影
響
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
大
阪
メ
ト
ロ
長
堀
鶴
見
緑
地
線
の
延
伸
に
つ
い
て
、
市
の
南
東
地

域
の
交
通
利
便
性
の
向
上
に
寄
与
す
る
こ
と
か
ら
、
事
業
者
の
動
向
を
注

視
し
て
い
き
ま
す
。

・
市
域
が
比
較
的
小
さ
く
ま
と
ま
り
、
平
坦
な
地
形
で
あ
る
本
市
で
は
、

多
く
の
市
民
が
主
要
な
移
動
手
段
と
し
て
自
転
車
を
利
用
し
て
お
り
、
自

転
車
利
用
の
分
担
率
は
、
全
国
で
１
位
（
平
成
22
（
２
０
１
０
）
年
国
勢

調
査
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
人
口
減
少
社
会
の
到
来
に
よ
り
、
都
市
機
能
の
集
約
が
求
め
ら
れ
て
お

り
、
集
約
さ
れ
た
拠
点
と
居
住
エ
リ
ア
を
結
ぶ
地
域
公
共
交
通
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
確
保
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

関連条例：門真市自転車安全利用に関するマナー条例 門真市自転車等の放置防止に関する条例

●市民は、積極的に公共交通を利用します

●企業は、通勤手段として公共交通の利用を促進します

●市民、企業は自転車保険に加入、または加入を促進します

出所：門真市
出所：門真市



安全で快適な道路空間の確保が必要です

めざすべき方向性

求められていること

安全・安心な道路空間の整備

●都市計画道路整備状況
安全で便利な道路環境の実現に向け、道路

ネットワークの充実が必要です。

交通安全のための環境づくり

90

交通安全施設の整備

89

安全・安心で快適な道路環境のまちをつくります

道路施設の長寿命化

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●交通事故件数の推移
道路の適正な維持管理に努め、安全・安心

な道路環境の確保が必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●地域住民の生活環境の改善と市内交通の円滑化を図るため、道路の改良・改修などに
努めます。また、老朽化が進む道路や橋梁については、修繕など適切な管理に努め、長
寿命化を図ります。

２

３

実施方針

安全・安心な道路空間の整備の推進１

●交通マナーを遵守します。
●道路の清掃活動に参加します。
●道路の異常箇所を通報します。
●交通安全の啓発活動を実施します。
●交通安全意識の啓発とルールを守る体制の整備をします。

指標 現状値 目標値

１ 都市計画道路整備延長 25.25km 26.45km

２ 年間歩道改良箇所数 １箇所 ５箇所

３ 年間交通事故発生件数 480件 400件

⑤まちづくり分野

５．快適な道路環境の形成

【
将
来
の
見
通
し
】

・
道
路
の
拡
幅
や
整
備
に
は
、
用
地
確
保
を
含
め
、
多
く
の
時
間
と

費
用
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、
計
画
的
な
整
備
を
推
進
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
管
理
す
る
道
路
は
、
年
々
増
加
す
る
一
方
、

同
時
に
老
朽
化
も
進
行
す
る
こ
と
か
ら
、
計
画
的
か
つ
継
続
し
た
老

朽
化
対
策
を
推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
出
合
い
頭
な
ど
の
交
通
事
故
を
減
ら
す
と
と
も
に
、
安
全
に
歩
行

者
や
自
転
車
が
通
行
出
来
る
よ
う
、
道
路
の
整
備
を
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
道
路
は
、
通
行
や
消
防
活
動
を
す
る
上
で
支
障
と
な
る
幅

員
の
狭
い
道
路
が
多
い
こ
と
か
ら
、
市
民
が
安
全
に
安
心
し
て
通
行

で
き
る
歩
道
の
整
備
や
、
道
路
の
拡
幅
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
市
内
の
年
間
交
通
事
故
発
生
件
数
は
、
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、

自
転
車
が
関
係
す
る
事
故
件
数
は
依
然
と
し
て
高
く
推
移
し
て
い
る

た
め
、
自
転
車
安
全
利
用
に
関
す
る
マ
ナ
ー
条
例
を
制
定
し
、
安
全

意
識
の
向
上
に
努
め
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
持
続
可
能
な
イ
ン
フ
ラ
の
長
寿
命
社
会
を
つ
く
り
、
道
路
利
用
者

が
安
心
し
て
使
い
続
け
ら
れ
る
道
路
空
間
の
確
保
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

都市計画道路整備状況

都市計画道路整備状況

路線数 計画 改良済み 整備率

都市計画決定路線 23路線 37.72km 25.25km 約67％
国道や府道、市道を中心にした道路ネットワークの形成に取り組むとと
もに、引き続き、安全で快適な道路空間の確保に取り組みます。

●歩行者や運転者などが安全で安心して快適に通行できるような道路空間を提供するた
め、都市計画道路の整備に取り組むとともに、交差点改良や歩行者空間の確保など、道
路の再整備を行います。また、災害や緊急時の消火・避難活動を迅速に行うため、狭あ
い道路の拡幅整備に取り組みます。

●歩行者や運転者などが安全安心に道路を通行できるよう、区画線の更新や道路反射鏡
などの交通安全施設を適正に設置します。

出所：門真市

出所：門真市統計書



ごみの分別と４Ｒの実践により、ごみの減量化を
推進するとともに、地球温暖化の防止が必要です

めざすべき方向性

求められていること

循環型社会の形成

●市民一人一日当たりのごみ排出量が全国平均
と比較して多いことから、ごみの減量化を進め
ていくためには、ごみの分別を図るとともに、
４Ｒ等の実践を推進し、循環型社会を形成して
いく必要があります。

低炭素社会の構築

92

省資源・省エネルギー化の推進

91

循環型社会の形成と低炭素社会を構築し、
市民や住環境にやさしいまちをつくります

環境学習の推進

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●省エネルギー・低炭素化を推進することに
より、大気・水質・土壌等への環境負荷の低
減を図り、市民や住環境にやさしいまちをつ
くる必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●エネルギーを適正に利用した地球にやさしいまちをつくるため、市役所、市民及び企業が
一丸となって省資源・省エネルギー化に取り組むとともに、啓発活動の充実を図り、官民連
携による環境保護活動を進めます。

●市・市民・事業者が環境問題についての認識を共有し、自らの責任と役割を理解して行動
するとともに、協働しながら地域全体で取組を進めます。
●学校や市民、地域団体等との連携による環境教育・環境学習を推進します。

２

３

実施方針

ごみの減量化の推進

●ごみの分別や４Ｒの更なる周知啓発を図るため、新たな講座等を企画・開催し、ごみの減
量化及び使い捨てプラスチック製品の使用削減を進めます。
●資源ごみを適正かつ効率的に処理を行い、循環型社会の形成に努めます。

１

ごみの分別と４R【リフューズ（不要なものを使わない）、リデュース（ごみを減ら
す）、リユース（繰り返し使う）、リサイクル（資源として利用する）】を実践し、
省資源・省エネルギー化に取り組むことにより、市民や住環境にやさしいまちになっ
ています。

●４Ｒの実践やごみの分別に取り組み、ごみの減量化を進めるとともに、リサイクル率を高めます。
●古紙や古布などの資源物を集団回収し、再資源化に協力するとともに、地域住民が一体となって、環
境への負担軽減に努めます。
●プラスチックごみによる海洋汚染問題の解決に向け、市民、事業者、団体が協働し、使い捨てプラス
チック製品の使用削減などに取り組みます。

指標 現状値 目標値

１ 市民一人一日当たりのごみ排出量 1,022g 870g

2 温室効果ガスの総排出量 28,813ｔ-CO2 23,339ｔ-CO2

⑥環境分野

１．地球環境保全

門真市地球温暖化対策実行計画
門真市一般廃棄物処理基本計画、環境省「一般廃棄

物処理実態調査」

【
将
来
の
見
通
し
】

・
さ
ら
な
る
ご
み
の
分
別
を
進
め
、
リ
サ
イ
ク
ル
率
を
高
め
る
と
と
も
に
、

ご
み
排
出
量
を
減
ら
し
、
市
民
活
動
団
体
等
と
の
連
携
の
も
と
、
ご
み
の

減
量
化
や
リ
サ
イ
ク
ル
の
啓
発
に
努
め
る
こ
と
に
よ
り
、
循
環
型
社
会
を

形
成
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
市
役
所
、
市
民
、
企
業
が
一
丸
と
な
っ
て
省
資
源
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
化

に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
啓
発
活
動
の
充
実
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
学
校
や
環
境
の
た
め
に
活
動
す
る
市
民
・
地
域
団
体
・
事
業
者
等
と
の

連
携
に
よ
る
環
境
学
習
を
通
じ
て
、
環
境
保
全
を
推
進
す
る
人
づ
く
り
を

推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
温
室
効
果
ガ
ス
総
排
出
量
は
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
で
、

平
成
25
（
２
０
１
３
）
年
度
比
約
１
８
％
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

本
市
の
市
民
一
人
一
日
当
た
り
の
ご
み
排
出
量
は
、
全
国
平
均
８
９
７

（
ｇ
／
人
）
と
比
較
し
て
多
く
な
っ
て
い
ま
す
。

・
本
市
に
お
い
て
も
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
ゼ
ロ
を
目
指
し
、
守
口
市

及
び
守
口
門
真
商
工
会
議
所
と
「
も
り
ぐ
ち
・
か
ど
ま
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご

み
ゼ
ロ
宣
言
」
を
共
同
で
実
施
し
ま
し
た
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
現
在
、
地
球
温
暖
化
が
世
界
的
な
課
題
と
な
っ
て
お
り
、
我
が
国
に
お

い
て
も
地
球
温
暖
化
対
策
計
画
を
策
定
し
、
温
室
効
果
ガ
ス
を
令
和
12

（
２
０
３
０
）
年
度
に
平
成
25
（
２
０
１
３
）
年
度
比
で
26
％
削
減
す
る

と
し
ま
し
た
。

・
ご
み
の
減
量
や
再
資
源
化
の
取
組
が
進
む
な
か
で
、
近
年
、
ポ
イ
捨
て

な
ど
に
よ
り
、
不
用
意
に
捨
て
ら
れ
た
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
ご
み
が
適
切
に
処

理
さ
れ
ず
、
河
川
な
ど
か
ら
海
に
流
出
し
、
細
分
化
さ
れ
た
マ
イ
ク
ロ
プ

ラ
ス
チ
ッ
ク
に
吸
着
し
た
有
害
物
質
が
食
物
連
鎖
に
よ
っ
て
取
り
込
ま
れ
、

生
態
系
や
人
体
に
も
深
刻
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市一般廃棄物処理基本計画 門真市環境基本計画 門真市地球温暖化対策実行計画 門真市公共施設等総合管理計画 門真市リサイクル・焼却施設等管理計画

関連条例：門真市環境基本条例 門真市廃棄物の減量推進及び適正処理等に関する条例
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清掃活動、たばこやごみ等のポイ捨て防止及び
生活環境の保全が必要です

めざすべき方向性

求められていること

美しいまちづくりの推進

●美しいまちづくりを推進するため、清掃活動
や違法屋外広告物撤去活動などの取組を継続す
るとともに、たばこやごみ等のポイ捨て防止の
取組を進め、まちの環境美化意識の高揚を図っ
ていく必要があります。

公害対策の継続

94

環境美化意識の高揚

93

生活環境を保全し、美しいまちをつくります

公害対策の実施

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●市民の健康を守るため、法令に基づき、事
業者に対し、騒音、振動等の公害について、
適正な指導啓発を行います。また、社会情勢
による環境の変化を見極め、環境監視を継続
していく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●まちの環境美化意識の高揚を図るため、「門真市美しいまちづくり条例」及び「門真市路
上喫煙の防止に関する条例」の周知・啓発を行い、たばこやごみ等のポイ捨ての無い美しい
まちづくりに努めます。

●法令に基づき、市民からの公害に関する相談に迅速に対応し、事業者に対して指導啓発する
とともに、各種届出業務についても適正に処理します。
●大気・水質・騒音等の環境監視を継続して実施していきます。

２

３

実施方針

美しいまちづくり活動の促進

●美しいまちづくりを推進するため、清掃活動や違法屋外広告物撤去活動などの取組を継続
するとともに、清掃活動の参加者数を増やしていく取組を推進します。

１

市民主体による清掃活動やたばこやごみ等のポイ捨て防止の取組をさらに進める
とともに、公害対策を継続し、安全な生活環境が整ったまちをめざします。

●清掃活動に参加するとともに、路上喫煙をしないよう努め、美しいまちづくり活動に協力しま
す。

●アイドリングストップや低公害車を導入するなど、市民1人ひとりが積極的に環境への負担軽減に
努めます。

●事業者等は法令を遵守し、継続的な公害発生の抑制に取組み、市民や地域、行政との信頼関係を
築きます。

●事業者等は違法屋外広告物を設置しないよう徹底します。

指標 現状値 目標値

１ 清掃活動の参加者数 5,267名 6,000名

２ 公害が少ない環境の良いまちだと思う市民の割
合

48.6% 70%

⑥環境分野

２．生活環境保全

門真市公害苦情対応件数門真市「キラッと！かどま」活動報告書

【
将
来
の
見
通
し
】

・
ま
ち
の
環
境
美
化
意
識
の
高
揚
を
図
る
た
め
、
清
掃
活
動
の
促
進
と
啓
発

を
進
め
る
と
と
も
に
、
人
通
り
が
多
い
駅
周
辺
を
路
上
喫
煙
禁
止
区
域
に
指

定
す
る
等
、
路
上
喫
煙
防
止
対
策
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
新
規
道
路
築
造
等
の
社
会
情
勢
の
変
化
を
見
極
め
つ
つ
、
市
民
の
健
康
を

守
る
た
め
、
大
気
・
水
質
・
騒
音
等
の
環
境
監
視
を
継
続
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
「
門
真
市
美
し
い
ま
ち
づ
く
り
条
例
」
に
基
づ
き
、
清
掃
活
動
や
違
法
屋

外
広
告
物
撤
去
活
動
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

さ
ら
な
る
美
し
い
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、
市
道
等
の
一
定
区
間

の
清
掃
及
び
緑
化
等
の
活
動
を
自
治
会
等
と
協
定
を
交
わ
し
て
実
施
し
て
い

ま
す
が
、
清
掃
活
動
の
参
加
者
数
は
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
た
ば
こ
の
ポ
イ
捨
て
を
未
然
に
防
止
す
る
た
め
、
令
和
元
年
１
０

月
に
「
門
真
市
路
上
喫
煙
の
防
止
に
関
す
る
条
例
」
を
施
行
し
、
ま
ち
の
環

境
美
化
意
識
の
高
揚
を
図
っ
て
い
ま
す
。

・
環
境
監
視
の
結
果
に
よ
り
、
本
市
の
大
気
、
水
質
等
の
環
境
は
概
ね
良
好

で
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
感
覚
公
害
で
あ
る
騒
音
、
振
動
に
関
す
る
相

談
は
依
然
多
い
状
態
で
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
府
内
の
約
半
数
の
市
町
村
に
お
い
て
、
条
例
の
制
定
等
に
よ
り
、
路
上
喫

煙
防
止
対
策
を
行
っ
て
お
り
、
美
し
い
ま
ち
を
維
持
し
、
ま
ち
の
美
観
を
保

つ
動
き
が
活
発
化
し
て
い
ま
す
。

・
健
康
被
害
が
発
生
す
る
よ
う
な
公
害
は
、
官
民
が
一
体
と
な
っ
て
様
々
な

取
組
を
進
め
た
こ
と
に
よ
り
、
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
が
、
よ
り
一
層
の
公

害
の
少
な
い
安
全
な
環
境
を
形
成
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市環境基本計画

関連条例：門真市美しいまちづくり条例 門真市路上喫煙の防止に関する条例
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めざすべき方向性

求められていること

適正かつ効率的なごみ・し尿等
の処理体制の確保

●危険・有害ごみ等の適正処理や、し尿等の委
託処理を継続するとともに、効率的なごみ・し
尿等の処理方法を検討する必要があります。
●老朽化が進むごみ焼却施設等の整備・運営の
あり方について検討する必要があります。

公衆衛生の維持向上

96

ごみ焼却施設等の適切な運転維持管理

95

衛生的で安心・快適に暮らせるまちをつくります

ごみ出し困難者への支援

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●高齢者や障がいのある方等が自力でごみが
出せなくなり、自宅が「ごみ屋敷」になる等
の社会問題に対応する必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●ごみ焼却施設等の老朽化対策を進め、適切な運転維持管理を継続します。

●集積場所までごみの持ち出しが困難な高齢者や障がいのある方を対象として一般ごみの戸
別収集を行う「ふれあいサポート収集」の拡充に努めます。
●ごみを出せずに不衛生になるという市民の不安を少しでも解消し、生活環境の改善及び公
衆衛生維持の向上を図ります。

２

３

実施方針

ごみ・し尿等の適正な処理

●ごみの分別、出し方及び収集サービスの周知・啓発に努めます。
●ごみ・し尿等の処理量が年々減少していくことが見込まれることから、処理の広域化を検討
し、継続的かつ安定的なごみ・し尿等の処理体制の確保及び処理費用の更なる縮減を図ります。

１

ごみ・し尿等を適正かつ効率的に処理し、衛生的で安心・快適に暮
らせるまちの維持をめざします。

●家庭から排出されるごみの減量や、ごみの分別を徹底し、資源化を積極的に努めます。

●地域でごみを出すことが困難な高齢者等への声かけや見守りに努めます。

●企業は、事業系一般廃棄物と産業廃棄物の分別を徹底するとともに、事業所から出るごみの減量
や資源化を積極的に努めます。

指標 現状値 目標値

１ ふれあいサポート収集の利用世帯数 34世帯 100世帯

⑥環境分野

３．快適に暮らせる生活基盤の整備

2025年問題
関連施策

適正かつ効率的なごみ・し尿等の処理体制づくりが
必要です

環境省「環境統計集平成25年～30年水洗化人口及
びし尿処理量の推移

環境省廃棄物処理技術情報

【
将
来
の
見
通
し
】

・
ご
み
・
し
尿
等
は
、
人
口
減
少
等
に
よ
り
、
処
理
量
が
年
々
減
少
し
て
い
く
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
処
理
の
広
域
化
を
検
討
し
、
継
続
的
か
つ
安
定
的
な
ご

み
・
し
尿
等
の
処
理
体
制
の
確
保
及
び
処
理
費
用
の
更
な
る
縮
減
を
図
っ
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
少
子
高
齢
社
会
や
核
家
族
化
の
進
行
、
地
域
社
会
の
変
化
等
、
多
種
多
様

化
す
る
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
課
題
に
向
き
合
い
、
中
長
期
的
に
ご
み
出
し
が
負
担
に
な

り
に
く
い
環
境
づ
く
り
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
６
５
歳
以
上
の
高
齢
者
世
帯
が
増
加
傾
向
に
あ
る
中
、
と
り
わ
け
単
身
者
に
つ
い

て
は
、
生
活
意
欲
や
筋
力
の
低
下
、
認
知
症
等
に
よ
り
、
自
力
で
ご
み
が
出
せ
な
く

な
り
、
自
宅
に
ご
み
が
溜
り
、
「
ご
み
屋
敷
」
に
な
る
等
、
社
会
問
題
に
な
る
恐
れ

が
あ
る
こ
と
か
ら
、
ご
み
出
し
が
困
難
な
高
齢
者
等
へ
の
声
か
け
や
見
守
り
に
努
め

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
コ
ス
ト
の
低
減
及
び
新
施
設
整
備
や
国
と
府
が
提
唱
す
る
ご
み

処
理
の
広
域
化
の
検
討
・
準
備
期
間
の
確
保
な
ど
を
勘
案
す
る
と
、
ご
み
焼
却
施
設

等
の
老
朽
化
対
策
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
す
。

・
本
市
に
お
い
て
も
、
公
共
下
水
道
の
普
及
に
伴
い
、
し
尿
等
の
処
理
量
の
減
少
に

よ
る
処
理
費
用
の
高
騰
や
、
老
朽
化
し
た
浄
化
セ
ン
タ
ー
で
の
処
理
の
継
続
は
、
多

大
な
財
政
的
負
担
を
伴
う
こ
と
か
ら
、
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
４
月
よ
り
、
他
市

に
て
し
尿
等
の
委
託
処
理
を
行
い
効
率
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
少
子
高
齢
社
会
・
人
口
減
少
が
続
く
中
、
ご
み
・
し
尿
等
の
処
理
に
つ
い
て
も
、

時
代
に
合
わ
せ
た
効
率
的
な
処
理
方
法
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
国
と
大
阪
府
が
市
町

村
に
お
け
る
処
理
の
広
域
化
に
よ
る
行
政
コ
ス
ト
の
縮
減
等
を
提
唱
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
将
来
に
わ
た
っ
て
ご
み
の
適
正
な
処
理
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
老
朽
化

し
た
ご
み
焼
却
施
設
等
の
更
新
・
改
良
を
適
切
な
時
期
に
行
い
、
ご
み
処
理
の
ト
ー

タ
ル
シ
ス
テ
ム
と
し
て
、
強
靭
性
や
安
全
性
を
確
保
し
、
安
定
的
か
つ
効
率
的
な
ご

み
処
理
体
制
の
構
築
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市一般廃棄物処理基本計画 門真市公共施設等総合管理計画 門真市リサイクル・焼却施設等管理計画

12,947 
11,919 

10,077 9,235 
9,373 

8,111 

84 

86 

88 89 

91 

93 

78

80

82

84

86

88

90

92

94

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018)

し尿処理施設と公共下水道普及率の推移

し尿等処理施設(kℓ）

公共下水道普及率(%)
44,932 

44,741 

44,137 

43,440 
43,608 

43,489 

42,500

43,000

43,500

44,000

44,500

45,000

45,500

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

(2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2018)

ごみ処理量の推移(t)



安心で安全な水を安定して供給するために
上水道施設の基盤強化が必要です

めざすべき方向性

求められていること

安定した水道事業経営

●水道事業の広域化については、経営状況、府
内各市の動向等を踏まえながら検討が必要で
す。
●当年度損益は黒字が続いていますが、さらな
る経営改善を図り、今後の事業計画における収
支バランスを考慮した経営が求められていま
す。

水道管の更新・耐震化

98

災害に強い水道施設の更新

97

災害に強い上水道施設を構築し、市域全体の
安定供給が確保されたまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●耐用年数を経過した水道管の割合が高く、
耐震化率が低い状況であり、平常時及び災害
時を問わず水道管を適正に維持管理する事が
必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●市内にある２か所の水道施設のうち、安定供給を図るために、経年劣化が進んでいる泉町
浄水場内の水道施設の更新・耐震化事業を優先して進めていきます。令和11（2029）年度ま
でにはポンプ施設の更新・耐震化事業を進め、順次、水道施設の更新・耐震化を図っていき
ます。

２

実施方針

災害に強い水道管の更新

●避難所や病院等へ水道水を供給するための水道管を「最重要管路」と位置づけ、最重要管
路の更新・耐震化事業を優先して進めていきます。また、その他管路についても最重要管路
の更新状況を考慮しながら更新・耐震化事業を行い、管路耐震化率を年間約１％ずつ向上さ
せることで、災害発生時でも避難所や病院等への給水が早期に再開可能な管路網を構築しま
す。

１

南海・東南海地震等の大規模地震に備え、拠点となる避難所及び防
災拠点等までの水道管や配水施設について、計画的で効果的な耐震
化をめざします。

●災害時の応急給水活動を手伝います。
●上水道の路上漏水を発見したら上下水道局に連絡します。

指標 現状値 目標値

１ 管路の耐震化率 21.0％ 32.1%

2 配水池の耐震化率 38.4％ 83.5%

3 ポンプ所の耐震化率 70.3％ 100%

⑦上下水道分野

１．上水道施設の基盤強化

【
将
来
の
見
通
し
】

・
非
常
時
に
水
道
水
を
貯
め
る
た
め
の
配
水
池
の
耐
震
化
率
は
、
平
成
29

（
２
０
１
７
）
年
度
に
お
い
て
３
８
．
４
％
と
大
阪
府
平
均
（
４
３
．

９
％
）
を
下
回
っ
て
お
り
、
水
道
管
と
同
様
に
施
設
の
更
新
に
合
わ
せ
て

耐
震
化
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
老
朽
化
し
た
施
設
が
多
く
、
耐
震
化
率
も
低
い
状
況
下
に
お
い
て
、
今

後
も
水
需
要
が
減
少
し
て
い
く
こ
と
か
ら
、
施
設
規
模
の
適
正
化
を
図
っ

た
う
え
で
、
計
画
的
に
更
新
・
耐
震
化
を
実
施
し
て
行
く
必
要
が
あ
り
ま

す 【
本
市
の
状
況
】

・
こ
れ
ら
の
環
境
に
対
応
す
る
た
め
、
５
０

年
、
１
０
０

年
後
の
将
来

を
見
据
え
た
今
後
10
年
間
の
本
市
水
道
事
業
の
方
向
性
を
示
す
「
門
真
市

水
道
事
業
ビ
ジ
ョ
ン
」
を
策
定
し
、
水
道
施
設
の
更
新
及
び
耐
震
化
を
進

め
て
い
ま
す
。

・
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
末
に
お
け
る
本
市
の
水
道
管
の
老
朽
管
率

は
４
４
．
０
％
、
管
路
全
体
の
耐
震
化
率
は
２
０
．
２
％
と
い
ず
れ
も
大

阪
府
平
均
（
３
０
．
５
％
、
２
１
．
６
％
）
を
下
回
っ
て
お
り
、
施
設
の

更
新
に
合
わ
せ
て
耐
震
化
を
よ
り
一
層
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
人
口
減
少
に
よ
り
、
今
後
も
水
需
要
や
給
水
収
益
の
減
少
が
進
む
こ
と

が
予
測
さ
れ
る
中
、
昭
和
40
（
１
９
６
５
）
年
代
か
ら
昭
和
50
（
１
９
７

５
）
年
代
に
か
け
て
整
備
し
た
多
く
の
水
道
施
設
が
更
新
時
期
を
迎
え
て

お
り
、
更
新
費
用
の
確
保
や
地
震
時
等
の
危
機
管
理
対
策
を
進
め
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
水
道
事
業
の
広
域
化
に
つ
い
て
は
、
大
阪
府
策
定
の
「
大
阪
府
水
道
整

備
基
本
構
想
（
お
お
さ
か
水
道
ビ
ジ
ョ
ン
）
」
に
示
す
、
府
域
一
水
道
の

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
沿
っ
て
、
大
阪
広
域
水
道
企
業
団
と
水
道
事
業
者
と
の

統
合
が
順
次
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
平
成
30
（
２
０
１
８
）
年
８
月

に
は
、
大
阪
府
と
府
内
の
全
水
道
事
業
者
に
よ
る
「
府
域
一
水
道
に
向
け

た
水
道
の
あ
り
方
協
議
会
」
が
設
置
さ
れ
、
府
域
一
水
道
に
向
け
た
水
道

の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
ま
す
。

関連計画：耐震化計画 門真市水道事業ビジョン
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下水道の未整備地域の解消や下水道施設の
地震対策・老朽化対策が必要です

めざすべき方向性

求められていること

下水道の普及促進、
安定した下水道事業経営

●汚水の未処理地域の解消や、水害を軽減する
ための浸水対策の観点から、下水道の未整備地
域の解消に向け、普及の促進が必要です。
●下水道の維持・整備を進める上では、適正な
使用料水準のもと、安定した下水道事業の経営
が必要です。

下水道施設の地震対策や
老朽化に伴う適正な維持管理

100

下水道施設の総合的な地震対策

99

下水道が完備された
安心・快適なまちをつくります

下水道施設の老朽化対策

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●大規模な地震時でも、伝染病の発生や浸水
被害の発生を防止する等、下水道の機能を維
持するため、総合的な地震対策が必要です。
●下水道施設の老朽化による維持管理や更新
費用の増大が見込まれる中、ストックマネジ
メントの考え方で下水道施設全体を適正に管
理することが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●「門真市下水道総合地震対策計画」に基づき、大規模な地震時に下水道が最低限有すべき
機能を確保するための施設の耐震化を図る防災対策、及び被災した場合の減災対策を合わせ
て進めることで、下水道施設のうち重要な幹線等の管渠の耐震化対策工事を進めるととも
に、避難所へのマンホールトイレシステムの整備を進めます。

●「門真市公共下水道ストックマネジメント計画」に基づき、長期的な視点で下水道施設全
体における今後の老朽化の進展状況を考慮し、リスク評価等による優先順位付けを行ったう
えで、施設の点検・調査、修繕・改築を実施し、施設管理の最適化を図ります。

２

３

実施方針

下水道未整備地域の解消に向けた整備の推進

●下水道の未整備箇所については、支障となる地下埋設物が混在し、下水道管を埋設するこ
とが困難な箇所があること、また整備に要する多大な事業費の財源確保などの課題がありま
すが、下水道使用料水準の適正化を検討して下水道事業経営の安定化を図り、課題を解決・
克服しながら、汚水処理・浸水対策の観点から未整備地域の解消に向け今後も引き続き整備
の推進を図ります。

１

下水道の未整備地域を解消するとともに、ストックマネジメントに
よる施設の管理を推進し大規模地震時でも下水道機能が維持できる
まちづくりをめざします。

●下水道の必要性や役割を理解し、整備に協力します。
●日頃から排水が詰まらないよう周辺の側溝や排水管等の清掃を行います。
●有害なもの等を下水道に流さないようにします。
●マンホールや公共桝の異常を発見したら、上下水道局に連絡します。

指標 現状値 目標値

１ 下水道の処理人口普及率 93.0% 97.0%

２ 下水道による浸水対策達成率 87.3% 94.0%

⑦上下水道分野

２．下水道施設の基盤強化

【
将
来
の
見
通
し
】

・
本
市
と
し
て
は
、
汚
水
処
理
・
浸
水
対
策
の
観
点
か
ら
未
整
備
地
域
の

解
消
に
向
け
今
後
も
引
き
続
き
整
備
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
と
と
も
に
、

下
水
道
機
能
を
維
持
す
る
た
め
の
総
合
的
な
地
震
対
策
や
、
老
朽
化
に
対

応
し
て
計
画
的
な
修
繕
・
改
築
を
行
う
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推
進

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
域
の
中
部
・
西
部
の
浸
水
被
害
軽
減
や
水
洗
化
の
促
進
に
つ
い
て
、

平
成
26
（
２
０
１
４
）
年
度
よ
り
加
速
的
な
普
及
率
の
向
上
を
目
標
に
、

人
員
等
の
体
制
を
強
化
し
て
下
水
道
整
備
に
取
り
組
み
、
平
成
30
（
２
０

１
８
）
年
度
末
時
点
で
は
下
水
道
処
理
人
口
普
及
率
が
９
３
．
０
％
に
達

し
て
お
り
ま
す
。

・
下
水
道
施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
長
寿
命
化
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、

計
画
的
に
５
ヵ
年
（
平
成
26
（
２
０
１
４
）
年
度
か
ら
）
の
長
寿
命
化
対

策
工
事
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
近
年
、
下
水
道
事
業
を
取
り
巻
く
状
況
は
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
ま
す
。

汚
水
処
理
に
関
し
て
は
施
設
整
備
や
維
持
管
理
の
一
部
を
住
民
か
ら
徴
収

す
る
使
用
料
で
運
営
し
て
い
ま
す
が
、
人
口
減
少
に
伴
い
使
用
料
収
入
の

減
少
が
見
込
ま
れ
る
な
か
、
汚
水
処
理
の
未
普
及
地
域
の
早
期
解
消
が
課

題
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

・
浸
水
対
策
の
観
点
で
は
、
気
候
変
動
の
影
響
に
よ
り
懸
念
さ
れ
る
水
害

の
頻
発
・
激
甚
化
、
下
水
道
施
設
の
管
理
面
で
は
、
老
朽
化
に
伴
う
大
量

更
新
期
の
到
来
や
、
切
迫
す
る
大
規
模
地
震
へ
の
対
応
な
ど
、
多
く
の
課

題
が
あ
り
ま
す
。

・
国
に
お
い
て
は
、
効
率
的
な
施
設
の
維
持
管
理
を
行
う
た
め
に
、
官
民

連
携
の
視
点
か
ら
多
様
な
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
地
方

公
共
団
体
の
枠
を
超
え
た
広
域
化
・
共
同
化
に
よ
る
事
業
運
営
を
模
索
し

て
い
る
ほ
か
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
点
検
・
調
査
の
迅
速
化
等
の
取
り
組

み
な
ど
、
効
率
的
な
維
持
管
理
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

老朽化等の状況

ひび割れからの侵入水 硫化水素による管路の腐食

関連計画：門真市下水道総合地震対策計画 門真市公共下水道ストックマネジメント計画
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市民の地域活動の活性化を図り、市民間の連携
と、市役所との連携を強める必要があります

めざすべき方向性

求められていること

地域コミュニティの活性化

●地域力の向上を図り、地域と市役所との連携
を深める必要があります。
●地域会議の活動を通じ、地域の課題解決と魅
力づくりを図る必要があります。
●全中学校区で地域会議が設立されるよう、適
切な支援を行う必要があります。

市民間のつながりの強化

102

地域コミュニティへの支援

101

地域のつながりの力があふれる、暮らしやすい
まちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●自治会加入率が低下しています。
●地域の人と人とのつながりを密にし、市民
が地域への愛着を深め、主体的に地域活動へ
参加できる環境づくりが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●地域の実情に応じた地域会議の活動内容を支援するとともに、コミュニティ意識の醸成に
努めます。
●市民、議会及び市役所等の多様な主体が地域の課題を共有することにより、協働によるま
ちづくりを実現します。

２

実施方針

イベントを通じた地域の絆づくりの支援

●地域の連帯意識を育み、地域への愛着や関心を深められるよう自治会への加入促進を
図ります。
●自治会活動への支援や地域イベントの支援による地域の繋がりの強化を図ります。

１

●まつりや地域のイベントについて、隣近所と声を掛け合い、地域コミュニティとのつながりを市民
自ら積極的につくりあげていきます。

●地域会議の活動を通じ、地域の課題解決等の取組みを進めるため、市民が主役となり市との協働
で、まちづくりを進めます。

●地域それぞれの課題について、自治会が自ら積極的に考え、官民での地域課題解決を目指していき
ます。

●市民公益団体等が持つ人脈やノウハウを活かし、地域会議の取組みを支援します。

●近隣の企業や関連企業等がまつりへの協賛を行うなど、企業も一体となった地域づくりを目指して
いきます。

指標 現状値 目標値

１ 門真市は互いに助け合い、支え合う地域のつ
ながりのあるまちだと思う割合(％)

34.6％（2018年度） 70％

2 地域の活動に今後参加したいと考えている市
民の割合

新設 ※統一的な基準による
目標値

⑧地域振興分野

１．地域の絆づくりとコミュニティの
活性化

門真市第5次総合計画の振り返りについて根拠資料なし

2025年問題
関連施策

（地域会議の活動の写真等を添付）

【
将
来
の
見
通
し
】

・
本
市
の
高
齢
化
率
は
令
和
22
（
２
０
４
０
）
年
に
は
３
３
．
２
％
に
な
る
と

予
想
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
自
治
会
の
運
営
が
厳
し
く
な
っ
て
く
る
と
予
想
さ

れ
る
た
め
、
地
域
の
繋
が
り
の
強
化
を
一
層
推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
平
成
21
（
２
０
０
９
）
年
度
に
９
３
．
１
％
あ
っ
た
自
治
会
加
入
率
は
、
平

成
30
年
度
に
は
７
３
．
９
％
に
低
下
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
高
齢
化
率
は
平
成

22
（
２
０
１
０
）
年
の
２
２
．
４
％
か
ら
今
後
ま
す
ま
す
上
昇
す
る
と
想
定
さ

れ
て
お
り
、
こ
の
よ
う
な
人
口
構
造
の
変
化
に
伴
い
、
地
域
課
題
や
住
民
ニ
ー

ズ
も
多
様
化
し
て
き
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
状
況
に
対
応
す
る
た
め
、
門
真
市
自
治
基
本
条
例
を
定
め
、
地
域

に
関
わ
る
市
民
が
自
ら
地
域
に
つ
い
て
考
え
、
協
力
し
て
地
域
の
共
通
課
題
の

解
決
を
図
る
「
地
域
会
議
」
を
、
早
期
に
全
中
学
校
区
域
で
設
立
で
き
る
よ
う

に
促
進
し
て
い
ま
す
。

「
地
域
会
議
」
に
お
い
て
は
、
多
様
化
す
る
地
域
課
題
の
解
決
に
向
け
た
支

援
と
し
て
、
地
域
担
当
職
員
制
度
を
設
け
、
担
当
す
る
職
員
に
よ
る
人
的
支
援

と
、
地
域
課
題
解
決
の
た
め
の
活
動
等
へ
の
財
政
的
支
援
に
よ
り
、
設
立
か
ら

活
動
ま
で
支
援
し
て
お
り
、
現
在
は
３
つ
の
地
域
会
議
が
活
動
し
て
い
ま
す
。

地
域
が
主
役
と
な
り
市
役
所
と
の
協
働
で
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
自
治
会
活
動
や
ふ
る
さ
と
門
真
ま
つ
り
、
校
区
門
真
ま
つ
り
な
ど
の
地
域

活
動
を
支
援
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
少
子
高
齢
社
会
や
社
会
情
勢
の
変
化
に
伴
う
価
値
観
の
変
化
に
よ
り
、
役
員

の
担
い
手
不
足
や
加
入
率
の
低
下
な
ど
に
よ
り
存
続
す
る
こ
と
が
困
難
な
自
治

会
が
増
加
す
る
な
ど
、
地
域
の
つ
な
が
り
が
薄
れ
つ
つ
あ
り
ま
す
。
こ
の
よ
う

な
中
、
地
域
が
主
役
と
な
り
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
「
市
民
ま
ち
づ
く
り
協
議

会
」
等
の
組
織
作
り
が
全
国
的
に
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

「
市
民
ま
ち
づ
く
り
協
議
会
」
等
と
行
政
が
密
に
連
携
し
、
地
域
の
課
題
解

決
や
魅
力
づ
く
り
に
協
働
で
取
組
む
事
例
が
、
全
国
各
地
で
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

市民と地域活動団体と市役所との連携により、地域のつながりを育
み、住みよいまちをめざします。

関連条例：門真市自治基本条例

93 

76 

60

65

70

75

80

85

90

95

100

平成21年 平成29年

(2009) (2017)

自治会加入率（％）



画像イメージ

地域活動の新たな担い手の発掘と、さまざまな地域の
課題解決や活性化に向けた協働・共創での取組が必要
です

めざすべき方向性

求められていること

市民の公益活動の促進

●新たな担い手の発掘と、さまざまな地域の課
題解決や活性化に向けて、市民の公益活動を促
進していく必要があります。

多様な主体との協働の推進

104

より効果的な市民の公益活動の促進

103

市民の公益活動が盛んなまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●企業や市民公益活動団体と、さまざまな連携に
よる取組を実施していく必要があります。
●市民のライフスタイルや多様化、高度化する
ニーズに柔軟に対応していく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●市役所や地域住民など、さまざまな連携による取組を実施していくとともに、相互のニーズ
をより的確に把握し、協働・共創による効果的な活動を促進します。
●市民の公益活動の促進に向けた情報発信や、活動を必要とする人と担い手とのマッチングを
図ります。

２

実施方針

市民の公益活動における中間支援の充実

●市民公益活動支援センターの中間支援としての機能を、より高度に発揮するため、市役所と
の連携を効果的に発展させ、市民が地域活動や公益活動へ参画できる機会を拡充します。
●市民の公益活動の活性化に向けた情報発信の強化とともに、新たな担い手の発掘を図りま
す。

１

市民公益活動を通して、市民や各種団体、大学、企業などと連携
を図りつつ、地域の課題解決や活性化、魅力あふれる自立したまち
をめざします。

●スキルやノウハウを活かして、地域活動や市民の公益活動の取組に参加します

●企業は、地域活動や市民の公益活動の取組に対して、支援します。

指標 現状値 目標値

１ 市民公益活動支援センター相談回数（年間
延）

67回（年延） 150回（年延）

２ ＮＰＯ法人やボランティア活動に参加してい
る人の割合

25.2％ 60％

⑧地域振興分野

２．市民公益活動と協働・共創の促進

包括連携数については、庁内照会予定
市民公益活動支援センター年次報告書

2025年問題
関連施策

包括連携数
または新たに連携した団体・大学企業名
・大阪ガス株式会社
・千成ヤクルト販売株式会社
・市内世帯に配達を行っている各新聞販売店
・タイガー魔法瓶株式会社
・医療法人清翠会牧リハビリテーション病院
・東和薬品株式会社
・一般社団法人ＦＣ大阪スポーツクラブ

【
将
来
の
見
通
し
】

・
市
民
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
や
多
様
化
、
高
度
化
す
る
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対

応
し
て
い
く
た
め
、
市
役
所
だ
け
で
は
な
く
、
市
民
や
各
種
団
体
、
大
学
、

企
業
な
ど
と
の
協
働
を
よ
り
一
層
密
な
も
の
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

さ
ま
ざ
ま
な
主
体
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
の
も
と
、
新
た
な
ま
ち
の
魅
力

や
価
値
を
共
に
創
り
あ
げ
て
い
く
「
協
働
・
共
創
」
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め

る
た
め
、
市
民
の
公
益
活
動
を
促
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
市
民
の
公
益
活
動
に
お
け
る
潜
在
ニ
ー
ズ
と
顕
在
ニ
ー
ズ
を
把
握

す
る
と
と
も
に
、
新
た
な
担
い
手
の
発
掘
と
さ
ま
ざ
ま
な
地
域
の
課
題
解
決

や
活
性
化
に
向
け
た
協
働
・
共
創
で
の
取
組
が
必
要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
で
は
、
市
民
公
益
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の

設
立
等
や
市
民
の
公
益
活
動
に
向
け
た
相
談
及
び
支
援
を
実
施
し
て
き
ま
し

た
が
、
地
域
で
の
活
動
の
中
心
と
な
る
担
い
手
の
不
足
や
地
域
住
民
同
士
の

つ
な
が
り
の
希
薄
化
が
進
ん
で
お
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
形
成
や
地
域
力
が

弱
く
な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

・
本
市
で
は
、
協
働
を
市
政
の
基
本
姿
勢
と
し
て
、
市
民
・
各
種
団
体
等
は

も
と
よ
り
、
大
学
・
企
業
と
も
協
働
の
パ
ー
ト
ナ
ー
と
し
て
連
携
協
定
を
締

結
し
、
様
々
な
分
野
で
地
域
の
活
性
化
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
少
子
高
齢
社
会
、
高
度
情
報
化
、
国
際
化
な
ど
が
進
み
、
住
民
の
価
値
観

や
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
の
変
化
に
伴
い
、
住
民
ニ
ー
ズ
が
多
様
化
・
高
度
化
し

て
お
り
、
よ
り
柔
軟
で
き
め
細
か
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。ま

た
、
本
格
的
な
地
方
分
権
社
会
の
進
展
と
と
も
に
、
国
へ
の
依
存
か
ら

脱
却
し
、
地
域
の
特
性
を
活
か
し
た
特
色
の
あ
る
自
立
し
た
ま
ち
づ
く
り
が

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

関連条例：門真市自治基本条例 市民公益活動・支援・協働指針 協働推進マニュアル
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画像イメージ

めざすべき方向性

求められていること

幅広い内容に対応できる市民相
談事業の整備

●市民が特殊詐欺や悪質商法の被害にあわない
よう、予防と啓発が必要です。
●高齢者や障がい者、認知症等により判断力が
不十分となった人などの消費者被害を防ぐ取組
が必要です。

複雑化する消費者被害への対応

106

複雑化する消費者被害の予防・啓発と相談体制の充実

105

幅広い内容の相談に対応できる体制が整った
まちをつくります
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教
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③

健
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ま
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⑦
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⑧
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⑨
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⑪

危
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⑫
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管
理

●市民が、一人で悩みを抱え込むことのない
よう相談窓口を周知する情報発信の強化が必
要です。
●市民から寄せられる「市民相談」につい
て、的確に対応できる体制が必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●複雑化する消費者被害に対し、消費生活センターにより予防と対策を啓発・促進しま
す。
●関係機関や民間団体と連携し、消費者の安全強化や被害の予防意識の向上を図ります。

２

実施方針

市民からの多様な相談に対応できる相談体制の充実

●関係機関等との連携のもと、幅広い内容に対応できる相談体制の充実を図り、多様
化・複雑化する市民ニーズに対応します。

１

市民のさまざまな悩みや困りごとに対して、幅広い内容の相談に対
応できる体制が整った、誰もが安心して暮らせるまちをめざしま
す。

●防犯キャンペーンなどのイベントを通じ、特殊詐欺や悪質商法の手口などの知識を得ることで、消
費者被害に巻き込まれることを未然に防ぎます。
●身近な方が悩んでいるのを見かけた際は、市役所で様々な相談事業を実施していることを知らせま
す。
●サークルや会議など人の集まる場所へ「くらしの講座」を消費生活センターに依頼することや、特
殊詐欺の啓発などへ参加します。
●消費者被害者の早期発見、未然防止に協力します。

指標 現状値 目標値

１ 消費相談あっせん率 16.6% 20%

２ 無料法律相談の稼働率 78.9％（2018年度） 90％

⑧地域振興分野

３．安全・安心な暮らしを支える体制
づくり

資料：門真市 資料：門真市

2025年問題
関連施策

変わりゆく社会環境に適切に対応できる相談体制が
必要です

【
将
来
の
見
通
し
】

・
多
様
化
・
複
雑
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
、
幅
広
い
内
容

に
対
応
で
き
る
各
種
相
談
事
業
の
充
実
が
必
要
で
す
。

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
の
普
及
に
よ
り
、
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
空
間
な
ど
で
の
被
害
に
遭
わ
な
い
た
め
に
も
、
大
阪
府
警
等

と
連
携
し
、
学
校
や
地
域
で
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
講
座
等
の
啓

発
・
周
知
活
動
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

門
真
市
消
費
者
安
全
確
保
地
域
協
議
会
の
活
動
に
よ
り
、
消
費
生
活
セ

ン
タ
ー
の
支
援
が
ま
す
ま
す
求
め
ら
れ
る
状
況
に
あ
り
、
さ
ら
に
質
の
高

い
相
談
体
制
を
構
築
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
多
様
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
や
さ
ま
ざ
ま
な
相
談
内
容
等
に
対
応
で
き
る

よ
う
、
無
料
法
律
相
談
（
弁
護
士
）
、
交
通
事
故
法
律
相
談
（
弁
護
士
）
、

税
務
相
談
（
税
理
士
）
、
登
記
相
談
（
司
法
書
士
及
び
土
地
家
屋
調
査

士
）
、
こ
こ
ろ
の
相
談
（
臨
床
心
理
士
）
等
の
、
各
種
相
談
に
取
組
ん
で

い
ま
す
。

ま
た
、
「
消
費
者
安
全
確
保
地
域
協
議
会
」
を
設
置
し
、
高
齢
者
、
障

が
い
者
な
ど
の
消
費
者
被
害
を
防
ぐ
た
め
、
福
祉
部
局
と
の
庁
内
連
携
や

弁
護
士
、
警
察
、
消
費
者
団
体
、
福
祉
団
体
な
ど
と
連
携
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
社
会
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
少
子
高
齢
社
会
の
進
行
や
高
度
情
報
通
信

社
会
の
進
展
、
消
費
生
活
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
な
ど
、
大
き
く
変
化

し
て
お
り
、
そ
れ
に
伴
っ
て
市
民
の
悩
み
や
ニ
ー
ズ
も
大
き
く
変
化
し
て

い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
変
化
に
適
切
に
対
応
し
て
い
く
た
め
に
変
わ
り
ゆ
く
社
会
環

境
に
適
切
に
対
応
で
き
る
相
談
体
制
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
高
齢
者
や

障
が
い
者
、
認
知
症
等
に
よ
り
判
断
力
が
不
十
分
と
な
っ
た
人
な
ど
が
、

様
々
な
事
件
の
被
害
者
に
な
る
こ
と
を
防
ぐ
こ
と
が
必
要
で
す
。
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一人ひとりが違いを認め、互いの人権を尊重し
合う環境づくりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

平和と人権を尊重する意識の
醸成

●平和を愛する意識の高揚を図り、基本的人権
の尊さを啓発することで、平和と人権を尊重す
る環境づくりが必要です。
●人権相談などにより人権擁護に努めることが
必要です。
●更生の意欲を持つ罪を犯した人等が社会にお
いて孤立することのないよう支援することが必
要です。

男女共同参画社会の実現

108 107

人権が尊重され、誰もが対等な立場で安心して
暮らせる平和なまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
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⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
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振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●誰もが性別にかかわらず、対等な社会の構
成員として多様な機会に参加・参画できる環
境づくりが必要です。
●男女共同参画の視点に立った啓発のほか、
性に起因する暴力の防止や女性の自立に関す
る総合的な支援が必要です。

みんなが協力できること

１ ２

実施方針

市民一人ひとりが互いを大切にし、違いを認め合う、人権や多様性
を尊重する意識が定着しているまちをめざします。

●日常から「人権」を意識し、市民一人ひとりが自分の問題として考え、差別をしない、させない地域社
会づくりに取り組みます。
●日頃から平和、男女共同参画及び人権の大切さについて語り合い意識を高めるとともに、講演会などに
参加し正しい知識を得ます。
●人権協会等の公益活動団体は、市民が人権問題について正しい理解と認識を深められるよう啓発を行い
ます。
●事業者は、社会的責任として人権尊重、男女共同参画の視点で企業活動を行います。
●事業者は、平和、男女共同参画及び人権に関する研修を実施し、啓発活動への参加・協力を行います。
●犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える保護司や協力雇用主など、更生保護に民間の立場で協力
する人や団体の活動を理解し協力します。

指標 現状値 目標値

１ 人権講座の年間延べ参加人数 370人 500人

２ 女性サポートステーションの利用者数 3,834人 5,000人

３ 平和で人権が守られていると感じる人の
割合

68.8% 80%

⑧地域振興分野

４．平和と人権の尊重

2025年問題
関連施策

画像イメージ

画像イメージ

【
将
来
の
見
通
し
】

・
社
会
情
勢
の
変
化
に
よ
り
、
今
後
も
新
た
な
人
権
課
題
が
発
生
す
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
ま
す
。
人
権
尊
重
の
意
識
の
醸
成
に
努
め
、
す
べ
て
の
市
民
が
平
和

に
暮
ら
せ
る
社
会
が
実
現
す
る
よ
う
、
啓
発
や
人
権
擁
護
の
取
り
組
み
を
進
め

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
性
別
に
と
ら
わ
れ
ず
、
互
い
を
尊
重
し
、
個
性
と
能
力
が
十
分
に
発

揮
で
き
る
社
会
の
形
成
に
向
け
、
意
識
の
醸
成
や
相
談
支
援
、
環
境
づ
く
り
が

必
要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
「
非
核
平
和
都
市
宣
言
」
や
「
人
権
擁
護
都
市
宣
言
」
、
「
門
真
市
人
権
尊

重
の
ま
ち
づ
く
り
条
例
」
等
に
基
づ
き
、
平
和
で
差
別
の
な
い
明
る
い
社
会
の

実
現
を
め
ざ
し
て
、
人
権
尊
重
意
識
の
向
上
に
つ
な
が
る
啓
発
な
ど
の
取
り
組

み
を
進
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
「
門
真
市
男
女
共
同
参
画
推
進
条
例
」
や
「
第
２
次
か
ど
ま
男
女
共

同
参
画
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
、
男
女
共
同
参
画
施
策
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に

推
進
す
る
と
と
も
に
、
女
性
が
仕
事
や
地
域
活
動
な
ど
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
積
極

的
に
参
画
で
き
る
よ
う
支
援
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

同
和
問
題
、
女
性
、
子
ど
も
、
高
齢
者
、
障
が
い
の
あ
る
方
、
外
国
人
、
刑

を
終
え
て
出
所
し
た
人
な
ど
の
人
権
問
題
に
加
え
、
最
近
新
た
に
発
生
し
て
い

る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
匿
名
性
を
利
用
し
た
差
別
助
長
行
為
な
ど
、
依
然
と
し

て
差
別
意
識
や
偏
見
な
ど
が
存
在
し
ま
す
。
ま
た
、
性
に
起
因
す
る
暴
力
や
固

定
的
性
別
役
割
分
意
識
に
基
づ
く
慣
習
も
根
強
く
残
っ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
中
、
21
世
紀
を
真
に
平
和
で
豊
か
な
「
人
権
の
世
紀
」
と
す
る
た

め
、
多
様
な
生
き
方
を
認
め
合
い
、
一
人
ひ
と
り
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
る
平
和

な
社
会
と
な
る
よ
う
法
整
備
が
進
め
ら
れ
、
多
く
の
取
り
組
み
が
行
わ
れ
て
い

ま
す
。

ま
た
、
刑
法
犯
検
挙
人
員
に
占
め
る
再
犯
者
の
割
合
が
年
々
上
昇
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
更
生
の
意
欲
を
持
つ
罪
を
犯
し
た
人
等
が
社
会
に
お
い
て
孤
立
す

る
こ
と
の
な
い
よ
う
支
援
す
る
取
り
組
み
も
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

男女共同参画の促進

●性別にとらわれず、誰もが個人として政治、経済、文化、教育など社会のあらゆる分野や
家庭、職場、学校、地域など様々な生活の場面において能力を発揮できるよう支援します。

２

人権啓発活動の推進と人権相談の充実

●人権尊重の理念がより一層定着するよう講座の開催など啓発取り組むとともに、きめ細かな相
談の実施により人権擁護に努めます。
●平和や人権尊重意識の啓発を進める自主的・主体的な市民組織や事業所の活動を支援します。

１

関連計画：門真市人権教育・人権啓発推進基本計画 男女共同参画プラン

関連条例：門真市人権尊重のまちづくり条例 ・ 門真市男女共同参画推進条例

更生保護活動の促進

●保護司など民間の協力者と連携し、罪を犯した人等の立ち直りを支え、再犯防止を
推進します。
●犯罪や非行の防止と罪を犯した人等の更生について理解が深まるよう社会を明るくす
る運動を推進します。

３



画像イメージ

国際社会への関心と、外国人との相互理解を
促進する環境の整備が必要です

めざすべき方向性

求められていること

110

多言語対応の推進

109

外国籍市民が活躍できるまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

みんなが協力できること

●さまざまな国籍の市民が安心して暮らしていけるよう、市役所案内板などの多言語表
記を推進します。

２

実施方針

互いの文化を理解しあう環境づくり

●外国との文化の違いを認め合い、外国人を地域住民の一員として、ともに働き、楽しく暮
らせる環境をつくります。
●多様な国際交流を促進し、市民による国際交流事業を支援していきます。
●国際社会への関心を高め、多文化共生社会を形成する機運の向上を図ります。

１

市民が国際感覚を高め、外国人とも暮らしの文化の違いを認め合
い、ともに楽しく暮らせる環境が整ったまちをめざします。

●世界情勢への関心を高めます。

●日頃から文化や暮らしの違いなどについて理解を深めます。

●誰もが参加しやすい団体になるよう、多文化への理解を深めます。

●多言語対応等、誰もが暮らしやすいまちの実現に努めます。

指標 現状値 目標値

１ 在住外国人と活発に交流できていると思う人の割合 59.9% 80%

2 国外の都市との交流が行われていると思う人の割合 67.1% 80%

⑧地域振興分野

５．多文化共生社会の形成

2025年問題
関連施策

資料：門真市統計資料：識字・日本語教室への述べ参加者数

【
将
来
の
見
通
し
】

・
国
の
外
国
人
材
の
受
入
れ
拡
大
の
施
策
が
は
じ
ま
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
様
々

な
国
籍
の
方
が
暮
ら
し
や
す
い
環
境
を
整
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
多
言
語
翻
訳
シ
ス
テ
ム
な
ど
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
て
、
外
国
人
と
の
ス
ム
ー
ズ
な

意
思
疎
通
を
は
か
り
、
よ
り
き
め
細
か
な
日
本
語
指
導
を
実
施
し
て
い
く
な
ど
、

外
国
人
の
受
け
入
れ
環
境
の
充
実
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
は
外
国
籍
市
民
の
人
口
が
比
較
的
多
く
、
そ
の
構
造
は
、
働
く
外
国
人
だ

け
で
な
く
、
小
・
中
学
校
に
在
学
し
て
い
る
外
国
人
児
童
も
多
い
た
め
、
外
国
人

と
共
に
暮
ら
す
た
め
の
工
夫
や
、
多
文
化
交
流
活
動
が
市
内
で
見
受
け
ら
れ
ま
す
。

こ
う
し
た
中
、
本
市
の
外
国
籍
市
民
の
人
口
は
さ
ら
に
増
加
し
て
お
り
、
平
成

27
（
２
０
１
５
）
年
か
ら
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
ま
で
に
３
８
０
人
増
加
し
外

国
籍
市
民
の
人
口
は
３
，
０
０
０
人
を
超
え
、
３
，
０
７
４
人
に
な
り
ま
し
た
。

本
市
で
は
、
外
国
人
が
、
日
本
で
の
生
活
に
馴
染
み
、
地
域
住
民
の
一
員
と
な

れ
る
よ
う
、
日
本
語
教
室
等
の
日
本
文
化
を
伝
え
る
活
動
を
促
進
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
多
様
な
国
際
交
流
の
促
進
に
努
め
、
外
国
籍
市
民
な
ど
の
文
化
の
違
い

を
認
め
合
い
、
み
ん
な
が
と
も
に
楽
し
く
暮
ら
す
環
境
を
つ
く
る
た
め
の
取
組
を

支
援
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
日
本
に
在
留
す
る
外
国
人
は
近
年
増
加
し
て
お
り
、
国
内
で
働
く
外
国
人
も
急

増
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
平
成
３
１
（
２
０
１
９
）
年
４
月
に
は
出
入
国
管
理
及

び
難
民
認
定
法
が
改
正
さ
れ
、
こ
れ
ま
で
認
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
分
野
（
単
純

労
働
力
）
に
お
い
て
も
外
国
人
の
就
労
が
可
能
に
な
り
、
今
後
ま
す
ま
す
日
本
で

暮
ら
す
外
国
人
が
増
加
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

・
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
大
阪
・
関
西
万
博
を
は
じ
め
と
し
た
国
際
的
な
イ
ベ

ン
ト
の
開
催
な
ど
を
契
機
と
し
て
、
今
後
も
多
く
の
外
国
人
が
日
本
を
訪
れ
る
こ

と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

外国籍市民と共に暮らせる社会
の形成

●本市の在住外国人数は年々増加しています
が、外国人の学び・生活を支援する担い手が不
足しています。
●学習を必要とするすべての人に学習機会を提
供できる環境づくりが必要です。

さまざま国籍の外国籍市民が安
全に暮らせる環境づくり

●外国籍市民が、日本での生活に馴染み、安
全に暮らしていけるよう、多言語に対応した
環境づくりが必要です。

１ ２

外国籍市民への生活支援

●文化の違いにより生活するうえで困難を抱えている人をサポートし、すべての市
民がともに楽しく暮らせる社会の実現を図ります。

３
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本市産業の経営基盤の強化と成長発展への支援
が必要です

めざすべき方向性

求められていること

生産性向上・人材不足等の課題
解決に向けた支援

●本市の中小企業が事業を継続していくため
に、労働生産性の伸び悩みや、人手不足等の課
題を解決し、経営基盤の強化を図る必要があり
ます。

成長発展に向けた支援

112

企業の成長発展への支援

111

産業が活性化しているまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
共
生

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●市内事業所の付加価値額が減少していま
す。地域経済を活性化していくために、新分
野進出等の新しい価値を創出しながら、それ
ぞれの企業、事業所が成長発展していく必要
があります。

みんなが協力できること

１ ２

●既存の企業による、より成長性の高い分野への参入等、新たな付加価値を生む取組に対す
る支援を実施します。
●生産性向上を支援します。
●産業の新陳代謝を活発化するため、産業集積を促進します。

２

実施方針

経営基盤強化への支援

●企業が抱える悩みや課題を解決し、個々の経営体質強化につながる支援をします。
●国・府その他関係機関が実施する各種支援制度の利用を促進します。
●守口門真商工会議所等と連携して、国・府等が実施する商業者支援のための施策利用を促
進します。

１

社会・経済情勢の変化に対応しながら産業が活性化し、生産性・収益力の高
い企業が集積するまちをめざします。

●市民一人一人が、お買い物は、なるべく便利な市内で済まし、市内産業が活性化するように意識
します。

●門真のものづくりをもっと知るよう企業博物館や工場見学などに参加します。

●企業は、地域住民が産業に対する理解を深めるため、イベントや見学会の開催など情報発信に努
めます。

指標 現状値 目標値

１ 市内に事業所を有する全産業における付加価値額
※付加価値額：事業所の生産活動によって新たに生み
出された価値のこと
付加価値額＝売上高ー費用総額+給与総額+租税公課

3,391億円
（2016年度）

3,391億円×（2020－
2030年国内実質GDP
伸び率）を上回ること。

2 活発な工業活動ができるような環境になっていると感
じる市民の割合

66.3% 80%

⑨産業振興分野

１．地域産業の強化と発展

資料：経済センサス活動調査資料：中小企業白書2018

2025年問題
関連施策

中小企業における従業員数過不足DIの推移を
見ると、全ての業種において、2009年をピー
クに総じてマイナス方向に転じ、2013年第４
四半期以降、全ての業種において従業員が
「過剰」と答えた企業の割合を「不足」と答
えた企業の割合が上回っています。また2009
年から2016年にかけて、大手製造業において
は労働生産性が32％増加した一方、中小製造
業では６％増加にとどまっています。

【
将
来
の
見
通
し
】

・
今
後
、
Ａ
Ｉ
や
Ｉ
ｏ
Ｔ
の
普
及
等
、
様
々
な
社
会
・
経
済
情
勢
の
変
化
が

起
こ
る
中
で
、
現
状
の
ま
ま
で
は
、
さ
ら
な
る
事
業
所
数
、
雇
用
の
減
少
や

市
内
経
済
成
長
の
鈍
化
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
産
業
の
活
性
化
の
た
め
に
、
生

産
性
向
上
や
人
手
不
足
の
解
消
な
ど
、
事
業
所
が
抱
え
る
課
題
の
解
決
を
通

じ
た
経
営
基
盤
の
強
化
や
、
成
長
発
展
へ
の
支
援
等
が
必
要
で
す
。

・
ま
た
、
商
業
に
お
い
て
は
大
規
模
店
舗
と
商
店
街
等
の
立
地
に
お
け
る
共

存
と
双
方
の
波
及
効
果
を
生
み
出
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
市
内
農
業
は
縮
小
傾
向
で
は
あ
り
ま
す
が
、
地
場
産
農
作
物
へ
の
愛
着
を

育
み
、
本
市
の
特
産
物
を
継
承
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
平
成
23
（
２
０
１
１
）
年
に
「
カ
ド
マ
イ
ス
タ
ー
を
探
せ
！
事
業
」
を
開

始
し
、
平
成
24
（
２
０
１
２
）
年
に
「
門
真
市
中
小
企
業
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
」
の
設
置
、
同
年
「
門
真
市
も
の
づ
く
り
企
業
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
発
足
、

同
年
「
も
の
づ
く
り
企
業
立
地
促
進
制
度
」
の
実
施
な
ど
製
造
業
を
中
心
に

産
業
振
興
施
策
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。

そ
の
よ
う
な
取
組
を
通
じ
て
域
内
取
引
の
活
性
化
や
設
備
投
資
の
増
加
、

企
業
立
地
の
促
進
な
ど
の
効
果
が
あ
り
ま
し
た
が
、
市
内
企
業
数
や
事
業
所

あ
た
り
の
付
加
価
値
額
は
未
だ
に
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

・
市
内
農
業
に
お
い
て
は
、
れ
ん
こ
ん
・
く
わ
い
等
の
本
市
の
特
産
物
の
保

存
・
継
承
並
び
に
地
産
地
消
の
取
組
を
支
援
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
国
内
で
は
少
子
高
齢
化
に
伴
う
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
や
、
事
業
所
数
の

減
少
に
加
え
て
、
東
京
圏
へ
の
過
度
の
人
口
集
中
に
よ
り
、
労
働
生
産
性
が

伸
び
悩
み
、
人
手
不
足
に
つ
い
て
も
深
刻
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
課
題
に
対
応
す
べ
く
、
国
で
は
、
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
法
」
や
「
地
域
未
来
投
資
促
進
法
」
に
よ
り
地
方
の
強
み
を
活
用
し
た

地
域
活
性
化
策
や
、
生
産
性
革
命
の
た
め
の
設
備
投
資
支
援
な
ど
の
施
策
が

展
開
さ
れ
、
農
業
に
つ
い
て
は
、
都
市
農
業
振
興
に
関
す
る
新
た
な
施
策
の

方
向
性
が
示
さ
れ
て
お
り
、
そ
れ
に
伴
う
生
産
緑
地
地
区
に
お
け
る
法
改
正

な
ど
が
行
わ
れ
て
お
り
ま
す
。農業の保全と地産地消の促進

●れんこん・くわい等の本市の特産物を中心とした保全に努めます。
●消費者に近い都市農業の特徴を活かして、地元消費者と農業者の交流を図り、気軽に農業に
触れることが出来る場となる取組を進めるなど、地産地消の促進に努めます。

３
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7,000

7,200

7,400
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7,800
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さまざまな状況の人が活躍することができる環境づ
くりが必要です

めざすべき方向性

求められていること

地元雇用の促進と働きやすい
環境づくり

●本市は近くに働く場所がありながら、市内で就
業している市民の割合は低く留まっています。
●地元で働きたい在住者と、人手不足の企業等を
うまくマッチングすることで、地元雇用を推進し
ていく必要があります。

さまざまな人が活躍できる
環境整備や就労支援

114

女性や高齢者等の活躍推進

113

就労支援と地元雇用を促進し、さまざまな人
が活躍できるまちをつくります

労働環境の向上

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●若者から高齢者、子育て中の女性などさま
ざまなライフステージにある人たちが、職場
において活躍できる環境整備が必要です。
●働く意欲のある人に対して、さらに就労支
援を促進していく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●地域就労支援センターの窓口の周知とともに関係機関との連携による機能強化を図ります。
●地元雇用の促進を図る取組を実施します。
●子どもが将来社会人・職業人としての資質・素養の確立や自立意識や考える力の育成などを図る職
業体験等を推進します。

●女性が働きやすい環境整備を促進する企業を支援し、ダイバーシティ経営を推進します。
●働き方改革推進等、より働きやすい環境を実現していくための、労働環境の改善を後押します。

２

３

実施方針

就労及び雇用の促進

●国・府等が実施する女性活躍推進のための助成金や認証制度等の利用を促進します。
●シニア人材のマッチング事業と連携等を行い、高齢者の就労を促進します。

１

「職住近接」のメリットを最大限に生かし、地元の人が地元で働き
やすく、また、子育て中の女性、高齢者等、様々な人が活躍できる
まちをめざします。

●就労に関してわからないことや悩みなどがあれば、関係機関に相談をします。

●高齢者が就労を通して活躍できるよう、取組を充実します。

●就労及び雇用の促進や労働環境の向上等についての情報を事業者に周知します。

●企業は、労働関係法令等を遵守することはもちろんのこと、様々な人が活躍できる魅力ある会社・
お店づくりを進めます。
●企業は、次代を担う子どもたちのために、インターンシップや職業体験等を実施します。

指標 現状値 目標値

１ 市内常住の市内従業者の割合 30.8％ 北河内７市の平均値を上
回ること。（現状値）

2 【女性】市内常住の市内従業者の割合 43.5％ 北河内７市の平均値を上
回ること。（現状値）

⑨産業振興分野

２．就労支援と雇用促進

国勢調査（平成27（2015）年度）

国勢調査（平成27（2015）年度）

門真市の昼間人口比率は109.3%で、府内他団体
平均より16.9ポイント高くなっており、働く場
所が多いと言えます。一方、市内で従業等して
いる人数に対する市内常住者の割合は30.8%と
北河内７市の平均を16.8ポイント下回っていま
す。

【
将
来
の
見
通
し
】

・
地
元
雇
用
の
促
進
は
、
通
勤
時
間
の
短
縮
と
い
っ
た
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ

ラ
ン
ス
の
実
現
に
資
す
る
な
ど
の
利
点
が
あ
り
、
ま
た
、
本
市
に
は
住
む

場
所
と
働
く
場
所
が
近
く
に
あ
る
「
職
住
近
接
」
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
あ

る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
を
活
か
し
て
、
若
者
か
ら
高
齢
者
、
子
育
て
中
の

女
性
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
人
材
が
活
躍
で
き
る
環
境
づ
く
り
が
必
要
で
す
。

・
今
後
も
労
働
力
人
口
の
減
少
が
続
く
と
と
も
に
、
労
働
分
野
の
制
度
改

正
が
あ
っ
た
り
、
労
働
環
境
の
様
々
な
変
化
が
起
き
る
も
の
と
思
わ
れ
ま

す
。
本
市
に
お
い
て
も
こ
う
い
っ
た
動
向
を
注
視
し
つ
つ
、
適
切
に
就
労

及
び
雇
用
の
促
進
に
関
す
る
施
策
を
展
開
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
有
効
求
人
倍
率
は
、
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
２
月
現
在
、
１
．

４
４
倍
と
な
っ
て
お
り
、
改
善
の
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
中
小
企

業
等
を
中
心
に
人
材
の
確
保
は
深
刻
な
課
題
と
な
っ
て
お
り
、
人
材
の
確

保
や
定
着
の
方
策
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
働
く
意
欲
が
あ
り
な
が
ら
も
、
時
間
等
の
制
約
に
よ
り
働
く

こ
と
が
困
難
な
子
育
て
中
の
女
性
も
存
在
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
女
性
が

働
き
や
す
い
環
境
づ
く
り
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
門
真
市
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
で
は
平
成
３
０
年
度
の
入
会

率
（
市
の
６
０
歳
以
上
人
口
の
う
ち
同
セ
ン
タ
ー
に
入
会
し
て
い
る
人
の

割
合
）
が
全
国
８
位
（
母
体
市
区
町
村
人
口
５
万
人
以
上
セ
ン
タ
ー
の

内
）
と
な
る
な
ど
就
労
を
希
望
す
る
高
齢
者
が
多
数
存
在
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
雇
用
情
勢
に
つ
い
て
は
、
完
全
失
業
率
は
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度

平
均
で
２
．
７
％
と
平
成
５
（
１
９
９
３
）
年
度
以
来
24
年
ぶ
り
の
低
水

準
と
な
り
、
有
効
求
人
倍
率
は
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
度
平
均
で
１
．

５
４
倍
と
昭
和
48
（
１
９
７
３
）
年
度
以
来
44
年
ぶ
り
の
高
水
準
と

な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
少
子
高
齢
化
に
よ
る
生
産
年
齢
人
口
の
減
少
に
よ
り
、
企
業

の
人
手
不
足
が
深
刻
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
対
策
と
し
て
、

国
で
は
「
働
き
方
改
革
」
を
推
進
し
て
い
ま
す
。
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市民が生涯学習活動をしやすい環境を充実する
必要があります

めざすべき方向性

求められていること

生涯学習の場の提供

●門真市立門真市民プラザ、門真市立文化会館
及び門真市立公民館などの社会教育施設におい
て、多くの市民が生涯学習活動に参加・参画で
きるよう、場を提供する必要があります。

図書館サービスの充実

116 115

生涯にわたり学習や仲間づくりができるまちを
つくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●多様化・複雑化する市民ニーズ及び時代に
合ったサービス内容を検討し、提供すること
で市民の課題解決に役立つ図書館である必要
があります。

みんなが協力できること

１ ２

実施方針

活動拠点の適正管理の推進

●生涯学習を推進し、市民活動を支援・促進による相互活動が図れる施設とするとともに、
ライフサイクルマネジメントを考慮した施設の長寿命化を進め、省エネ・省資源を心掛け
た、合理的かつ効率的な施設運営を行います。

１

社会教育や読書活動の推進体制とともに、学びを楽しむ機会や場を
充実し、生涯学習環境の振興に努めることで、生涯にわたり学習や
仲間づくりができるまちをめざします。

●学習した成果を地域活動やボランティアに活かします。

●学習活動のネットワーク化により市民の多様な学習活動を推進します。

●地域において体験型学習プログラムを提供するなど、市民の学習活動を支援します。

指標 現状値 目標値

１ 生涯学習活動をしたことがある人の割合 22.8％ 60％

２ 図書館を利用したことがある人の割合 32.2％ 70％

⑩地域教育振興分野

１．地域教育環境の充実

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
、
ま
た
障
が
い
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
、
そ
れ
ぞ
れ

の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
生
涯
学
習
活
動
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
学
び
の
機
会

の
提
供
と
、
生
涯
学
習
活
動
へ
の
参
加
・
参
画
す
る
場
の
提
供
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
で
は
、
平
成
26
（
２
０
１
４
）
年
３
月
に
生
涯
学
習
に
関
す
る
基
本
的

な
方
向
性
を
明
ら
か
に
す
る
「
生
涯
学
習
推
進
基
本
計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
３
月
に
は
「
第
２
次
門
真
市
子
ど
も
読
書
活

動
推
進
計
画
」
を
、
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
３
月
に
は
「
門
真
市
図
書
館

サ
ー
ビ
ス
計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

・
平
成
28
（
２
０
１
６
）
年
度
よ
り
門
真
市
立
門
真
市
民
プ
ラ
ザ
、
門
真
市
立

文
化
会
館
及
び
門
真
市
立
公
民
館
を
同
一
指
定
管
理
者
に
よ
る
指
定
管
理
の
導

入
に
よ
り
施
設
間
を
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
し
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
幼
児
か
ら
高
齢
者
に
至
る
ま
で
の
あ
ら
ゆ
る
世
代
の
ニ
ー
ズ

に
合
わ
せ
た
講
座
や
行
事
の
開
催
や
、
利
用
者
同
士
の
相
互
理
解
や
交
流
を
深

め
る
行
事
に
も
積
極
的
に
取
り
組
み
、
市
民
が
参
画
で
き
る
学
習
成
果
を
発
表

す
る
機
会
の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
「
人
生
１
０
０
年
時
代
」
「
超
ス
マ
ー
ト
社
会
」
に
向
け
て
社
会
が
大
き
な

転
換
点
を
迎
え
る
中
に
あ
っ
て
、
生
涯
学
習
の
重
要
性
は
一
層
高
ま
っ
て
い
ま

す
。

・
中
央
教
育
審
議
会
か
ら
「
人
口
減
少
時
代
の
新
し
い
地
域
づ
く
り
に
向
け
た

社
会
教
育
の
振
興
方
策
に
つ
い
て
」
の
答
申
に
お
い
て
、
今
後
の
地
域
に
お
け

る
社
会
教
育
の
在
り
方
と
し
て
、
持
続
可
能
な
社
会
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に

住
民
自
ら
地
域
運
営
に
主
体
的
に
関
わ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
誰
も
が
生
涯

に
わ
た
り
必
要
な
学
習
を
行
い
、
そ
の
成
果
を
生
か
す
こ
と
の
で
き
る
生
涯
学

習
社
会
の
実
現
へ
向
け
た
取
組
が
必
要
で
あ
る
と
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

行ってみたくなる文化・学習の交流拠点の整備

●人と人が繋がることのでき、乳幼児から高齢者までのすべての人が利用しやすく、足を運び
たくなる図書館機能を併せ持った文化・学習の交流拠点を整備します。

２

関連計画：門真市生涯学習推進基本計画
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気軽に文化や芸術に触れることができる環境づくり
が必要です

めざすべき方向性

求められていること

文化芸術活動の活性化

●心豊かな生活と、活気ある社会の実現のため
文化芸術活動の活性化が必要です。
●文化芸術により生み出される様々な価値を、
文化芸術だけにとどまらず関連分野の発展及び
創造に活用する必要があります。

文化芸術活動への支援・環境
整備

118

市民の文化芸術活動の支援や文化に親しむ場・機会づくり

117

文化芸術を身近に触れることができる
うるおいのあるまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●文化芸術活動に親しんだり取り組んだりす
る市民の割合が低く、文化芸術が限られた人
のものとなっています。市民自らが発見・発
信する情報収集・提供の主体づくりが必要で
す。

みんなが協力できること

１ ２

●ルミエールホールなどの文化に関する施設については、その機能強化をより一層図ること
で、文化芸術活動ができる機会の充実と、市民の主体的で魅力的な活動ができる環境を促進し
ます。
●誰もが参加できる文化芸術活動や体験・鑑賞活動を充実します。

２

実施方針

文化芸術活動の活性化に向けた支援

●市民が文化芸術を身近な日々の暮らしの中で楽しむことができるよう、「（仮称）門真市文
化芸術推進基本計画」に基づき、市民の文化芸術活動の活性化を図ります。
●文化芸術活動を推進しようとする市民と、市民の活動をサポートする行政や企業、大学、Ｎ
ＰＯなどの連携を促進します。

１

市民一人ひとりの活発な文化芸術活動により、文化芸術を身近にふれることがで
き、喜びや感動が享受できるまちをめざします。

●市民一人ひとりが文化芸術活動について関心を持ち、文化芸術にふれる機会を持つとともに、文
化芸術を発見・発信、また保存・継承する活動に自ら参加します。

●市民や市民公益活動団体は、文化芸術活動に関する情報収集・提供のサポートや、新しい取り
組みの提案などを行います。

●企業は、市民や地域の文化芸術活動への参加だけでなく、支援したり顕彰したりすることで、本市
全体の文化芸術推進に寄与します。

指標 現状値 目標値

１ ルミエールホールの稼働率 39.5％ 60％

２ 文化関係のサークル活動や団体に参加している市民の割合 10.7％ 60％

⑩地域教育振興分野

２．暮らしに息づく文化芸術の推進

資料：門真市市民意識調査（ ３０年度）

2025年問題
関連施策

「身近に芸術や文化にふれることができる環
境ができていること 満足度2.77 重要度
3.25 評価指数7.25／文化関係のサークル活
動や団体への参加状況 10.7％ 生涯学習活
動経験22.8％ 市内の生涯学習施設利用経
験なし35.4％

文化関係のサークル団体数

【
将
来
の
見
通
し
】

・
文
化
芸
術
に
係
る
市
民
の
自
主
的
な
活
動
と
、
身
近
に
感
じ
る
こ
と
が
で
き
る
環
境

の
実
現
に
よ
り
、
門
真
ら
し
さ
の
溢
れ
る
文
化
芸
術
が
育
ま
れ
る
よ
う
、
文
化
芸
術
に

係
る
本
市
の
め
ざ
す
べ
き
姿
等
を
示
す
「
（
仮
称
）
門
真
市
文
化
芸
術
推
進
基
本
計

画
」
を
策
定
し
、
本
市
の
文
化
芸
術
施
策
を
計
画
的
に
推
進
し
ま
す
。

ま
た
、
文
化
芸
術
に
関
す
る
市
民
協
働
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
形
成
し
、
地
域
の
ア

イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
確
立
と
シ
ビ
ッ
ク
プ
ラ
イ
ド
の
醸
成
に
つ
な
が
る
基
盤
と
し
て
推

進
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
ル
ミ
エ
ー
ル
ホ
ー
ル
な
ど
を
拠
点
と
す
る
市
民
の
文
化
芸
術
活
動
の
よ
り

一
層
の
活
性
化
に
向
け
た
支
援
と
、
協
働
の
機
会
・
場
づ
く
り
が
必
要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
に
は
、
文
化
芸
術
の
発
信
や
活
動
を
す
る
拠
点
と
し
て
ル
ミ
エ
ー
ル
ホ
ー
ル
な

ど
が
あ
り
、
文
化
芸
術
振
興
基
本
方
針
に
基
づ
い
て
、
「
協
働
に
よ
る
新
し
い
文
化
芸

術
活
動
の
振
興
」
、
「
文
化
芸
術
に
触
れ
ら
れ
る
場
づ
く
り
」
、
「
担
い
手
づ
く
り
」

を
３
本
柱
に
、
官
民
連
携
に
よ
る
文
化
振
興
の
た
め
の
会
議
体
が
主
と
な
り
、
音
楽
・

美
術
面
で
そ
れ
ら
の
具
体
施
策
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
文
化
芸
術
活
動
に
親
し
ん
だ
り
取
り
組
ん
だ
り
す
る
市
民
の
割
合
は
低
く
、

文
化
芸
術
が
限
ら
れ
た
人
の
も
の
と
な
っ
て
し
ま
っ
て
い
ま
す
。

文
化
芸
術
を
活
用
し
、
ま
ち
の
魅
力
を
高
め
る
こ
と
は
、
少
子
高
齢
社
会
・
人
口
減

少
時
代
に
お
け
る
定
住
人
口
の
減
少
緩
和
と
、
交
流
人
口
増
加
に
も
つ
な
が
る
こ
と
か

ら
、
更
な
る
文
化
芸
術
施
策
を
計
画
的
に
推
進
し
て
い
く
た
め
、
平
成
３
０
（
２
０
１

８
）
年
度
に
門
真
市
文
化
芸
術
振
興
条
例
を
門
真
市
文
化
芸
術
推
進
条
例
に
改
正
し
ま

し
た
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
文
化
芸
術
は
、
心
豊
か
な
国
民
生
活
と
、
活
気
あ
る
社
会
の
実
現
の
た
め
に
と
て
も

重
要
な
役
割
を
持
つ
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
経
済
的
な
豊
か
さ
の
中
に
あ
る
現
状
に
お
い
て
、
文
化
芸
術
が
そ

の
役
割
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
環
境
の
形
成
は
、
十
分
な
状
態
で
あ
る
と
は

い
え
ま
せ
ん
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
文
化
芸
術
の
振
興
を
図
る
た
め
に
、
国
で
は
文
化
芸
術
基

本
法
が
施
行
さ
れ
て
い
ま
す
。

関連計画：（仮称）門真市文化芸術振推進基本計画 生涯学習推進基本計画

関連条例：門真市文化芸術振興条例
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郷土への愛着と誇りにつながる文化資源の活用
と保存・継承が必要です

めざすべき方向性

求められていること

文化資源活用体制の整備

●文化財の保護・保存だけでなく、活用を推進
するための環境の整備が必要です。
●歴史資料館所蔵の資料をはじめ、市内に所在
する文化資源の調査を進め、それらを図書館や
中塚荘などの文化施設と連携を図りながら、広
く活用していくことが必要です。

文化資源の保存と継承の
機運の向上

120 119

伝統文化に親しみの持てるまちをつくります

①

子
育
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②

教
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③

健
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管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
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⑧

地
域
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興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
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振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●市民が、地域の自主的な文化資源の保存・
継承活動に興味・関心を持つことが必要で
す。
●本市の歴史を作ってきた企業文化にも興
味・関心を持つことが必要です。

みんなが協力できること

１ ２

実施方針

文化資源の保存と継承

●市内に残る文化資源を適切に保護・保存し、次世代へと継承するための環境を醸成します。
●市民や事業所との連携により、文化資源の保存・継承の機運の向上を図ります。
●本市の文化資源の活性化により、郷土への愛着の醸成と担い手の創生を図ります。

１

市内に残る歴史的な文化財や、伝統行事などの文化資源が、市役所
と市民との連携によって適切に保存・継承され、愛着と誇りを感じ
ることができるまちをめざします。

●一人ひとりが文化芸術活動について関心を持ち、文化芸術に触れる機会を持つとともに、文化
芸術を発見・発信、また保存・継承する活動に自ら参加します。

●市民学芸員養成講座を修了した市民学芸員が中心となって、歴史資料館の運営に携わるだけで
なく、自らが居住する地域においても、文化財保護のリーダーとして活躍します。

●（自治会）（老人会）（地域会議）歴史資料館学芸員による講演や現地見学会を開催すること
で、地域の歴史や文化を知り、文化財の状況変化に目配りします。

指標 現状値 目標値

１ 歴史資料館の年間入館者数（人） 5,578人 6,000人

２ 市民学芸員年間活動回数（回） 12回 24回

⑩地域教育振興分野

３．文化資源の活用と保存・継承

資料：大阪府ホームページ「大阪府内指定文化財一覧
表」（平成29年５月１日現在）

2025年問題
関連施策

門真市の文化資源
●砂子水路（三ツ島６丁目）
●薫蓋クス（三ツ島１丁目15-20）
●薭島のくす（薭島510）
●伝茨田堤（宮野町８）
●願得寺（御堂町８－23）
●パナソニックミュージアム（門真1006）

【
将
来
の
見
通
し
】

・
貴
重
な
文
化
資
源
の
保
存
・
継
承
だ
け
で
な
く
、
文
化
資
源
を
活
か
し
た

ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
、
個
々
の
文
化
資
源
の
魅
力
を
さ
ら
に
磨
く
こ
と
で
、

新
た
な
担
い
手
の
創
生
や
自
主
的
で
活
発
な
活
動
に
よ
り
、
適
切
な
保
存
・

継
承
へ
と
繋
げ
ま
す
。

そ
の
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
本
市
の
歴
史
や
文
化
を
形
作
っ
て
き
た
地
域

に
伝
わ
る
文
化
資
源
に
、
全
世
代
が
関
心
を
持
ち
、
そ
れ
ら
を
次
世
代
に
引

き
継
い
で
い
く
た
め
の
地
道
な
取
組
み
を
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
に
は
国
指
定
天
然
記
念
物
、
国
登
録
有
形
文
化
財
を
は
じ
め
、
大
阪

府
指
定
史
跡
、
大
阪
府
指
定
有
形
文
化
財
と
い
っ
た
多
く
の
文
化
財
が
存
在

し
ま
す
。

ま
た
、
歴
史
資
料
館
の
「
歴
史
講
座
」
や
「
市
民
学
芸
員
養
成
講
座
」
は

定
員
を
上
回
る
講
座
も
あ
り
、
歴
史
や
文
化
に
対
す
る
市
民
の
興
味
は
潜
在

的
に
は
あ
る
と
い
え
ま
す
。

・
地
域
に
伝
わ
る
伝
統
行
事
に
つ
い
て
は
、
本
市
に
お
い
て
も
継
承
と
担
い

手
不
足
が
課
題
に
な
っ
て
お
り
、
本
市
の
財
産
と
も
言
え
る
貴
重
な
文
化
資

源
が
、
適
切
に
保
存
・
継
承
さ
れ
て
い
く
環
境
が
必
要
で
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
社
会
等
の
社
会
状
況
の
変
化
を
背
景
に
、
各
地
の

貴
重
な
文
化
財
の
散
逸
や
、
伝
統
行
事
の
後
継
者
・
担
い
手
の
不
足
が
喫
緊

の
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
課
題
に
対
す
る
国
の
施
策
と
し
て
、
文
化
財
保
護
法
の
改
正
や
、

文
化
遺
産
総
合
活
用
推
進
事
業
を
展
開
し
、
文
化
資
源
の
保
護
・
保
存
や
文

化
振
興
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

本市の文化資源に愛着を持つことができる環境の醸成

●地域の歴史・文化を形作ってきた文化財の散逸を防ぎ、市民の文化資源保護意識の向上を図
ります。
●市内公共施設などとも連携を図って、歴史資料館所蔵の資料を巡回展示するなど新たな展示
機会を設け、文化財に対する意識の高揚を図ります。

２

0 

8 

30 

25 

16 
15 

14 

0

5

10

15

20

25

30

35

門真市 守口市 枚方市 寝屋川市 大東市 四条畷市 交野市

北河内各市の指定文化財数状況



画像イメージ

スポーツ・レクリエーション活動を始めるきっ
かけづくりと参画する機会を充実する必要があ
ります

めざすべき方向性

求められていること

スポーツ・レクリエーション活
動への参画機会の充実

●市民のスポーツ・レクリエーション活動に参
画するニーズは多様化しています。
●市民の誰もがそれぞれのライフステージに応
じて、スポーツ・レクリエーション活動に参画
する機会を充実させる必要があります。

スポーツ活動団体等への支援

122

スポーツ活動推進体制の充実

121

スポーツを通して市民がつながるまちをつく
ります
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教
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健
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管
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④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
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⑦

上
下
水
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⑧

地
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振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●運動をはじめたいと思っている人がスポー
ツ活動を開始し、継続することができる体制
を充実させる必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●広く市民が参加することのできる各種スポーツ事業を実施する団体等の活動を支援をしま
す。
●市民がスポーツ活動のきっかけづくり及び継続できる体制を充実します。

２

実施方針

スポーツ・レクリエーション活動への支援

●市民のライフステージに応じたスポーツ・レクリエーション活動に参画する機会を充実す
るため、門真市生涯スポーツ推進協議会における各種団体のネットワークを活用し、年間を
通して競技大会やスポーツ教室等の事業を実施することで、市民の活動への支援を推進しま
す。

１

市民一人ひとりがスポーツ・レクリエーション活動に参加すること
を通してつながることで、活力のあるまちをめざします。

●市民一人ひとりが運動習慣を身につけます。

●市民の年齢、興味・関心やレベルに応じた競技大会やスポーツ教室などを実施することで、
市民のスポーツ・レクリエーション活動に参画する機会を充実します。

●企業に所属するアスリートを地域に派遣するなど、スポーツの裾野を広げることに努めま
す。

指標 現状値 目標値

１ スポーツ・レクリエーション事業への参加者
数

6,275人（2018年度） 9,000人

2 スポーツ・レクリエーション事業参加者のう
ち、過去１年間に全くスポーツ・レクリエー
ション活動をしなかった人の割合

28.8%（2018年度） 15％

⑩地域教育振興分野

４．市民スポーツの振興

資料：かどま市スポーツ・レクリエーションフェ
スティバル2018アンケート調査

資料：かどま市スポーツ・レクリエーションフェ
スティバル2018アンケート調査

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
市
民
の
ス
ポ
ー
ツ
に
か
か
る
興
味
や
関
心
な
ど
は
多
様
化
し
て
い
ま
す
。

生
涯
ス
ポ
ー
ツ
社
会
の
実
現
の
た
め
に
は
、
競
技
ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
は

も
と
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
ニ
ー
ズ
や
レ
ベ
ル
に
合
わ
せ
た
ス
ポ
ー
ツ
活
動

が
可
能
と
な
る
よ
う
な
取
り
組
み
を
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

市
民
の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
ス
ポ
ー
ツ
活
動
の
機
会
の
充
実
や
、

社
会
体
育
施
設
の
活
用
を
促
進
し
、
市
民
が
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ
ン
活
動
に
参
加
で
き
る
環
境
づ
く
り
を
推
進
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
で
は
、
誰
も
が
身
近
に
利
用
し
や
す
い
生
涯
ス
ポ
ー
ツ
推
進
拠
点

と
し
て
、
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
５
月
に
市
立
総
合
体
育
館
が
オ
ー
プ

ン
し
ま
し
た
。

ま
た
、
年
間
を
通
し
て
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
に
か
か

る
事
業
を
実
施
す
る
た
め
、
市
内
各
種
ス
ポ
ー
ツ
団
体
等
に
よ
り
平
成
30

（
２
０
１
８
）
年
２
月
に
門
真
市
生
涯
ス
ポ
ー
ツ
推
進
協
議
会
が
設
立
さ

れ
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
平
成
23
（
２
０
１
１
）
年
８
月
に
施
行
さ
れ
た
「
ス
ポ
ー
ツ
基
本
法
」

の
前
文
に
、
ス
ポ
ー
ツ
を
通
し
て
幸
福
で
豊
か
な
生
活
を
営
む
こ
と
は
、

全
て
の
人
々
の
権
利
で
あ
る
こ
と
な
ど
が
明
記
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
生
涯
に
わ
た
り
、
誰
も
が
自
主
的
・
自
律
的
に
適
性
や

健
康
状
態
に
応
じ
て
ス
ポ
ー
ツ
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
ス
ポ
ー
ツ
基
本
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
ス

ポ
ー
ツ
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
推
進
を
図
る
た
め
の
重

要
な
指
針
と
し
て
、
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
３
月
に
第
２
期
ス
ポ
ー
ツ

基
本
計
画
が
文
部
科
学
省
に
お
い
て
策
定
さ
れ
、
生
涯
ス
ポ
ー
ツ
社
会
の

実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
ん
で
い
ま
す
。

・
東
京
２
０
２
０
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
が
開
催

さ
れ
る
こ
と
を
契
機
に
ス
ポ
ー
ツ
活
動
に
参
加
す
る
機
運
が
高
ま
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
ま
す
。

関連計画：門真市生涯学習推進基本計画
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現在、スポーツ・レクリエーション活動をしていない。

しかし、近い将来に始めようと思っている
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仲間との親睦

心身の鍛錬

技術の向上

あなたが運動やスポーツをする理由はなんですか



画像イメージ

迅速かつ的確に災害対応できるよう、危機管理体
制の充実及び関係機関との連携・協力が必要です

めざすべき方向性

求められていること

危機管理体制の充実

●災害が複雑・多様化する中、災害対応を迅速
かつ的確に行うため庁内の危機管理体制のさら
なる充実が必要です。

災害時における連携の強化

124

災害対応力の向上

123

市民の生命、身体及び財産を守ることができる
危機管理体制が整備されたまちをつくります

災害時の情報伝達の充実

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

●大規模災害時は、本市のみでは対応が難し
いため他市町村を含めた関係機関との連携が
必要不可欠です。

みんなが協力できること

１ ２

●本市から離れた他都道府県の市町村と防災協定を締結するなど、災害時において迅速な復
興を実現できるよう災害対応力の向上に努めます。

●災害時の情報伝達手段の一つである同報系無線について、市内全域に情報が伝わるよう維
持管理を行います。また、関係機関と情報伝達の充実に努めます。

２

３

実施方針

災害発生のおそれ、または発生時において、適切かつ迅速な災害対応を
図ることにより、被害を最小限に抑えることができるまちをめざしま
す。

●災害に備え、情報収集方法を確認します。

●事業所は、物資の優先供給や避難場所の提供、人的支援など防災協定の締結に努めます。
●要配慮者への支援に努めます。

指標 現状値 目標値

１ 災害協定締結数 36（2019年度） 45

２ 門真市は犯罪や事故、災害の心配が少ない安全・安
心なまちだと思う人の割合（％）

25.1％（2018年
度）

60％

⑪危機管理分野

１．危機管理と災害時対策

資料：総務省消防庁「地方防災行政の現況」

危機管理体制イメージ図

【
将
来
の
見
通
し
】

・
市
域
並
び
に
市
民
の
生
命
、
身
体
及
び
財
産
を
災
害
か
ら
守
る
た
め
に
は
、

よ
り
一
層
の
庁
内
体
制
の
充
実
に
取
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
要
配
慮
者
を
含
め
た
市
民
が
安
全
・
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
す
る
た
め
、
庁
内
体
制
の
充
実
を
図
る
と
と
も
に
避
難
所
の
市
民
へ
の
周
知
、

さ
ら
な
る
災
害
時
の
情
報
伝
達
手
段
の
確
保
な
ど
、
関
係
機
関
及
び
関
係
部
局

と
連
携
し
て
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
で
は
、
災
害
対
策
基
本
法
等
の
規
定
に
基
づ
き
門
真
市
地
域
防
災
計
画

を
策
定
し
、
防
災
活
動
の
総
合
的
か
つ
計
画
的
な
推
進
を
図
っ
て
い
ま
す
。

・
災
害
発
生
時
等
の
避
難
所
と
し
て
、
市
内
の
市
立
小
・
中
学
校
、
大
阪
府
立

高
等
学
校
及
び
市
民
プ
ラ
ザ
の
23
箇
所
を
避
難
所
に
指
定
し
、
市
広
報
紙
や
防

災
講
話
な
ど
で
周
知
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
内
学
校
や
公
園
な
ど
50
箇
所
に

災
害
発
生
時
に
必
要
な
情
報
を
伝
え
る
ス
ピ
ー
カ
ー
（
同
報
系
無
線
）
の
設
置
、

市
Ｈ
Ｐ
・
ツ
イ
ッ
タ
ー
な
ど
、
災
害
発
生
時
の
情
報
伝
達
手
段
の
充
実
に
努
め

て
い
ま
す
。

・
福
祉
避
難
所
の
確
保
や
物
資
の
供
給
、
情
報
伝
達
な
ど
の
災
害
協
定
を
事
業

者
と
締
結
し
、
災
害
対
応
力
の
向
上
に
努
め
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
地
震
や
台
風
（
暴
風
）
、
豪
雨
を
は
じ
め
と
す
る
自
然
災
害
は
、
住
民
の
生

命
・
身
体
及
び
財
産
に
甚
大
な
被
害
を
与
え
ま
す
。
災
害
の
発
生
を
防
ぐ
こ
と

は
不
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
災
害
時
の
被
害
を
最
小
限
に
し
、
そ
の
被
害
か

ら
の
迅
速
な
回
復
を
図
る
た
め
の
災
害
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
高
齢
者
、
外
国
籍
市
民
が
増
加
し
て
お
り
、
障
が
い
者
な
ど
を
含
め
た
要
配

慮
者
に
応
じ
た
災
害
時
の
情
報
伝
達
な
ど
、
き
め
細
か
な
対
応
が
必
要
で
す
。

大規模災害に備えた防災体制の充実

●災害が複雑・多様化する中、災害時の被害を最小限にする減災・縮災対策として、災害対
応を迅速かつ的確に行うことができるよう庁内の危機管理体制のさらなる充実を図り、他市
町村・他機関とも連携します。

１

関連計画：門真市地域防災計画
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画像イメージ
災害に対する事前の備え

防犯対策の推進と防犯意識の
向上

地域の防災・防犯における「自助・共助」の意識醸
成が必要です

めざすべき方向性

求められていること

126

地域の防災意識の向上

125

災害や犯罪への不安が少ない、誰もが安心して暮
らせるまちをつくります

防犯体制の強化と市民の防犯意識の向上

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

●本市の刑法犯認知件数は減少傾向にあるも
のの、さらなる減少に向け、引き続き、防犯
カメラなどの防犯対策機器の設置を促進する
とともに、市民の防犯意識向上を図る必要が
あります。

⑥

環
境

１ ２

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑫

行
政
管
理

みんなが協力できること

●「自助・共助」の一端を担う自主防災組織等に対し、地域防災力の向上に資するため防災資機材の
貸与、防災資機材の使用方法や使用した訓練の啓発などの支援を引き続き実施します。
●市民、自主防災組織、防災関係機関、関係団体などの参加を得て、災害時における防災活動を迅速
かつ的確に実施するため総合的な訓練を実施します。
●地域で実施される防災訓練や防災講話を引き続き支援するとともに、地域のニーズに応じた支援が
展開できるよう取組みを強化します。

●防犯カメラなどの防犯対策機器の設置を促進します。
●関係機関や民間団体と連携した防犯組織の強化や防犯意識の向上を図ります。

２

３

実施方針

災害に対する日ごろの備えと心づもりの醸成

●災害発生時に命を守るための適切な行動をとることができるためには、日ごろから、自発的な減
災への取組、避難場所の確認や非常持ち出し品の準備及びチェック、災害情報の収集手段と情報の
持つ意味の理解が重要であるため、防災意識の啓発強化に努め、災害時の不安軽減に努めます。

１

災害時の対応や防犯対策に大きな役割を果たす「自助・共助」の意識醸成を図
ることにより、災害・犯罪に対する不安の少ない、安全・安心なまちをめざし
ます。

●日ごろから避難場所の確認や非常持ち出し品の準備・チェックし、「自分の命は自分で守る」というこ
とを意識します。
●防災訓練や防災講話などに積極的に参加します。
●災害ボランティアや要配慮者への支援に努めます。
●防犯キャンペーンなどのイベントを通じ、犯罪の手口などの知識を得ることで、犯罪に巻き込まれるこ
とを未然に防ぎます。
●自治会は、防犯に関するチラシの回覧やポスターの掲示などを行い、地域の住民の啓発を行います。
●自治会は、防災訓練や防災講話などを開催し、「自助」・「共助」の意識を高め、地域防災力の向上を
めざします。
●事業所は、災害時の企業の果たす役割を認識し、災害時に優先する業務（ＢＣＰ）や社員の安否確認方
法、一斉帰宅の抑制等を確認するなど、災害時の企業活動の維持と早期回復に努めます。
●門真特設防犯委員会に参画している企業を含め、事業者も防犯意識を持ち、安全・安心なまちをめざし
ていきます。

指標 現状値 目標値

１ 「あなたは、災害に向けた備えをしていますか。」で、「最
寄りの避難場所を確認している」と回答した割合（％）

53.4％（2018年度） 80%

2 「あなたは、災害に向けた備えをしていますか。」で、「非
常用持出袋を用意している」と回答した割合（％）

32.2％（2018年度） 70％

3 門真市の刑法犯認知件数 1,623件（2017年） 1,200件

⑪危機管理分野

２．市民の危機管理意識の向上

資料：門真市市民幸福実感に関する意識調査
（平成30（2018）年度）

【
将
来
の
見
通
し
】

・
市
全
域
で
防
災
意
識
が
向
上
す
る
よ
う
、
今
後
も
継
続
し
て
自
主

防
災
組
織
等
に
対
し
て
防
災
資
機
材
の
貸
与
を
実
施
し
て
い
く
ほ
か
、

校
区
単
位
等
の
大
規
模
な
防
災
訓
練
や
防
災
講
話
、
市
総
合
防
災
訓

練
な
ど
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
防
犯
意
識
の
向
上
の
取
組
な
ど
防
犯
対
策
を
引
き
続
き
推
進
す
る

こ
と
に
よ
り
、
刑
法
犯
認
知
件
数
を
さ
ら
に
減
少
さ
せ
る
こ
と
が
必

要
で
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
要
配
慮
者
を
含
め
た
多
く
の
市
民
参
加
に
よ
る
防
災
訓
練
や
防
災

講
話
の
実
施
、
地
域
の
自
主
防
災
組
織
等
に
対
す
る
防
災
訓
練
の
支

援
や
「
防
災
資
機
材
」
の
貸
与
な
ど
、
防
災
意
識
の
醸
成
を
図
っ
て

い
ま
す
。

・
本
市
の
刑
法
犯
認
知
件
数
は
、
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
中
で
は

１
，
７
０
１
件
と
、
ピ
ー
ク
時
の
平
成
17
（
２
０
０
５
）
年
の
４
，

５
１
５
件
に
比
べ
る
と
約
３
分
の
１
の
件
数
で
あ
り
、
最
近
で
は
減

少
傾
向
が
続
い
て
い
ま
す
が
、
さ
ら
な
る
減
少
に
向
け
、
防
犯
に
関

す
る
啓
発
活
動
や
防
犯
カ
メ
ラ
の
設
置
促
進
な
ど
の
防
犯
対
策
の
取

組
を
進
め
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
の
ほ
か
、
大
型
台
風
や
豪
雨
災
害
な
ど
、

大
規
模
な
自
然
災
害
の
発
生
が
懸
念
さ
れ
、
災
害
時
の
対
応
や
防
犯

対
策
に
大
き
な
役
割
を
果
た
す
「
自
助
・
共
助
」
の
必
要
性
が
高

ま
っ
て
い
ま
す
。

・
近
年
、
刑
法
犯
認
知
件
数
は
全
国
的
に
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
が
、

悪
質
な
事
件
の
発
生
な
ど
を
背
景
に
安
全
・
安
心
に
対
す
る
ニ
ー
ズ

が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市地域防災計画

資料：門真警察署、門真市
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「最寄りの避難場所を確認している」と

「非常持出袋を用意している」の回答率推移

最寄りの避難場所を確認している（％）
非常持出袋を用意している（％）

●災害から生命、身体及び財産を守るために
は、日ごろからの備えが必要かつ重要であるこ
とから、最寄りの避難場所や非常持ち出し品、
災害時の情報収集手段について、より一層の周
知が必要です。



画像イメージ

広域的な大災害発生時にも十分機能しうる消防力の
充実強化、救急医療体制の充実が必要です

めざすべき方向性

求められていること

多発化、大規模化、多様化
しつつある災害への対応

●多発化、大規模化、多様化しつつある災害に
対応するため、消防力の充実強化が必要です。

必要な人が必要な時に救急医
療を利用できる環境づくり

128

地域消防の担い手と活動環境の確保

127

消防・救急医療体制が充実した、安全・安心な
まちをつくります

救急医療体制の充実
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●本当に必要な人が必要な時に救急医療を利
用できる環境づくりのため、かかりつけ医制
度の普及による平時からの健康管理の強化
や、救急医療の適正利用の啓発などの取組が
必要です。

みんなが協力できること

１ ２

●全国的に減少傾向にある消防団員について、国や大阪府、消防協会などと連携した取組を行い、積
極的な広報活動を実施するとともに、地域や事業所などにも消防団活動について発信します。
●消防団が災害時安全に対応できるよう安全装備品の充実や救助、消火及び応急手当に関する技術向
上、安全管理について習熟を図ります。

●本当に必要な人が必要な時に救急医療を利用できる環境づくりのため、かかりつけ医制度の普及
による平時からの健康管理を強化や、救急医療の適正利用の啓発などの取組を行います。
●市民の安心を確保するため、保健福祉センター診療所において初期救急医療を行っており、二次救急
医療との連携に引き続き努めます。

２

３

実施方針

消防力の充実強化と消防組合及び消防団との連携

●多発化、大規模化、多様化しつつある災害に対応するため、今後の組織体制のあり方などを守口
市門真市消防組合とともに検討し、消防力の充実強化に努めます。
●大規模災害時には、火災や救急救助事案が同時多発的に発生することが予想されることから、地
域の防災リーダーを担う消防団とより一層連携した対応が図られるよう取組みを推進します。

１

多発化、大規模化、多様化しつつある災害に対応するための消防力の充実強化
を図るとともに、地域医療サービスの充実や休日・夜間などの救急医療体制の
充実により、安全・安心なまちをめざします。

●各種救命講習の受講や消火器の取扱い、火災予防の徹底などの取組みに努めます。
●平時からかかりつけ医をもち、健康管理に努め、救急医療を適切に利用します。
●自治会は、地域における火災予防や事故防止に努めます。また、防災訓練などにＡＥＤ講習や消火器
の取扱い訓練を取り入れるなど、火災予防及び一次救命処置の意識の啓発に努めます。
●事業所は、職場における事故防止の徹底に努めるとともに、火災避難訓練や通報訓練に多くの従業員
が参加しやすい環境をつくります。
●かかりつけ医や介護事業所等は、緊急時に必要な医療情報の提供と適切な救急搬送のため、救急医療
情報キット等の活用の普及啓発に協力します。

指標 現状値 目標値

１ 火災発生件数 33件（2017年） 20件

２ 「休日・夜間診療」についての認知度 保健福祉センター診療所：87.35％
北河内夜間救急センター：67.3％
（2018年度）

100％

⑪危機管理分野

３．消防・救急医療体制の充実

資料：門真市統計書（平成30（2018）年版）

資料：守口市門真市消防組合「消防年報」（平成29（2017）年版）

【
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来
の
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通
し
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災
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数
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層
の
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少
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向
け
、
消
防
及
び
消
防
団
が
連
携
し

た
火
災
予
防
啓
発
を
引
き
続
き
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

各
種
イ
ベ
ン
ト
を
活
用
し
た
広
報
も
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
救
急
医
療
の
適
正
利
用
の
啓
発
や
、
一
次
救
急
と
二
次
救
急
、
三
次
救

急
の
機
能
分
化
に
よ
り
、
本
当
に
必
要
な
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が
必
要
な
時
に
救
急
医
療
が

利
用
が
で
き
る
環
境
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く
り
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必
要
で
す
。
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本
市
の
状
況
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と
、
出
火
件
数
と
火
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、
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急
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動
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し
て
い
ま
す
。
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阪
府
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い
て
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療
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し
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つ
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療
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さ
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療
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間
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児
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間
体
制
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し
て
お
り
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二
次
救
急
医
療
と
の
適
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な
連
携
に
努
め
て
い
ま
す
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。
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急
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送
の
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合
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え
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い
ま
す
。
ま
た
、

救
急
医
療
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い
て
、
傷
病
者
の
搬
送
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の
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に
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消
防
法
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基
づ
き
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阪
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実
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し
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次
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療
圏
の
市
町
村
、

三
次
救
急
は
大
阪
府
が
医
療
機
関
と
消
防
機
関
と
の
協
力
を
得
て
受
入
れ

体
制
を
整
備
し
て
い
ま
す
。
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画像イメージ

市民にとってわかりやすく効率的な窓口サービ
スの充実が必要です

めざすべき方向性

求められていること

窓口サービスの向上

●労働力が減少する一方で市民ニーズが多様
化・高度化しています。
●事務委託、広域連携なども視野に入れた窓口
サービス体制を構築します。

ICT利活用の促進

130

先端テクノロジーを活用した行政事務の効率化

129

スムーズに行政手続きができるまちをつくります
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●あらゆる分野の社会活動の拡大に伴い行政
事務も必然的に増大しています。
●インターネットの進展に伴い各種申請や手
続きの迅速化・正確化、透明性の向上やコス
トの低減が求められています。
● ICTを活用して行政事務の更なる効率化を
図っていく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●AI／RPAの普及により、行政に関わる制度や事務のあり方が抜本的に変化していくことが
想定されることから、それらの先端テクノロジーを含む様々な資源を積極的に活用し行政事
務の効率化を図ります。

２

実施方針

効率的・効果的な窓口サービスの推進

●限られた職員数の中で効率的・効果的な窓口サービスを推進させるために、定型的な業務
はできる限りアウトソーシングを進め、事務の広域化も検討し、職員でなければできない相
談対応などに正規職員を投入するなどメリハリの利いた窓口サービス体制を構築します。

１

市民が利用しやすくわかりやすい行政手続きサービスの実現のため、アウト
ソーシングやAI/RPA（※）等の先端テクノロジーを含む様々な資源を積極的に
活用し、職員は政策立案など職員でなければできない業務に特化することで、
付加価値を高め、一層信頼される開かれた市政運営をめざします。

●自助・共助の精神を持ちながら市役所と連携します。
●利便性の高いサービスを積極的に活用します。
●行政事務のICT化に理解を示します。
●事業者は、市民にとって分かりやすく利便性の高いシステムを開発し提供します。

指標 現状値 目標値

１ 迅速で明るく、わかりやすい窓口サービスがなされている
こと

77.9％
（2018年度）

90％

２ 市役所職員の対応・行動が「良い」と感じている人の割合 64.5％
（2018年度）

80％

⑫行政管理分野

１．効率的・効果的な行政運営

資料：総務省「地方自治情報管理概要～電子自治体の推進状況～」
（平成31（2019）年3月公表）

資料：総務省「地方行政サービス改革の取組状況等に関する調査等」
（平成30（2018）年3月28日公表）

2025年問題
関連施策

窓口業務委託の実施状況
指定都市・中核市以外の市の実施状況
（27.5％） 199団体（実施団体）/723団体
（市町村数）

行政手続をオンライン化するためのシステム導
入（電子入札・公共施設予約・図書館蔵書検索
等）
市町村の導入状況（64.7％）

【
将
来
の
見
通
し
】

・
職
員
数
の
減
少
を
踏
ま
え
つ
つ
、
多
様
化
・
高
度
化
す
る
市
民
ニ
ー
ズ

に
応
え
る
た
め
に
は
、
窓
口
業
務
に
お
け
る
Ａ
Ｉ
／
Ｒ
Ｐ
Ａ
等
の
先
端
テ

ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
含
む
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
積
極
的
な
活
用
と
と
も
に
民
間
へ
の
業
務

委
託
化
や
事
務
の
共
同
処
理
を
含
め
た
広
域
化
に
つ
い
て
検
討
な
ど
、

「
ス
マ
ー
ト
Ｂ
ｉ
ｚ
★
か
ど
ま
」
へ
の
取
組
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
に
お
い
て
も
、
コ
ン
ビ
ニ
交
付
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
導
入
、
場

所
を
選
ば
な
い
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
フ
リ
ー
に
よ
る
印
刷
環
境
の
最
適
化
、
議

会
の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
、
ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
（※

）
の
全
面
的
な
活
用

な
ど
、
コ
ス
ト
削
減
を
図
り
つ
つ
、
先
進
的
な
取
組
を
進
め
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
行
政
の
効
率
化
を
図
り
、
人
や
財
源
を
国
民
サ
ー
ビ
ス
に
振

り
分
け
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
」
制
度
が

運
用
さ
れ
ま
し
た
が
、
本
市
に
お
け
る
交
付
率
は
全
国
平
均
を
下
回
っ
て

い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
全
国
的
に
一
般
行
政
職
職
員
が
減
少
し
て
い
る
中
に
お
い
て
、
少
子
高

齢
社
会
の
到
来
に
よ
る
介
護
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
を
は
じ
め
、
自
然
災
害
の

頻
発
等
に
よ
る
安
全
・
安
心
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
の
高
ま
り
な
ど
、
公
共

サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
市
民
ニ
ー
ズ
は
多
様
化
、
高
度
化
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
の
要
請
に
応
え
る
た
め
、
各
地
方
公
共

団
体
で
は
窓
口
業
務
の
見
直
し
や
民
間
委
託
の
推
進
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
（※

）
の

活
用
等
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
や
指
定
管
理
者
制
度
（※

）
・
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／

Ｐ
Ｆ
Ｉ
（※

）
の
活
用
な
ど
の
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

利用しやすい快適な行政サービスの推進

●ネットバンキングなどを活用した新たな市税の納付方法等の調査研究を行い、利便性の
向上を図ります。

３



画像イメージ

積極的な情報媒体の活用により、市役所の様々な
取組をわかりやすく伝えていく必要があります

めざすべき方向性

求められていること

情報通信技術の発展
に合わせた対応

●スマートフォンの個人保有率が上昇するとと
もに、暮らしの中でインターネットを利用する
時間が増加しています。
●情報通信技術の発展に伴う暮らしの変化に合
わせて、情報を発信する方法や内容を変化させ
ていく必要があります。

継続的な情報発信・
情報公開

132

広報紙の発行と紙面の充実

131

積極的な情報発信で、市役所と市民との信頼関
係が築かれたまちをつくります
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●広報かどまを「よく見る」と回答した人が
約50％であり、増加傾向にあります。
●依然として、紙媒体で行政情報を得る人が
多いことから、引き続き、広報かどまを発行
する必要があります。
●継続的な情報公開により、本市の透明性・
信頼性を向上していく必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●広報紙において、本市の様々な取組をわかりやすく、おもしろく伝えられるよう紙面の充実
に努めます。
●より多くの市民を取り上げ、市民の地域における活動を応援します。

２

実施方針

インターネットを活用した情報発信の充実

●本市の取組みや手続きに関することなど知りたい情報に、いつでも、わかりやすくアクセス
できるよう、本市ホームページの充実に努めます。
●様々な媒体を活用し市民と連携して、本市の認知度やイメージ向上につながる情報発信を推
進します。

１

わかりやすく、市民の関心を惹く情報発信を継続的に行うことに
よって、市役所を身近に感じ、ともに情報発信を担っていただくな
ど市政に参加する市民が増えるまちをめざします。

●日ごろから広報かどまなどで市の発信する情報をチェックし、おもしろいと感じたものや役に立つと
思ったものをSNSなどで発信します。

●市役所の取組みやサービスについて関心を持ちます。

●事業所で広報かどまを回覧します。

指標 現状値 目標値

１ 広報かどまを「よく見る」と回答した市民の割合 48.4％（2018年度） 70％

2 ツイッター フォロワー数 1,192人（2018年度） 5,000人

⑫行政管理分野

２．広報・情報発信の充実

資料：門真市市民幸福実感に関する意識調査
（平成30（2018）年度）

【
将
来
の
見
通
し
】

・
平
成
29
（
２
０
１
７
）
年
か
ら
情
報
発
信
を
強
化
し
、
広
報
紙
や
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
、
リ
リ
ー
ス
の
増
加
な
ど
に
努
め
て
い
ま
す

が
、
様
々
な
市
の
取
組
み
を
市
民
に
し
っ
か
り
伝
え
、
と
も
に
地
域
課
題

の
解
決
に
取
り
組
ん
で
い
く
た
め
に
は
、
若
者
や
障
が
い
者
な
ど
多
様
な

市
民
の
特
性
に
合
わ
せ
た
情
報
発
信
に
加
え
て
、
さ
ら
な
る
情
報
発
信
の

強
化
が
必
要
で
す
。
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
普
及
に
よ
り
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
情
報
発
信
、
市
民
と
連
携
し
た
情
報
発
信
が
ま

す
ま
す
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

・
本
市
を
将
来
に
わ
た
っ
て
よ
り
良
い
ま
ち
に
し
て
い
く
た
め
に
は
、
本

市
の
取
組
み
を
伝
え
る
だ
け
で
は
な
く
、
情
報
の
発
信
や
情
報
公
開
、
ま

た
、
市
民
と
の
連
携
を
通
じ
て
市
民
と
信
頼
関
係
を
つ
く
っ
て
い
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
は
、
毎
月
、
全
戸
配
布
し
て
い
る
広
報
紙
や
日
々
更
新
し
て
い
る

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
主
に
情
報
を
発
信
し
て
い
ま
す
。
そ
の
他
、
ツ
イ
ッ

タ
ー
な
ど
の
Ｓ
Ｎ
Ｓ
や
メ
デ
ィ
ア
へ
の
リ
リ
ー
ス
に
も
取
り
組
ん
で
お
り
、

本
市
の
ツ
イ
ッ
タ
ー
へ
は
平
成
31
（
２
０
１
９
）
年
４
月
時
点
で
約
１
，

２
０
０
人
が
フ
ォ
ロ
ー
し
て
い
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
の
普
及
や
情
報
通
信
技
術
の
発
展
に
よ
り
、
暮
ら
し

の
な
か
で
の
情
報
の
受
け
取
り
方
が
大
き
く
変
化
し
て
い
ま
す
。
そ
れ
に

伴
い
、
情
報
発
信
の
あ
り
方
も
時
代
に
合
わ
せ
て
変
え
て
い
く
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
市
民
へ
の
情
報
発
信
に
つ
い
て
も
、
多
く
の
自
治
体
が
、
広
報
紙
や

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
積
極
的
な
活
用
、
市
民
と

連
携
し
た
情
報
発
信
な
ど
、
そ
れ
ぞ
れ
創
意
工
夫
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

情報公開の推進

●開かれた市政の実現のため、情報公開制度の趣旨を広く周知し、誰もが本市の情報を知
ることができるよう努めるとともに、丁寧な対応及び説明を行います。

３

関連計画：門真市シティプロモーション推進プラン

関連条例：門真市個人情報保護条例 門真市情報公開条例

資料：総務省「平成29（2017）年通信利用動向調査」
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画像イメージ

地域の魅力を市内外の人へ効果的に伝えることが
必要です

めざすべき方向性

求められていること

市外在住者の
門真市推奨意欲の向上

●本市への転入者を増やすためには、市外在住
者からの関心を高める必要があります。
●そのためには、本市のいいところや注目され
る取り組みを効果的に発信し、本市をいいと思
う人、おすすめしていただける人を増やすこと
が重要です。

定住人口の増進と交流人口の
増加

134

積極的なプレスリリース

133

地域の魅力や暮らしやすさを広く共有し、
選ばれるまちをつくります

①

子
育
て

②

教
育

③

健
康
管
理

④

福
祉

⑤

ま
ち
づ
く
り

⑥

環
境

⑦

上
下
水
道

⑧

地
域
振
興

⑨

産
業
振
興

⑩

地
域
教
育
振
興

⑪

危
機
管
理

⑬

行
政
管
理

●このまちに住み続けたいと思う人は増加傾
向にありましたが、平成30（2018）年の調査
では、減っています。
●定住人口の増進のためには、本市の魅力や
いいところを共有し、発信していくことによ
り定住意向を高めるとともに本市に訪れる交
流人口の増加を図ることが重要です。

みんなが協力できること

１ ２

●新聞やテレビ、ウェブニュース、雑誌などで本市に関わる取組が掲載される機会を増やす
ために、市内の公益団体や事業者と連携して、積極的にプレスリリースを発信していきま
す。これにより、市外の人からの本市への関心を高めるとともに、市民がこのまちをもっと
好きになり、住んでいることに誇りを持てるようなまちにしていきます。

２

実施方針

戦略的なシティプロモーションの展開

●本市の魅力について、市役所と市民とで認識や共有を深め、それらをどのように発信して
いくかという戦略を立てたうえで、効果的な本市のプロモーションを展開します。

１

本市の魅力やいいところを市役所と市民が共有し、連携して発信す
ることにより、本市のイメージ向上を図り、このまちに住みたい、
住み続けたいと思う人が増えるまちをめざします。

●暮らしのなかで本市の魅力をひとつひとつ発見して、友人との会話やSNSなどで共有します。
●地域団体は、団体の活動を積極的に発信するとともに、地域の課題解決に一層貢献いただけるよう、
専門機関や市役所と連携を深めます。
●事業所は、自社の紹介の際、本市のいいところを合わせて紹介します。
●事業所は、積極的に市役所や市内の公益団体などと連携して、みんなが本市に関心をもってもらえる
よう発信します。

指標 現状値 目標値

１ ２０～３０代の転出超過数 380人（2018年） △120人

２ 市民の地域推奨意欲 4.2％（2018年度） 50％

⑫行政管理分野

３．シティプロモーションによる定住
促進

資料：門真市市民意識調査（平成30（2018）年度）

2025年問題
関連施策

イメージ

【
将
来
の
見
通
し
】

・
ま
ち
の
活
力
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に
は
、
20
～
30
代
の
若
い
世
代
の
転

入
を
促
進
し
、
転
出
を
抑
制
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
取
組
み
に
参
画
す
る

人
、
こ
の
ま
ち
を
楽
し
む
人
を
増
や
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
近
隣
の
自
治
体
で
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
が
本
格
的
に
進
め
ら
れ
て
い

る
中
、
本
市
の
魅
力
発
信
を
積
極
的
に
行
い
、
若
い
世
代
を
呼
び
込
み
、
定

住
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
効
果
的
、
効
率
的
な
情
報
発
信
を
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
人
口
移
動
を
見
る
と
、
転
出
者
が
転
入
者
を
上
回
っ
て
お
り
、
特

に
子
育
て
世
帯
で
あ
る
０
～
９
歳
、
20
～
44
歳
の
転
出
超
過
が
続
い
て
い
ま

す
。
本
市
で
は
広
報
紙
や
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
従
来
の
取
組
み
に
お
い
て

改
善
を
積
み
重
ね
て
い
る
ほ
か
、
様
々
な
機
会
を
と
ら
え
て
本
市
の
魅
力
が

市
内
外
へ
発
信
さ
れ
る
よ
う
努
め
て
き
ま
し
た
。

・
本
市
に
は
、
魅
力
的
な
も
の
や
い
い
と
こ
ろ
が
多
く
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ

ら
の
魅
力
の
共
有
や
編
集
、
発
信
が
十
分
に
行
わ
れ
て
い
る
と
は
言
え
ず
、

改
善
の
余
地
が
あ
り
ま
す
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
人
口
減
少
と
少
子
高
齢
社
会
の
進
展
に
よ
り
、
ま
ち
の
担
い
手
と
な
る
人

が
不
足
す
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
、
自
治
体
に
は
、
あ

ら
ゆ
る
取
り
組
み
を
通
じ
て
、
急
激
に
進
む
人
口
減
少
を
緩
や
か
に
し
つ
つ
、

地
域
の
た
め
に
頑
張
ろ
う
と
い
う
人
を
増
や
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

・
昨
今
、
多
く
の
自
治
体
が
、
住
民
に
対
す
る
行
政
情
報
の
発
信
に
と
ど
ま

ら
ず
、
知
名
度
や
イ
メ
ー
ジ
の
向
上
に
つ
な
が
る
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

に
取
り
組
み
、
移
住
・
定
住
の
促
進
に
努
め
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市シティプロモーション推進プラン
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現状から将来を見据えた公共施設の
あり方の検討が必要です

めざすべき方向性

求められていること

市民ニーズへの柔軟な対応

●新たな市民ニーズへ対応した公共施設を考え
るために、大学連携等の新たな公民連携の手法
を活用し、計画のプロセスを見直していく必要
があります。
●改修や建替だけではなく管理や運営も含め
て、行政サービス向上のためにＰＦＩやデザイ
ンビルド、指定管理者制度、施設包括管理委託
等の民間活用を検討していく必要があります。

施設総量の適正化

136

施設総量の適正化

135

行ってみたい、使ってみたいと思える
公共施設があるまちをつくります
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④
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⑤
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⑦
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⑧
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●人口減少や厳しい財政状況を勘案し、機能
の複合化や統廃合等により、施設総量の適正
化を図る必要があります。

みんなが協力できること

１ ２

●財政負担を考慮しつつ施設総量の適正化を図り、将来に渡り市民が必要とする行政サービ
スを提供します。

２

実施方針

公共施設マネジメントの推進

●公共施設マネジメントの推進のため、民間活用を積極的に検討し、公共施設のあり方と共
に、整備、管理、運営のプロセスを再構築し、庁内の体制を整備します。
●平成30（2018）年度に実施した全施設所管課ヒアリングの結果を受けて、本市の財政状況
と施設管理状況を包括的に考え、「民間活用推進」をテーマとして、公共施設適正配置、民
間活用事業実施、施設包括管理委託の検討を民間のアイデアを活かして積極的に進めます。

１

市民ニーズのミスマッチを無くし、求められる公共施設を使って、
市民がいきいきと活動できるまちをめざします。

●市民は、公共施設を利用し、一歩踏み込んで、運営に関っていきます

●市民団体は、地域の公共施設の管理・運営に関っていきます

●事業者は、行政と協働し、公共施設の有効活用を考えていきます

指標 現状値 目標値

1 公共施設を利用する市民の満足度 － 50％

２ 公共施設の延床面積の削減率 － 6.4％

⑫行政管理分野

４．公共施設の適正管理

2025年問題
関連施策

【
将
来
の
見
通
し
】

・
市
全
体
と
し
て
の
施
設
の
あ
り
方
や
計
画
プ
ロ
セ
ス
を
再
考
す
る

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
推
進
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

・
公
共
施
設
等
の
全
体
を
把
握
し
、
長
期
的
な
視
点
を
持
っ
て
、
更

新
・
統
廃
合
・
長
寿
命
化
な
ど
を
計
画
的
に
行
う
こ
と
に
よ
り
、
財

政
負
担
を
軽
減
・
平
準
化
す
る
と
と
も
に
、
公
共
施
設
等
の
最
適
な

配
置
の
実
現
に
向
け
て
、
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
を
契
機
に
、

民
間
の
知
恵
を
活
用
し
、
公
共
施
設
の
効
率
化
だ
け
で
は
な
く
魅
力

向
上
も
加
味
し
た
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
取
組
む
必
要
が
あ
り

ま
す
。

・
大
学
連
携
事
業
等
の
新
た
な
公
民
連
携
も
積
極
的
に
取
り
入
れ
て
、

公
共
施
設
の
整
備
や
管
理
・
運
営
に
関
す
る
検
討
プ
ロ
セ
ス
を
開
放

し
、
使
っ
て
み
た
い
と
思
わ
れ
る
公
共
施
設
を
考
え
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

【
本
市
の
状
況
】

・
本
市
の
公
共
施
設
の
多
く
も
、
更
新
時
期
を
迎
え
て
お
り
、
財
政

負
担
の
軽
減
・
平
準
化
を
図
り
な
が
ら
、
市
民
ニ
ー
ズ
の
変
化
に
対

応
し
た
改
修
や
建
替
、
そ
し
て
管
理
運
営
を
実
施
す
る
た
め
、
本
市

で
は
平
成
28
年
度
に
門
真
市
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
を
策
定
し

ま
し
た
。

【
施
策
を
と
り
ま
く
社
会
状
況
】

・
全
国
的
に
公
共
施
設
の
老
朽
化
が
大
き
な
課
題
と
な
っ
て
お
り
、

人
口
減
少
等
に
よ
る
今
後
の
公
共
施
設
等
の
利
用
需
要
が
変
化
し
て

い
く
な
か
で
、
施
設
の
有
効
活
用
も
含
め
た
あ
り
方
を
考
え
る
時
期

に
き
て
い
ま
す
。

関連計画：門真市公共施設等総合管理計画

出所：門真市 出所：門真市


